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序   文 

 

独立行政法人国際協力機構は、ハイチ共和国のミラゴアンヌ病院整備計画にかかる協力準備調

査を実施することを決定し、同調査を八千代エンジニヤリング株式会社、株式会社梓設計及びビ

ンコーインターナショナル株式会社共同企業体に委託しました。 

調査団は、2016 年 7 月から 12 月までハイチ共和国の政府関係者と協議を行うとともに、計画

対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとな

りました。  

この報告書が両国の友好親善の一層の発展に役立つことを願うものです。  

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。  

2017 年 3 月 

独立行政法人 国際協力機構 

人間開発部長  熊谷 晃子 
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要   約 

① 国の概要 

ハイチ共和国（以下、「ハイチ国」という。）は、カリブ海に位置するイスパニョーラ島の西側

約 3 分の 1 を占め、国土面積 27,750 ㎡、人口約 1,000 万人である。公用語にはフランス語とクレ

オール語が使用されている。国連開発計画（以下、「UNDP」という。）の人間開発指数（Human 

Development Index）では HDI 値 0.471 で 187 ヶ国中第 168 位（UNDP、2014 年 1）である。 

ハイチ国は、10 の県（department）から成るが、地方自治権はなく、中央政府が執行機関の役割

を果たす。 

気候は、熱帯性気候である。計画対象地の位置するニップ県ミラゴアンヌ市から南下したデュ

パルク（Du Parc）地区周辺は、標高 135m、月平均最高気温は、約 27℃である。また、雨期は、4

月から 6 月までと 8 月から 11 月までの年 2 回ある。降雨量は、年間降雨量 1,379mm であるが、

4,000mm を超える年もある。ハイチ国は年 1～2 回、大型ハリケーンの襲来を受け、豪雨・洪水災

害も発生しており、2016 年 10 月 4 日にはハリケーン「マシュー」の南西部直撃により、ハイチ国

全土にて 1,000 人を超える死者を出す大災害が発生した。また、ハイチ国は地震の多発地帯であ

り、2010 年の大地震の際は、約 31 万人もの死者が出た。 

ハイチ国は、1804 年にフランスから独立し、米州ではアメリカ合衆国に次いで最も古い歴史を

持つ国であるが、建国以来、政治的混乱が続き、経済が安定せず、食料価格の高騰に起因する暴

動が発生する等治安が悪化している。さらには、ハリケーン、地震等の自然災害が続き、国家は

疲弊している。2011 年 5 月にミシェル・ジョゼフ・マルテリー大統領が就任し、10 月に就任した

ガリー・コニーユ首相は 2012 年 2 月に辞任し、5 月にラモット首相が就任し、組閣がなされた。

しかし、2014 年 12 月にローラン・ラモット首相が辞任し、2015 年 1 月にエバンス・ポール氏を

首相とするコンセンサス内閣が発足した。2015 年 10 月に次期大統領選挙の第 1 回投票を実施し

たものの、選挙の無効を訴えるデモが相次ぎ、選挙管理当局が結果を取り消した。マルテリー大

統領は 2016 年 2 月に任期満了により後任不在のまま退任し、その後、ジョスレルム・プリヴェー

ル暫定大統領による臨時政府が組織されていた。ハリケーン「マシュー」の影響で再投票が延期

されていたが、2016 年 11 月 20 日にようやく実施され、実業家のジョブネル・モイーズ候補の得

票率が 55％を超え、選挙管理局は、2017 年 1 月に第 1 回投票での確定を発表した。 

ハイチ国は、長年の政情不安により、民間投資が少なく、GNI は、86 億 5,100 万米ドル、一人

当たり GNI は 830 米ドル（世界銀行、2014 年 2）と、中南米カリブ諸国で最も貧しい後発開発途

上国に位置している。ハイチ国の経済はカカオ、コーヒー、マンゴーが主要な輸出品目であるが、

国民の半数以上が農業に従事している農業依存型経済となっており、工業化の遅れを招いている。

2010 年の産業別対 GDP 比は、第一次産業が 24.7%、第二次産業が 16.1%、第三次産業が 59.0%と

いう構成である（CIA、2012 年 3）。2006 年の暫定的な税制改革により、一時的にマクロ経済が安

                                                        
1 UNDP Human Development Report 2014 
2 世界銀行 GNI ランキング 2014「http://databank.worldbank.org/data/download/GNI.pdf」 
3 CIA-The World Factbook / Haiti Economy 2012 
「http://www.immigration-usa.com/world_fact_book_2012/haiti/haiti_economy.html」（2016 年 11 月閲覧） 

http://databank.worldbank.org/data/download/GNI.pdf
http://www.immigration-usa.com/world_fact_book_2012/haiti/haiti_economy.html%E3%80%8D%EF%BC%882016%E5%B9%B42
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定したが、2008 年のハリケーンでは同国 GDP の約 15%に相当する損失を受け、2010 年の震災に

より 31 万人以上の死者、370 万人の被災者、同国 2009 年 GDP の約 120%に相当する約 78 億 US$の

被害額を被った（日本国外務省、2016 年 4）。 

② プロジェクトの背景、経緯及び概要 

ハイチ国における妊産婦死亡率が 380（10 万出生対、2013 年）、5 歳未満時死亡率が 88（1,000

出生対、2012 年）、乳児死亡率が 59（1,000 出生対、2012 年）となっており、中南米諸国の中で

保健指標の低さが際立っている（世界保健機構（以下、「WHO」という。）、2014 年）。「国家

保健政策（2012）」（以下、「PNS 2012」という。）に基づく「保健マスタープラン（2012-2022）」

（以下、「PDS 2012-2022」という。）では、保健サービスの拡充を実現するために医療施設等の

保健関連施設の整備とリファラルシステムの強化の重要性が挙げられるものの、整備を必要とす

る医療施設の 80％以上が地方にあり、地方病院の整備と医療サービスの向上が喫緊の課題となっ

ている。 

本調査対象地域となるニップ県は、西に接するグランダンス県から 2003 年に分割された新しい

行政組織であり、地方の医療施設整備とリファラルシステムの状況が他県に比較して整備されて

おらず、また他ドナーによる支援が少ない。ミラゴアンヌ病院（1980 年に入院施設 40 床を有する

保健センターとして設立され、2003 年に県病院（以下、「HD」という。）に格上げ）はニップ県

の人口約 343 千人（ハイチ統計情報局（IHSI）、2015 年推計）に対する唯一の二次医療施設であ

るものの、ハイチ国保健人口省（以下、「MSPP」という。）が定めている HD としての要件を満

たしていない（ベッド数 150 床以上が要件だが、現状 70 床であり、敷地面積が限られているため、

同敷地内での拡張は不可能である）。更に急増している交通事故被害の患者を受け入れるため、

病床数の増加のみならず、救急科及び整形外科の強化が急務となっている。現状では、同病院で

の受入が不可能な重症患者は約 90km 離れた首都ポルトープランスまで搬送せざるを得ないため、

同県にて保健医療サービスが提供できるよう、医療施設の整備が急務となっている。「ミラゴア

ンヌ病院整備計画」（以下、「本プロジェクト」という。）は、現存のミラゴアンヌ病院を活用し

つつ、新規敷地において救急科（新設）及び外科（機能移転・強化）を中心とした機能強化のため

の新規病院を建設し、2 病院総合で二次医療施設として必要な保健医療サービスの提供が可能な

基盤を整備することを目的として本プロジェクトの協力要請がなされた。 

③ 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

ハイチ国側の要請であるニップ県ミラゴアンヌ病院において二次医療施設として必要な保健医

療サービス提供の基盤整備を念頭に、二次医療機能を有するための新規病院（内科、外科、救急

科、病棟、管理棟）の新設及び入院用ベッド、手術台、手術用モニター、心電計、レントゲン等の

機材供与を行うことを目的とした本調査を実施した結果、ミラゴアンヌ病院が住民の期待に応え

る保健医療サービスを提供するための基盤となる施設及び機材の整備の必要性自体は高いと判断

された。 

                                                        
4 外務省 HP:「2010 年ハイチ大地震以降の我が国の支援」「http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000038290.pdf」（2016 年 11 月閲

覧） 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000038290.pdf%E3%80%8D%EF%BC%882016%E5%B9%B41
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しかしながら、患者のニーズに応える病院にするためには、ハイチ国として保健人材の確保及

び運営に係る予算の確保等の前提条件が満たされてはじめて事業実施の検討が可能となる。 

2016 年 8 月 8 日に調査団及び MSPP により署名された協議議事録において、本調査にて浮き彫

りとなったニーズと提供予定サービスの不一致、計画・戦略の不足、人材確保・育成の脆弱性、

建設予定地の調整といった課題に対し、ハイチ国側により明確化すべき事項を提示し、ハイチ国

による計画・戦略を示したビジネスプランの提出を求めた。MSPP は、2016 年 9 月に JICA に対し

ビジネスプランプランを提出し、調査団により検証を行った。その結果、調査団は課題に対する

計画・戦略において明確に確約されるべき点が確約されず、ビジネスプランの実現性の根拠が乏

しいことから、現状では課題の解決・克服が困難であると判断した。 

検証結果に基づき、JICA は 2016 年 12 月に調査団を派遣し、ハイチ国側に現在のミラゴアンヌ

病院が総合病院としての機能を発揮できておらず、将来計画が明確でないこと、現状の予算や体

制のままでは、病院施設を建設したとしても運営資金・人材不足により病院として機能せず、患

者に対する最適な治療が行われない可能性が高いことを説明し、2014 年 7 月 10 日に要請された

本案件に係る協力準備調査の実施中止を提案した。協議の結果、調査団及び MSPP 間で中止が合

意されたため、両者は 2016 年 12 月 7 日に中止にかかる協議議事録に署名した。 

④ プロジェクトの評価 

政策、制度、社会的なニーズの観点からの妥当性はあるが、事業目的の達成や長期的な効果発

現に必要な計画・戦略の具体性と組織・体制・人材・予算等の裏付けに欠けることから、総合的

に見て、妥当性・有効性が不十分と判断する。 

(1)  妥当性 

1) プロジェクトの裨益対象 

直接の裨益対象は、ニップ県ミラゴアンヌ市民及び近隣県・地域の住民である。 

2) プロジェクト目標と緊急性 

ニップ県唯一の HD であるミラゴアンヌ病院を二次医療施設として住民の期待に応える保

健医療サービスが提供できる基盤となる施設及び機材を整備する本プロジェクトの必要性そ

のものは高いと判断される。 

3) ハイチ国中・長期的開発計画の目標達成への貢献 

本プロジェクトに関連するハイチ国の国家開発計画、保健分野の国家政策ならびに国際的

開発目標は、「ハイチ開発戦略計画」（以下、「PSDH 2030」という。）、PNS 2012、PDS 2012-

2022 及び「持続可能な開発目標」（以下、「SDGs」という。）である。 

PSDH 2030 は国土・経済・社会・制度再建の 4 つの柱から成る。保健に関するプログラム

は「社会再建」の 9 つのプログラム 3.1～3.9 のうち 3.3「保健サービスへのアクセス増加」で

ある。本プロジェクトは、同プログラムのサブプログラム 3.3.2「地域開発拠点のリファラル
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病院設置」に明記されている。 

PNS 2012 及び PDS 2012-2022 では、「保健のための利用可能な資源とヘルスケアサービス

管理の強化」に「保健インフラの強化と実施」があげられている。各県に 1 ヵ所のリファラ

ル病院（以下、「HR」という。）を設置することとなっており既に 10 県都、4 市に合計 14 の

HR が設置済みである。 

SDGs は、「ミレニアム開発目標」（以下、「MDGs」という。）で積み残された目標を達成す

ることであり、全 17 の目標のうち、本プロジェクトに関連するのは目標 3「あらゆる年齢の

すべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する」であり、母子保健指標のさらなる

改善（目標 3.1～3）に加え、地域中核病院の設計において目標 3.4「非感染性疾患による若年

死亡率を予防や治療を通じて 3 分の 1 減少させる」、目標 3.6「道路交通事故による死傷者を

半減させる」がある。 

従って、二次医療施設であるミラゴアンヌ病院の整備は、ハイチ国の政策に合致している。 

4) 我が国の援助政策・方針との整合性 

2012 年 4 月に策定された、我が国の対ハイチ国別援助方針では、援助の基本方針（大目標）

を「大震災からの復興と基礎社会サービスの確立」としている。本プロジェクトは、重点分

野（中目標）である「保健・衛生環境の改善」において「ハイチ国では、従来から基礎的保健

医療サービスが国民に十分行き届いておらず、乳幼児・妊産婦死亡率等の指標も中南米カリ

ブ地域では最も悪い状況となっている。ハイチ国政府は震災以降さらに悪化している衛生環

境の改善、病院等の医療機関網の再構築及び拡大を目指しており、我が国としても安全な水

の提供、衛生環境改善のための啓発活動、インフラ整備等に取り組んでいく。」という方針に

合致する。また、我が国は、震災国としての経験・知見を活かしつつ、ハイチ国の大震災か

らの復興と基礎社会サービスの確立のため、ハイチ国民のニーズを踏まえた国家再建への支

援を引き続き実施していく方針であり、本プロジェクトはその一環として捉えられた。さら

に、ハイチ国はカリブ共同体（Caribbean Community。以下、「CARICOM」という。）の加盟国

であり、各種国際選挙その他国際場裡での CARICOM 諸国（計 14 か国）からの支持取付けの

観点からも、高い外交的必要性に答えるものと考えられる。 

5) 国際的な開発目標達成への寄与 

SDGs の「目標 3」では「あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促

進する」が掲げられており、本プロジェクトは、この目標達成に直接資するものである。 

(2)  有効性 

本調査の結果、事業目的の達成、直接的な効果発現には、大きな課題があり、課題の解決・

克服のためには、ハイチ国側により、外部条件やリスクを見据え、重要な目標・指標を明確

にした詳細なロードマップ、ビジネスプランが不可欠である。 

上述した妥当性における政策・制度・社会的ニーズとは合致するものの、計画・戦略によ

る裨益効果・水準が示されず、組織・体制・人材等の内部状況が脆弱である現時点において



v 

は、総合的にみて裏付けに欠けることから、本プロジェクトの妥当性及び有効性が不十分で

あると判断する。 

1) 定量的効果 

本プロジェクトの妥当性は高いものの、有効性が不十分であることから、施設及び機材供

与後の定量的効果の発現は不明確と判断する。 

2) 定性的効果 

本プロジェクトの妥当性は高いものの、有効性が不十分であることから、施設及び機材供

与後の定性的効果の発現は不明確と判断する。
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1-1 

第1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

(1) 保健指標 

ハイチ共和国（以下、「ハイチ国」という。）及び近隣カリブ諸国の主要な人口統計と保健

指標を表 1-1-1 に示す。ハイチ国の主要保健指標は、近隣カリブ諸国と比べ改善の余地が大き

い。「持続可能な開発目標」（以下、「SDGs」という。）である母子保健指標のほか、30～70 歳

の約 4 分の 1 の死亡原因となりうる非感染性疾患、道路交通死亡の低減（救命）に対する対

策が急務である。 

表 1-1-1 ハイチ国及び近隣カリブ諸国の人口統計/保健指標 

人口統計/保健指標 ハイチ キューバ ジャマイカ ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞﾄﾊﾞｺ 
総人口（千人）2015 年* 10,711 11,390 2,793 1,360 
15 歳未満人口（%）2013 年 35 16 27 21 
60 歳以上人口（%）2013 年 7 19 11 14 
出生時平均余命（歳）* 63.5 79.1 76.2 71.2 
男性（歳）* 61.5 76.9 73.9 67.9 
女性（歳）* 65.5 81.4 78.6 74.8 
粗出生率（人/人口千） 25.6 9.5 18.0 14.5 
粗死亡率（人/人口千） 8.6 8.5 7.1 9.6 
合計特殊出生率（人/女性） 3.1 1.4 2.3 1.8 
人口増加率（%）2003-2013 1.4 0.0 0.5 0.4 
妊産婦死亡率（人/出生十万）* 359 39 89 63 
専門技能者が付き添う出産率（%）* 37 99 99 100 
新生児死亡率（人/出生千）* 28.3 2.3 11.6 13.2 
乳児死亡率（人/出生千） 54.7 5.0 14.3 19.0 
5 歳未満児死亡率（人/出生千）* 61.6 5.5 15.7 20.4 
4 つの主要な非感染性疾患のいずれかで

死亡する 30～70 歳の確率（%）* 
23.9 16.5 17.0 26.2 

道路交通死亡率（人/人口十万） 15.1 7.5 11.5 14.1 
出典）*印は World Health Statistics 2016, WHO（世界保健機構）、その他は World Health Statistics 2015, WHO 
注）4 つの主要な非感染性疾患とは、心血管疾患、糖尿病、がん、慢性呼吸器疾患である 

(2) 疾病構造 

ハイチ国及びニップ県における主要疾病を表 1-1-2 及び表 1-1-3 に示す。ほとんどの疾患は

感染症であるが、高血圧、糖尿病、腫瘍等の非感染性疾患が主要疾病、主要死因の上位に上

がってきている。また、近隣カリブ諸国の中でハイチ国の交通事故死亡率は高く（表 1-1-1 参

照）、ハイチ国内では、南県、南東県に次いでニップ県の交通事故による救急件数の割合が高

いことから疾病対策に加え救急医療の対策も必要となっている。ハイチ国保健人口省（以下、

「MSPP」という。）疫学/検査/研究部（以下、「DELR」という。）は、2014 年までサーベイラ

ンス対象の疾患を中心に統計を取っており（対象となっていない疾患を「その他疾患」に分

類）、2015 年以降は ICD10（国際疾病分類第 10 版）に基づいて統計処理を行っている。 
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表 1-1-2 ハイチ国主要疾病 

順位 
2012 2013 2014 

疾患名 患者数 疾患名 患者数 疾患名 患者数 

1 その他疾患 395,337 その他疾患 32,720 その他疾患 771,150 
2 胃痛 295,328 高血圧* 27,886 胃痛 357,112 
3 高血圧* 288,186 胃痛 22,032 高血圧* 346,396 
4 帯下 207,036 帯下 20,251 帯下 287,086 
5 急性呼吸器感染症 193,086 急性呼吸器感染症 19,384 急性呼吸器感染症 267,926 
6 貧血 147,310 貧血 13,530 貧血 183,649 
7 腸寄生虫症 129,901 腸寄生虫症 12,426 腸寄生虫症 147,660 
8 マラリア** 120,675 マラリア** 8,739 下腹痛 106,913 
9 水様性下痢 95,787 下腹痛 6,369 水様性下痢 85,469 

10 下腹痛 93,154 水様性下痢 5,685 腸チフス 49,908 
11 疥癬 49,072 マラリア（確定） 3,618 腸チフス（確定） 43,576 
12 腸チフス 37,212 腸チフス（確定） 3,583 マラリア** 41,072 
13 肺炎 29,902 熱発発疹 3,397 疥癬 37,628 
14 熱発発疹 28,545 糖尿病 3,395 熱発発疹 35,193 
15 糖尿病 28,324 梅毒 3,290 糖尿病 34,988 
16 腸チフス（確定） 24,068 結核の疑い 2,810 歯科口腔疾患 29,787 
17 マラリア（確定） 23,529 肺炎 2,645 肺炎 27,887 
18 その他結膜炎 21,605 腸チフス 2,614 尿道疾患 25,734 
19 歯科口腔疾患 20,766 歯科口腔疾患 1,858 その他結膜炎 23,704 
20 尿道疾患 16,894 結核 1,726 結核の疑い 23,689 

出典）DELR, MSPP 
*拡張期血圧 95mmHg、**クロロキン処方したマラリア 
注）2013 年のデータに関し DELR に確認したところシステム上そうなっており誤記載ではない。 

表 1-1-3 ニップ県主要疾病 

順位 
2012 2013 2014 

疾患名 患者数 疾患名 患者数 疾患名 患者数 

1 その他疾患 18,503 その他疾患 29,241 その他疾患 7,798 
2 高血圧* 11,772 高血圧* 18,461 高血圧* 5,385 
3 胃痛 9,216 胃痛 14,052 胃痛 4,102 
4 帯下 7,188 帯下 10,383 帯下 3,372 
5 貧血 4,983 急性呼吸器感染症 7,555 急性呼吸器感染症 2,560 
6 急性呼吸器感染症 4,784 貧血 7,308 貧血 2,072 
7 マラリア** 3,514 マラリア** 4,724 腸寄生虫症 1,081 
8 腸寄生虫症 2,951 腸寄生虫症 3,792 マラリア** 775 
9 水様性下痢 2,061 水様性下痢 2,022 水様性下痢 541 

10 疥癬 1,345 結核の疑い 1,636 結核の疑い 517 
11 結核の疑い 1,249 糖尿病 1,295 歯科口腔疾患 355 
12 糖尿病 845 梅毒 1,241 糖尿病 353 
13 下腹痛 841 肺炎 1.067 腸チフス（確定） 291 
14 肺炎 823 腸チフス 1,052 肺炎 279 
15 歯科口腔疾患 706 歯科口腔疾患 1,051 疥癬 275 
16 梅毒 683 疥癬 1,008 腸チフス（疑い） 250 
17 その他結膜炎 561 エイズ 726 梅毒 227 
18 腸チフス 543 下腹痛 714 尿道疾患 211 
19 エイズ 494 その他結膜炎 711 エイズ 202 
20 結核 483 結核 591 その他結膜炎 195 

出典）DELR, MSPP 
*拡張期血圧 95mmHg、**クロロキン処方したマラリア 
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表 1-1-4 ハイチ国主要死因 

順位 
2012 2013 2014 2015 

死因 数 死因 数 死因 数 死因 数 

1 貧血 205 エイズ 19 その他疾患 470 循環器疾患 335 
2 肺炎 134 敗血症 16 肺炎 123 感染症/寄生虫症 322 
3 腸寄生虫症 123 貧血 13 エイズ 119 周産期疾患 220 
4 エイズ 104 肺炎 10 貧血 115 栄養代謝疾患 157 
5 急性呼吸器感染症 102 糖尿病 6 糖尿病 79 原因不明 131 
6 マラリア** 95 腸寄生虫症 3 栄養不良 63 腫瘍 84 
7 敗血症 82 水様性下痢 2 水様性下痢 49 呼吸器疾患 77 
8 水様性下痢 77 マラリア（確定） 2 出血 39 神経系疾患 73 
9 糖尿病 69 歯科口腔疾患 2 敗血症 28 消化器系疾患 64 

10 栄養不良 67 腫瘍 2 腫瘍 26 免疫系疾患 52 
11 出血 53   髄膜炎 25 分類不能 45 
12 髄膜炎 21   腸寄生虫症 22 妊娠出産産褥期疾患 44 
13 結核の疑い 12   急性呼吸器感染症 18 その他外部要因 34 
14 梅毒 12   喘息 7 先天性奇形 32 
15 疥癬 11   結核の疑い 7 泌尿生殖器疾患 24 
16 喘息 11   熱性黄疸 6 交通事故 19 
17 破傷風 8   腸チフス（確定） 3 皮膚疾患 9 
18 マラリア（確定） 6   梅毒 3 精神/行動障害 5 
19 腫瘍 5   血性下痢 3 健康状態に関する要因 2 
20 犬猫咬傷 4   マラリア（入院） 3 眼/耳疾患 1 

出典）DELR, MSPP 
*拡張期血圧 95mmHg、**クロロキン処方したマラリア 

表 1-1-5 ニップ県主要死因 

順位 
2012 2013 2014 2015 

死因 数 死因 数 死因 数 死因 数 
1 腸寄生虫症 111 エイズ 19 その他疾患 10 循環器疾患 29 
2 急性呼吸器感染症 88 貧血 6 エイズ 8 感染症/寄生虫症 14 
3 マラリア（確定） 73 急性呼吸器感染症 4 急性呼吸器感染症 5 呼吸器疾患 5 
4 貧血 68 糖尿病 3 貧血 3 免疫系障害 4 
5 敗血症 32 水様性下痢 2 水様性下痢 3 栄養代謝疾患 4 
6 エイズ 16 肺炎 2 糖尿病 1 神経系疾患 3 
7 糖尿病 15 熱発発疹 2 腫瘍 1 周産期疾患 3 
8 結核の疑い 7 腫瘍 2 食中毒 1 消化器疾患 2 
9 マラリア** 5 敗血症 2   泌尿生殖器疾患 1 
10 その他疾患 4 マラリア（入院） 2   妊娠出産産褥期疾患 1 
11 犬猫咬傷 4 破傷風 2   原因不明 1 
12 マラリア（入院） 4 髄膜炎 2   その他外部要因 1 
13 熱発発疹 3 梅毒 1     
14 疥癬 2 疥癬 1     
15 歯科口腔疾患 1 出血 1     
16 出血 1 栄養不良 1     
17 髄膜炎 1       
18 破傷風 1       
19         
20         

出典）DELR, MSPP 
*拡張期血圧 95mmHg、**クロロキン処方したマラリア  
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表 1-1-6 県別救急件数内訳 

県名 件数 交通事故 労働災害 家庭内事故 その他 合計 

ニップ 12,552 19.96 5.55 11.37 63.12 100% 
アルティボニット 44,053 14.71 2.16 4.14 78.99 100% 
中央 68,693 10.14 1.81 3.70 84.35 100% 
グランダンス 10,038 17.81 10.27 8.90 63.02 100% 
北 35,151 14.87 3.06 5.79 76.27 100% 
北東 13,538 16.13 9.69 16.34 57.84 100% 
北西 13,881 11.38 8.31 21.03 59.28 100% 
西 59,861 11.47 3.11 6.20 79.22 100% 
南 18,706 22.24 4.91 7.58 65.27 100% 
南東 13,633 20.96 6.57 9.63 62.83 100% 

出典）Rapport Statistique 2014, MSPP 

ミラゴアンヌ病院の統計においても、ほとんどの疾患は感染症であるが、高血圧、糖尿病、

腫瘍等の非感染性疾患が主要疾病、主要死因の上位に上がってきている。また、エイズ、梅

毒、帯下等、性感染症の患者数が多い。救急件数に占める交通事故件数は年間約 1,000 件で全

体の 15～16%を占める。 

表 1-1-7 ミラゴアンヌ病院主要疾病（新規外来患者） 

 2012 2013 2014 2015 
疾患名 数 疾患名 数 疾患名 数 疾患名 数 

1 急性呼吸器感染症 709 その他疾患 803 その他疾患 727 その他疾患 1173 
2 帯下 652 急性呼吸器感染症 772 急性呼吸器感染症 506 急性呼吸器感染症 240 
3 胃痛 613 帯下 533 貧血 405 原因不明の発熱 157 
4 水様性下痢 462 胃痛 485 梅毒 325 梅毒 145 
5 貧血 332 梅毒 441 胃痛 312 水様性下痢 101 
6 高血圧* 319 水様性下痢 433 帯下 304 腸チフス 70 
7 梅毒 297 貧血 423 水様性下痢 262 エイズ 59 
8 結核の疑い 257 腸チフス（確定） 327 エイズ 217 高血圧* 57 
9 腸チフス（確定） 220 結核の疑い 268 腸チフス 210 腸寄生虫症 35 

10 その他の疾患 220 高血圧* 244 高血圧* 154 性感染症 18 
11 エイズ 200 エイズ 232 結核の疑い 134 糖尿病 18 
12 腸チフス 177 出血 228 出血 133 犬猫咬傷 18 
13 下腹部痛 171 腸チフス 184 腸寄生虫症 115 結核 9 
14 腸寄生虫症 170 腸寄生虫症 178 腸チフス 101 栄養不良 9 
15 出血 161 マラリア** 153 犬猫咬傷 99 マラリア（確定） 7 
16 マラリア（確定） 86 下腹部痛 137 新生児敗血症 86 腫瘍 2 
17 流産 75 新生児敗血症 81 肺炎 47 レプトスピラ症 1 
18 糖尿病 63 犬猫咬傷 70 マラリア** 36   
19 その他結膜炎 60 その他結膜炎 65 糖尿病 32   
20 肺炎 59 糖尿病 59 喘息 28   

出典）ミラゴアンヌ病院  
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表 1-1-8 ミラゴアンヌ病院主要死因 

 2012 2013 2014 2015 
死因 数 死因 数 死因 数 死因 数 

1 高血圧 18 高血圧 19 高血圧 18 高血圧 19 
2 新生児敗血症 14 新生児敗血症 12 新生児敗血症 12 糖尿病 3 
3 水様性下痢 7 その他疾患 7 急性呼吸器感染症 9 腫瘍 1 
4 貧血 6 貧血 5 貧血 6 結核 1 
5 糖尿病 5 呼吸器感染症 4 糖尿病 4   
6 その他疾患 4 糖尿病 3 肺炎 4   
7 髄膜炎 3 肺炎 3 エイズ 3   
8 流産 3 エイズ 3 その他疾患 3   
9 出血 2 マラリア 2 喘息 2   

10 エイズ 2 破傷風 2 水様性下痢 2   
11 敗血症 2 腫瘍 2 胃痛 2   
12 破傷風 2 心不全 2 マラリア 1   
13 胃痛 1 水様性下痢 1 食中毒 1   
14 熱性黄疸 1 出血 1 敗血症 1   
15 急性呼吸器感染症 1 髄膜炎」 1 結核 1   
16 肺炎 1 敗血症 1 腫瘍 1   
17 ヒト狂犬病 1 腸チフス 1 破傷風 1   
18 結核 1 子癇 1 腸チフス 1   
19 腫瘍 1 外傷 1     
20 腸チフス 1       
出典）ミラゴアンヌ病院 

表 1-1-9 ミラゴアンヌ病院救急件数内訳 

 交通事故 労災事故 家庭内事故 その他 合計 
2012 年 1,032（16.8%） 112（1.8%） 228（3.7%） 4,791（77.7%） 6,163（100%） 
2013 年 1,039（15.4%） 123（1.6%） 307（4.5%） 5,285（78.3%） 6,754（100%） 
2014 年 1,040（16.7%） 144（2.3%） 499（8.0%） 4544（73.0%） 6,227（100%） 
2015 年 538（13.5%） 34（0.8%） 124（3.1%） 3,295（82.6%） 3,991（100%） 

出典）ミラゴアンヌ病院 

(3) 保健医療サービス供給 

ハイチ国の保健医療サービス供給体制は、図 1-1-1 のとおり、一次から三次レベルに分けら

れる。一次レベルはさらに 3 つの段階に分けられている。本プロジェクトの対象であるミラ

ゴアンヌ病院はニップ県唯一の二次レベル県病院（以下、「HD」という。）である。 

 
出典）PDS（保健マスタープラン）2012-2022, MPSS 

図 1-1-1 ハイチ国保健医療サービス供給体制 

大学病院
（HU）

専門病院（HS）

県病院（HD）

リファラル地域病院（HCR）
有床/無床保健センター（CAL/CSL)

診療所（DISPENSAIRE）

三次レベル

二次レベル

一次レベル
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(4) 保健医療施設 

県別、保健医療施設の種類別の数を表 1-1-10 に示す。ニップ県の人口は最も少なく、それ

に比例して保健医療施設数も最も少ない。ハイチ国の全保健医療施設の運営機関の割合は、

公営 37%、民営 47%、公民混合 16%となっており民間に依存している割合が高い。ただし、

民営の多くは非営利運営である。HD はすべて公営である。 

表 1-1-10 県別・保健医療施設別の数 

県名 人口 合計 
三次医療施設 二次医療施設 一次保健医療施設 

HU HS HD HP HCR CAL CSL Disp. 
ニップ 297,488 32   1  2 7 2 20(3) 
ｱﾙﾃｨﾎﾞﾆｯﾄ 1,624,496 138   1 2 7 16(1) 19 93(14) 
中央 696,972 64 1  1  2 12 15(2) 34(16) 
ｸﾞﾗﾝﾀﾞﾝｽ 410,108 53   1  2 5 9 36 
北 1,002,959 61 1  1 2 9 11 44(1) 38(10) 
北東 339,986 42   1 1  8 8 24 
北西 675,722 93   1 2 2 11(1) 8(2) 69(5) 
西 4,345,448 383 5   48 17 53(1) 206(8) 54(1) 
南 712,908 77  1  5 4 14 15 38(4) 
南東 517,416 79   1 1 1 9 20(1) 47(3) 

出典）Liste des Institutions Sanitaires du pays 2015, MPSS, 人口は PSDH （ハイチ開発戦略計画）2030, MPCE（計画対外協力省） 
注）ニップ県の HCR の一つは、総合診断センター（CDI）にアップグレードしている、括弧内の数字は機能していない施設数、

南東県の Disp.数には Point Fixe を 15 箇所含む 

ハイチ統計情報局（以下、「IHSI」という。）による 2015 年のニップ県の予測人口数は、

342,525 人である。全国平均の人口 1 万人当たりのベッド数 6.86 をニップ県人口に当てはめ

ると、ニップ県全体で平均的に必要なベッド数は{（342,525 人÷10,000）×6.86}=235 床とな

り、この数値から現在のベッド数 162 床を引くと 73 床不足していることになる。 

表 1-1-11 県別ベッド数と人口 1万人当たりのベッド数 

県名 ベッド数 ベッド数/人口 1 万 
ニップ   162 4.80 
アルティボニット   723 4.25 
中央   617 8.40 
グランダンス   168 3.64 
北   716 6.81 
北東   126 3.25 
北西   446 6.21 
西 3,627 9.14 
南   579 7.59 
南東   211 3.39 
全国平均 6.86 

出典）Rapport Statistique 2014, MSPP （2015 年 5 月発行） 

ミラゴアンヌ病院及び 2016 年 5 月に竣工した南東県ジャクメル病院（我が国無償資金協力

及びカナダ赤十字（以下、「CRC」という。）による協力）の病床利用率を表 1-1-12 に示す。

ミラゴアンヌ病院は、2014 年から 2015 年にかけてベッド数の増加という要因があるものの

利用率は減少傾向にある。全体の 75％程度が産科病院として機能しており、他の診療科につ

いては過去に専門医がいた経緯はあるものの、現時点では常勤医は産科医と一般医しかおら

ず、患者のほとんどは妊産婦である。病院長の説明では「5 年前は、内科・外科、外傷等の専
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門医がいたが徐々に減っていき最終的にいなくなった。現在、専門医療サービスは外部支援

（ドナーによる医師派遣）に委ねている。」ということであり、専門治療が十分にできず入院

患者が減少していることも病床利用率減少の要因となっている。 

ジャクメル病院の旧病棟取り壊し前の診療科別ベッド数は、産科 15 床、小児科 23 床、内

科 22 床及び外科 20 床であり、利用率は 60～70％台を維持していた。ミラゴアンヌ病院では、

利用率の高かった産科、外科において 2015 年にベッド数を 2 倍に増加している。利用率が減

少傾向を示している中、今後のさらなる病床数の増加に関しては、MSPP による常勤専門医

の配置計画、他保健医療施設に流れていると思われる患者のミラゴアンヌ病院への動向等の

慎重な検討が必要である。 

表 1-1-12 ミラゴアンヌ病院及びジャクメル病院の病床利用率比較 

年 
ミラゴアンヌ病院 ジャクメル病院 

産科 小児科 内科 外科 全体 全体 

2012 年 63.6%（16） 46.6%（ 6） 37.4%（12） 66.2%（ 6） 53.9% （40） 70% （80） 
2013 年 36.3%（16） 56.3%（ 6） 36.3%（12） 63.0%（ 6） 43.3% （40） 60% （80） 
2014 年 33.3%（22） 39.9%（10） 23.9%（16） 36.7%（ 6） 32.6% （54） 75% （25） 
2015 年 15.5%（32） 6.3%（10） 12.4%（16） 3.3%（12） 11.4% （70） 75% （25） 

出典）ミラゴアンヌ病院及びジャクメル病院 
注）（ ）内はベッド数 

(5) 保健人材 

世界保健機関（以下、「WHO」という。）は人口 1 万人当たり 25 人の保健人材（医師/看護

師/助産師）を必要としているがニップ県は 4.9 人（医療職 0.7 人、看護職 4.2 人）と非常に少

ない。また、医療職を除く MSPP 職員の半数近くが契約職員であり、MSPP 予算の減少やド

ナー支援の終了等により業務の継続が左右される状況となっている。 

なお、ジャクメル病院は、2016 年 9 月に開院し、現地調査時点では未開院状況であったた

め比較はできないが、2011 年時点、ジャクメル病院の医師数は 15 人、看護師数（准看護師を

含む）は 60 人である。一方、現在のミラゴアンヌ病院の医師数は 9 人、看護師数（看護助産

師、准看護師含む）は 25 人である。ミラゴアンヌ病院の病床数増加に際し、医療サービスを

提供する保健人材の増員は不可欠である。 

表 1-1-13 県別 MSPP 職員数（括弧内は人口 1万人当たりの数） 

県名 医療職 看護職 保健技術職 各種補助職 事務職 未分類 合計 

ニップ 22(0.7) 124(4.2) 56 129 91 3 424 
アルティボニット 118(0.7) 629(3.9) 171 542 450 8 1,918 
中央 50(0.7) 122(1.8) 50 117 98 1 438 
グランダンス 42(1.0) 243(5.9) 81 187 174 2 729 
北 184(1.8) 633(6.3) 222 535 443 9 2,026 
北東 51(1.5) 220(6.4) 80 175 213 2 741 
北西 46(0.7) 178(2.6) 60 192 140 6 622 
西 433(1.0) 772(1.8) 405 950 1,064 8 3,632 
南 108(1.5) 407(5.7) 164 331 230 5 1,245 
南東 62(1.2) 159(3.1) 86 202 153 0 662 

出典）SIGRH, MSPP（http://www.mspp.gouv.ht/site/rh_mspp/login.php2016 年 7 月アクセス）  



1-8 

表 1-1-14 ニップ県雇用形態別 MSPP 職員数 

職種 正規職員（%） MSPP契約(%) ドナー契約（%） 合計（%） 

医療職 19（86） 1（5） 2（9） 22（100） 
看護職 63（52） 18（15） 41（33） 122（100） 
保健技術職 14（26） 23（43） 17（31） 54（100） 
各種補助職 84（57） 17（11） 47（32） 148（100） 
事務職 37（57） 5（8） 23（35） 65（100） 
未分類 1（33） 0（0） 2（67） 3（100） 

出典）SIGRH, MSPP（http://www.mspp.gouv.ht/site/rh_mspp/login.php2016 年 7 月アクセス） 

(6) 救急医療 

前出（2）疾病構造で言及したとおり、ハイチ国は近隣カリブ諸国の中でも交通事故死亡率

が高く、ハイチ国内では、南県、南東県に次いでニップ県の交通事故による救急件数の割合

が高い。ハイチ国における救急医療では、以下の要因により事故現場で症状を安定させてか

ら搬送するプレホスピタル（病院前救護）、病院の救急科における適切かつ迅速な治療が十分

にできていない。 

① 救急車台数の不足 

② 救急医療を担う人材不足（同乗する看護師等の保健人材、救急専門医－養成コースなし） 

③ 国立救急センター（CAN: Centre Ambulancier National、ポルトープランスに中央センター、

2 県に 1 つ地方センター配置）の不十分な体制 

④ 救急車を利用せず直接病院を受診するといった患者の不適切な受療行為による治療の遅

れ、又はトリアージ（重症度、緊急度に基づく負傷者の分類）の未実施 

⑤ 救急車輌、病院救急科の機材整備不足 

(7) ジェンダー 

ミラゴアンヌ病院の統計資料によれば、女性に多い疾患名として、妊娠・出産に起因する

ことが多い貧血、出血、身体構造上感染性しやすい性病とそれに付随する症状（エイズ、梅

毒、帯下）、非感染性疾患である糖尿病、高血圧があげられる。泌尿器外来を設置する場合に

は、男性患者もいるためプライバシーに十分配慮した診察室の設計が必要である。 

ハイチ国では 10 歳以上の男女は病室を分けることになっているため、視察した病院では、

内科、外科ともに「子ども」「女性」「男性」の 3 つに病室が分けられていた。さらなるプラ

イバシーに対する配慮として、カーテンを設置し、個別の空間をつくる、男性患者が病室か

らトイレに行く際、女性の病室の前を通らないような動線にする等の配慮が必要である。 

1-1-2 開発計画 

本プロジェクトに関連するハイチ国の国家開発計画、保健分野の国家政策ならびに国際的開

発目標と内容は以下のとおりである。 

(1) 国家開発計画 

ハイチ国の国家開発計画に位置付けられるのは「ハイチ開発戦略計画（以下、「PSDH」と

いう。）2030」であり、「貧困削減戦略ペーパー（以下、「DSNCRP」という。）2007-2015」と
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同じ方向性を有する国家復興開発行動計画（以下、「PARDH」という。）を基に作成されたも

のである。国家開発計画のビジョンは、2010 年 1 月 12 日の大惨事を機にハイチ国家を再建

し 2030 年に新興国になることである。PSDH 2030 は国土・経済・社会・制度再建の 4 つの柱

から成る。保健に関するプログラムは「社会再建」の 9 つのプログラム 3.1～3.9 のうち 3.3

「保健サービスへのアクセス増加」である。本プロジェクトは、同プログラムのサブプログ

ラム 3.3.2「地域開発拠点のリファラル病院設置」に明記されている。 

 
3.3.1 3 つの大規模な地域開発拠点にある大学病院

のネットワークの確立 
 継続プロジェクト 

 ゴナイブ病院建設 
 ミルバレ大学病院の建設と機材 

 ジャクメル病院の建設と設置 

実施プロジェクト 
 地理空間データベース情報の統合と官民リファラ

ル病院のインベントリ 

 救急サービスに関連したリファラル病院の技術規
準の実施 

 リファラル病院の全国ネットワークの実施 
 既存病院の詳細評価 
 ポルトドペリファラル病院の建設 
 将来のカパイシャン大学病院統合にむけたリファ

ラル病院の建設 
 オアナミンテ病院のリファラル病院アップグレー

ド 
 アンシェリファラル病院の建設 
 サンマルク聖ニコラス病院のリファラル病院アッ

プグレード 
 ポルトープランス首都圏の必要なリファラル病院

を特定しアップグレード 
 プチゴアーブ病院のリファラル病院アップグレー

ド 
 エレミヤ病院の建設 
 ミラゴアンヌ病院の改築とリハビリテーション 

 将来のレカイ地域の大学病院統合にむけたリファ
ラル病院の建設 

3.3.2 地域開発拠点のリファラル病院設置  

3.3.3 地方開発拠点のリファラル地域病院の設置  

3.3.4 自治体（コミューン）の有床保健センタ 
ーの設置 

 

3.3.5 地区へ無床保健センターの設置  

3.3.6 風土病流行対策  

3.3.7 学校保健プログラムの実施  

3.3.8 困窮者の特定と支援  

3.3.9 健康と人口に関する政策強化  

出典）PSDH 2030, MPCE（計画対外協力省） 
 

 

  

  

  

図 1-1-2 プログラム 3.3保健サービスへのアクセス増加 

(2) 上位計画 

保健セクターの上位計画は「国家保健政策（以下、「PNS」という。）2012」で、この政策の

方向付けとして策定されたのが「保健マスタープラン（以下、「PDS」という。）2012-2022」

であり、概要を表 1-1-15 に示す。同計画では、「保健のための利用可能な資源とヘルスケアサ

ービス管理の強化」に「保健インフラの強化と実施」があげられている。各県に 1 ヵ所リフ

ァラル病院（以下、「HR」という。）を設置することとなっており既に 10 県都、4 市に合計 14

の HR が設置済みである。これらの開発計画及び保健計画に変更がないことを確認した。 
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表 1-1-15 保健マスタープラン（PDS）2012-2022概要 

ミッション 保健の分野横断的な問題、ハイチ国の人々とすべての開発部門の性質を考慮し、PDS2012-
2022 という新しい保健政策を実施する 

ビジョン 今後 25 年間で、保健システムと社会経済開発のダイナミックな連携により、ハイチ国を

発展させ、罹患率及び死亡率を有意に減少させる。疫学的及び人口統計学的プロファイル

における変化を考慮し、ハイチ国の人々が必須サービスパッケージで定義されている質

の高いケアに公平にアクセスできるようにする 
方針  交差性（インターセクショナリティ） 

 地方分権 
 官民/市民社会/地方自治体パートナーシップ 
 全国プログラミングの統合、研究を含む計画、モニタリング、評価の連続サイクル 

一般目標 十分で効率的、普遍的でアクセスしやすい保健システム、同定された主要な健康問題によ

る罹患率、死亡率の減少 
 

具体的目標  現代医学、伝統医学の連携を促進しつつ、国民の基本的健康ニーズを満たし国全体の

健康保険を確保する保健システムの確立 
 国民の健康状態、保健規則の適用、保健教育機関や研修の認定におけるモニタリング

や品質保証のための MSPP のリーダーシップの確立 
 国庫から保健に割り当てられる予算を増加させ保健システムに対する十分な財源を

確保 
 パフォーマンスと説明責任に基づくパートナーシップの一環として、国家の優先事項

とドナーの調整を達成させることによる資源の合理的な使用 
 自然災害その他に対応できるようすべてのレベルにおいて緊急体制を確立 
 国内及び国際的なコミットメントから生じる目標と達成の保障 

内容 1. 組織強化と保健システム運用 
 リーダーシップとガバナンスの強化 
 保健情報システムの統一と強化 
 保健のための利用可能な資源とヘルスケアサービス管理の強化 

  ・各地区に地域保健センターを設置 
  ・各自治体に保健センターを設置 
  ・各地方にリファラル地域病院を設置 
  ・各県にリファラル県病院を設置 
  ・各券に輸血センターを設置 
  ・リファラルケアを提供する国立大規模複合病院 
  ・リファラルケアを提供する国立専門病院 

2. ヘルスケアとサービス提供 
 女性と母親の健康 
 子どもの健康 
 思春期と若年成人の健康 
 感染症対策 
 非感染症対策 
 暴力と事故対策 
 栄養 
 健康増進 
 リスク管理と災害 
 公共の衛生、市民の健康保護、環境保護 
3. 保健マスタープランのモニタリング評価実施 
 保健マスタープランの実施 
 保健マスタープランのモニタリング評価 

出典）PDS 2012-2022, MPSS 

(3) 持続可能な開発目標（SDGs）  

ハイチ国は MDGsの達成において、表 1-1-16 に示すように、1990 年以降、乳児死亡率（MDG4）

を世界平均よりも速いペースで低下させ 44%削減という著しい進歩を遂げた。また、麻疹の

予防接種を受けた 1 歳児の割合（MDG4）を 1987 年の 25.8%から 2013 年には 3 倍以上の 85%
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に増加させた。さらに、最低 1 回の産前健診を受けた女性の数（MDG5）を 1990 年の 68%か

ら 2010 年の 90%に増加させ妊産婦死亡率の低減に貢献してきた。15～24 歳の HIV 感染率

（MDG6）は 0.9%で安定している。このようにハイチ国は MDGs の達成において多大な努力

を重ねてきたが、農村部における 75%の分娩は、未だ医師・助産婦の立ち会いが行われてお

らず課題が残っている。MDGs の達成期限である 2015 年以降の開発課題として、2015 年 9 月

に「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が国連加盟国によって採択された。その中に

SDGs があり、SDGs は MDGs の 8 つの貧困対策目標を土台としている。SDGs は MDGs で積

み残された目標を達成することを目指している。全 17 の目標のうち、本プロジェクトに関連

するのは目標 3「あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する」で

あり（表 1-1-17）、本目標達成に沿った計画を策定する。母子保健指標のさらなる改善（目標

3.1～3）に加え、地域中核病院の設計において目標 3.4「非感染性疾患による若年死亡率を予

防や治療を通じて 3 分の 1 減少させる」、目標 3.6「道路交通事故による死傷者を半減させる」

が重要である。 

表 1-1-16 ミレニアム開発目標（MDGs）の達成度 
単位：%:パーセント（百分率）、‰:パーミル（千分率） 

ゴール 目標とターゲット 指標 基準値 達成値 目標値  
ゴール 4： 
乳幼児死
亡率の削
減 

ターゲット 4.A: 
2015 年までに 5 歳未
満児の死亡率を 1990
年の水準の 3 分の 1
に削減する。 

4.1 5 歳未満児の死亡率  156.1‰(1990) 88‰(2012) 50.4‰ EMMUS 
4.2 乳幼児死亡率 109.1‰(1990) 59‰(2012) 36.4‰ EMMUS 
4.3 はしかの予防接種を受けた 1

歳児の割合 
25.8%(1987) 85%(2013) 100%  EMMUS, 

MSPS 

ゴール 5： 
妊産婦の
健康の改
善 

ターゲット 5.A: 
2015 年までに妊産婦
の死亡率を 1990 年の
水準の 4 分の 1 に削
減する。 

5.1 妊産婦死亡率（/100,000 出生） 457(1990) 157(2013)  MSPP 
5.2 医師・助産婦の立ち会いによる

出産の割合 
24.2% 37.3%(2012) 100% EMMUS 

ターゲット 5.B: 
2015 年までにリプロ
ダクティブ・ヘルスへ
の普遍的アクセスを
実現する。 

5.3 避妊具普及率    EMMUS 
  コンドーム 3% 5%(2012)  
  近代的避妊法 22% 31%(2012)  
  任意の避妊法 20%(2000) 35%(2012)  
5.4 青年期女子による出産率  86‰(2000) 66‰(2012)  EMMUS 
5.5 産前ケアの機会    EMMUS 

最低 1 回受診 68%(1990) 90%(2012) 100% 
最低 4 回受診 44%(2000) 67%(2012) 100% 

5.6 家族計画の必要性が満たされ
ていない割合 

40% 35%(2012) 0% EMMUS 

ゴール 6： 
HIV/エイ
ズ、マラ
リア、そ
の他の疾
病の蔓延
の防止 

ターゲット 6.A: 
HIV/エイズの蔓延を
2015 年までに食い止
め、その後減少させ
る。 

6.1 15～24 歳の HIV 感染率 1%(2005) 0.9%(2012)  EMMUS 
6.2 最後のハイリスクな性交渉に

おけるコンドーム使用率  
 

32%(2006) 
F55%(2012) 

M66.3%(2012) 
 

100% 
EMMUS 

6.3 HIV／エイズに関する包括的か
つ正確な情報を有する 15～24
歳の割合  

76.7%(2006) 35%(2012) 100% EMMUS 

6.4 10～14 歳の、エイズ孤児ではな
い子どもの就学率に対するエ
イズ孤児の就学率 

 91.8%(2012) 100% EMMUS 

ターゲット 6.B: 
2010 年までに HIV／
エイズの治療への普
遍的アクセスを実現
する。 

6.5 治療を必要とする HIV 感染者
のうち、抗レトロウィルス薬へ
のアクセスを有する者の割合 

49%(2006) 67.7%(2013) 100% EMMUS 

ターゲット 6.C: 
マラリア及びその他
の主要な疾病の発生
を 2015 年までに食い
止め、その後発生率
を減少させる。 

6.6 マラリア有病率及びマラリア
による死亡率（/100,000 人）  

 5.7(2010)  WHO 

6.7 殺虫剤処理済みの蚊帳を使用
する 5 歳未満児の割合  

 23%(2012)  EMMUS 

6.8 適切な抗マラリア薬により治
療を受ける 5 歳未満児の割合  

5%(2006) 2.5%  EMMUS 

6.9 結核の有病率及び結核による
死亡率 （/100,000 人） 

247(1990) 
378(1990) 

213(2012) 
296(2012) 

 WHO 

6.10 DOTS（短期科学療法を用いた
直接監視下治療）の下で発見さ
れ、治療された結核患者の割合 

55%(2006) 80%(2009)  MSPP-
PNLT 

出典）The MDG report 2014, UNDP（国連開発計画） 
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表 1-1-17 持続可能な開発目標（SDGs）3 

3.1 2030年までに、世界の妊産婦の死亡率を出生10万人当たり70人未満に削減する。 
3.2 すべての国が新生児死亡率を少なくとも出生1,000件中12件以下まで減らし、5歳以下死亡率を少な

くとも出生1,000件中25件以下まで減らすことを目指し、2030年までに、新生児及び5歳未満児の予

防可能な死亡を根絶する。 
3.3 2030年までに、エイズ、結核、マラリア及び顧みられない熱帯病といった伝染病を根絶するととも

に肝炎、水系感染症及びその他の感染症に対処する。 
3.4 2030 年までに、非感染性疾患による若年死亡率を、予防や治療を通じて 3 分の 1 減少させ、精神保

健及び福祉を促進する。 
3.5 薬物乱用やアルコールの有害な摂取を含む、物質乱用の防止・治療を強化する。 
3.6 2020年までに、世界の道路交通事故による死傷者を半減させる。 
3.7 2030年までに、家族計画、情報・教育及び性と生殖に関する健康の国家戦略・計画への組み入れを

含む、性と生殖に関する保健サービスをすべての人々が利用できるようにする。 
3.8 すべての人々に対する財政リスクからの保護、質の高い基礎的な保健サービスへのアクセス及び安

全で効果的かつ質が高く安価な必須医薬品とワクチンへのアクセスを含む、ユニバーサル・ヘル

ス・カバレッジ（UHC）を達成する。 
3.9 2030年までに、有害化学物質、ならびに大気、水質及び土壌の汚染による死亡及び疾病の件数を大

幅に減少させる。 
出典）外務省ウェブサイト 

1-1-3 社会経済状況 

ハイチ国は 2010 年の大規模地震により GDP の約 120％に相当する約 78 億ドルの損失を被り、

GDP 成長率は前年の 3%からマイナス 5.5%に落ち込んだ。2011 年以降の実質経済成長率は、不安

定な政局や農業に悪影響を及ぼす天候等の影響を受けながらも、サービス業、建設業、軽工業が

牽引し、概ね堅調を維持し、マクロ経済の安定を保ち、インフレ率も抑制してきた。2015 年の成

長率に鈍化は見られたが、国際通貨基金（以下、「IMF」という。）は今後年 3～4％の成長率を見

込んでいる。国家開発、経済発展において国民の健康状態の維持及び公平な保健サービスの提供

が必要である。 

表 1-1-18 主要マクロ経済指標の推移 

経済指標 2011 2012 2013 2014 2015 
GDP 成長率（%） 5.5 2.9 4.3 2.8 1.7 
GDP 総額（億ドル） 7.516 7.890 8.451 8.711 8.618 
一人当たりの GDP（ドル） 740.848 766.807 810.192 823.923 804.564 
消費者物価上昇率（%）期末 10.381 6.536 4.539 5.344 11.277 
失業率（%） 6.8 7.0 6.8 6.8 n.a. 
般政府の純借入/貸付（GDP 比） -2.513 -4.757 -7.147 -6.413 -2.592 

出典）GDP 成長率は http://www.tradingeconomics.com/haiti/gdp-growth-annual, 失業率は World Bank（世界銀行）, その他は World 
Economic Outlook Database April 2016, IMF 

  

http://www.tradingeconomics.com/haiti/gdp-growth-annual
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1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

ハイチ国は、国連開発計画（以下、「UNDP」という。）の人間開発指数で 187 ヵ国中 168 位

（2014 年）である。ハイチ国における妊産婦死亡率が 380（10 万出生対、2013 年）、5 歳未満時

死亡率が 88（1,000 出生対、2012 年）、乳児死亡率が 59（1,000 出生対、2012 年）となっており、

中南米諸国の中で保健指標の低さが際立っている（WHO、2014 年）。PNS 2012 に基づく PDS 

2012-2022 では、保健サービスの拡充を実現するために医療施設等の保健関連施設の整備とリフ

ァラルシステムの強化の重要性が挙げられるものの、整備を必要とする医療施設の 80％以上が

地方にあり、地方病院の整備と医療サービスの向上が喫緊の課題となっている。 

本調査対象地域となるニップ県は、西に接するグランダンス県から 2003 年に分割された新し

い行政組織であり、地方の医療施設整備とリファラルシステムの状況が他県に比較して整備さ

れておらず、また他ドナーによる支援が少ない。ミラゴアンヌ病院（1980 年に入院施設 40 床を

有する保健センターとして設立され、2003 年に HD に格上げ）はニップ県の人口約 343 千人

（IHSI、2015 年推計）に対する唯一の二次医療施設であるものの、MSPP が定めている HD と

しての要件を満たしていない（ベッド数 150 床以上が要件だが、現状 70 床であり、敷地面積が

限られているため、同敷地内での拡張は不可能である）。更に急増している交通事故被害の患者

を受け入れるため、病床数の増加のみならず、救急科及び整形外科の強化が急務となっている。

現状では、同病院での受入が不可能な重症患者は約 90km 離れた首都まで搬送せざるを得ない

ため、同県にて保健医療サービスが提供できるよう、医療施設の整備が急務となっている。本

プロジェクトは、現存のミラゴアンヌ病院を活用しつつ、新規敷地において救急科（新設）及

び外科（機能移転・強化）を中心とした機能強化のための新規病院を建設し、2 病院総合で二次

医療施設として必要な保健医療サービスの提供が可能な基盤を整備することを目的として本プ

ロジェクトの協力要請がなされた。 

計画コンポーネントについて、ハイチ国は、2014 年 7 月 10 日付の要請書にて下記の部門及

び機材を要請した。 

(1) 要請部門 

ミラゴアンヌ病院の内科、外科、救急科、産婦人科、外来、事務、書庫、整形外科等の整備。 

(2) 要請機材 

上記の要請部門の整備に必要な機材（入院用ベッド、手術台、手術用モニター、心電図、レ

ントゲン等）。 
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1-3 我が国の援助動向 

我が国の援助動向は、表 1-3-1 のとおりである。また、草の根無償資金協力による保健医療分

野の援助動向は、表 1-3-2 のとおりである。 

表 1-3-1 我が国のハイチ国における技術協力・無償資金協力の実績（復興・保健医療分野） 

協力内容 実施 
年度 案件名 金額 

（億円） 概要 

個別専門家 
2014 
～16 MSPP 技術アドバイザー ― 

MSPP の計画策定、実施、調整能力が強化され

ることを通して、保健医療セクターにおける事業

が効果的且つ効率的に実施されるよう助言、支

援を実施。 

無償資金協力 

2013 レオガン市復興のための給水シ

ステム復旧整備計画 6.69 レオガン市における水源、水路管網を含む水道

施設の復旧整備 

2013 南東県ジャクメル病院整備計画 20.27 
南東県で唯一の二次医療施設（県レベルの総合

病院）の中核となる周産期・中央診療棟の建設と

それに付随する医療機材等の整備 

2010 レオガン市復興のための市街地

道路整備計画 10.48 レオガン市街地の道路の舗装・側溝の整備、排

水路の改修を実施 

開発計画調査型 
技術協力 

2010 ハイチ復興支援緊急プロジェクト

（ファスト・トラック適用案件） 2.90 

①国土開発基本計画の策定支援 
②レオガン災害復興計画の策定 
③リハビリ事業の計画  
④緊急リハビリ事業の実施 

緊急無償資金協力 2009 ハイチ国における地震災害に対

する緊急無償資金協力 25.75 緊急援助物資の供与、国際緊急援助隊による医

療活動、IOM 等国際機関を通じた各種支援 

復興ニーズ調査 2009 ハイチ大地震復興ニーズ調査 0.30 国際機関・ドナー等と合同で復興ニーズ調査

（PDNA）を実施 
出典）在ハイチ日本国大使館ウェブサイト「http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/files/000072570.pdf」（2016 年 8 月閲覧） 
 

表 1-3-2 保健医療分野の過去の草の根無償資金協力 
協力 
分野 

実施 
年度 案件名 金額 

(米ドル) 概要 

保健

医療 
2015 

ミラゴアンヌ市

サント・テレー

ズ病院機材整

備計画 
（現ミラゴアンヌ

病院） 

121,785 

1980 年に同地域住民約 4,000 人のための保健センターとして開設され

た同病院は、2003 年のグランダンス県との分離の後、県病院として発

展、現在では県の中核病院として機能している。しかし、創立から 2012
年まで、一度の改修工事も行われてこなかったため、県病院として期待

された機能に対して設備が追いつかない状況であった。 
そのため、2012 年より MSPP は同病院の設備を充実させる方針を固

め、フランス開発庁の支援を得て拡張工事を実施したが、機材は依然

として不足していたことから、同病院に新たに建設された手術室 2 室及

び術後入院病棟で使用される機材の購入を支援した。 
出典） 在ハイチ日本国大使館 HP「http://www.ht.emb-japan.go.jp/j/relations_bilaterales/2013/13-9%20HSTM/13-9%20HSTM.html」

（2016 年 8 月閲覧） 

  

http://www.ht.emb-japan.go.jp/j/relations_bilaterales/2013/13-9%20HSTM/13-9%20HSTM.html
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1-4 他ドナーの援助動向 

保健医療分野における主な国際機関、二国間ドナーの援助実績を表 1-4-1 に示す。調査時点に

おいて、フランス開発庁（以下、「AFD」という。）による既存ミラゴアンヌ病院の増改築事業

が確認されたが、本プロジェクトは内科、外科（整形外科を含む）及び救急部門の医療サービ

スの拡充を計画するため、重複はない。 

MSPP 保健サービス組織局（以下、「DOSS」という。）の 32 名の技術者に対し、BRIGADA 

MEDICA CUBANA （キューバ政府）が 3 年間（2009～2013 年、うち 1 年は空白期間がある）

の研修を実施した。内容は医用物理、数学、コンピューター等の理論と小 ME 機器から X 線装

置までの医療機材保守の実践的な研修である。帰国後、生物医学技術者となった 32 名は全国に

分散配置され、ミラゴアンヌ病院にも 2 名配置された。しかし、これら 2 名の離職に伴い、現

在ニップ県には医療機器保守要員がいない状況である。 

その他、ミラゴアンヌ病院に対する支援として、世界の医療団（以下、「MDM」という。）に

よる職員雇用（2016 年 10 月末まで看護師 5 人、産科医 1 人、麻酔医 2 人、雑用 1 人、臨床検

査技師 2 人）、米国大統領エイズ救済緊急計画（以下、「PEPFAR」という。）による職員雇用（臨

床検査技師 2 人）、HIV 治療薬供与ならびにコミュニティ活動人件費支援（2016 年 9 月まで）

がある。ただし、HIV 治療薬については支援が継続される予定である。その他、2016 年 9 月ま

で USAID/Pathfinder による SSQH（質の高い医療サービス）プロジェクトが実施されている。 

表 1-4-1 保健医療分野における二国間ドナー・国際機関の援助実績 

組織名 案件名 期間 金額 内容 
国連人口基金 
UNFPA 

国別 4 ヵ年計画 2013-2016 28 百万 
（USD） 

-産婦新生児保健（10.5 百万）：保健センター
に対する基礎的緊急産科新生児ケアの研修
と機材支援 

-家族計画（9.0 百万）：家族計画機材支援、
コミュニティ介入 

-データ分析（4.0 百万）：統計システムに対
する技術支援 

-ジェンダー平等と性と生殖に関する権利
（2.0 百万）：性差に基づく暴力プログラム
の実施 

-プログラム調整支援（0.5 百万） 
国連児童基金 
UNICEF 

国別 5 ヵ年計画 2012-2016 74 百万 
（USD） 

-若い子どもの生存と発達：コミュニティ、保
健施設における女性と子どもの栄養介入、統
合ヘルスケア、安全な水とトイレのアクセス 

-学習と保護された環境：子どもの早期ケア、
質の高い基礎教育環境の提供 

-子どもの権利のための組織強化と政策実施：
ベースライン調査 

ワクチンと予防接 
種のための世界同
盟 
GAVI 

― 2001-2016 16.7 百万 
（USD） 

保健システム強化（2.1 百万）、予防接種サー
ビス/安全な注射支援（1.6 百万）、不活化ポリ
オ、5 種混合、肺炎球菌、ロタウイルスワクチ
ンの供与（13 百万）等。 

世界基金 
GFATM 

HIV治療の迅速
な拡大 

2006-2015 2.1 億 
（USD） 

研修及び技術アシスタント対策、医療技術者
に対する卒後研修、検査の質の保証と管理、
HIV 陽性者の社会サービスの規準の普及等。 

結核直接監視
下短期化学療
法（DOTS）実施
戦略の改善と
強化 

2006-2015 0.4 億 
（USD） 

DOTS 戦略の改善と普及、検査技術の改善、
研修、抗結核薬の継続的な入手と栄養支援、
モニタリング評価、国家結核対策プログラム
の管理能力強化、プログラム管理とスーパー
ビジョン、人材開発、結核患者の HIV 検査実
施等。 
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組織名 案件名 期間 金額 内容 
マラリア撲滅
に向けて 

2006-2015 0.5 億 
（USD） 

世帯レベルにおける殺虫剤処理済蚊帳の使
用、妊婦のマラリア予防、早期診断と治療、
薬剤耐性モニタリング等。 

世界銀行 
WB 

社会サービス
統合による母
子保健の改善 

2013-2018 90 百万 
（USD） 

1.8 百万人の妊婦、5 歳未満児、貧困世帯が母
子保健、栄養、その他の社会サービスにアク
セスし使用できるようにする。 

フランス開発庁 
AFD 

ムスコカ母親
の健康プロジ
ェクト 

2015～ n.a. グランダンス、南、北西県において保健サー
ビスへのアクセス、サービスの質及び利用を
増加させ母子保健の向上に貢献する。 

ハイチ国立大
学病 (HUEH)院
再建 

2010～ 85 百万 
（USD） 
うち 35
百万はハ
イチ国政
府負担 

ハイチ国の人々に健康を改善するため、地震
により被害を受けた HUEH の機能、サービス
を復元する。能力強化の他、HUEH 再建のた
めの資金調達を支援する。USAID/AFD による
協調案件で、①大規模な被害を受けた施設の
解体、②諸規模な被害を受けた施設の改修、
③主な病棟の新設、の 3 ステージから成る。 

ミラゴアンヌ
市サント・テレ
ーズ病院機材
整備計画 
（現ミラゴア
ンヌ病院） 

2015～ 1.5 百万 
（USD） 

1980 年に同地域住民約 4,000 人のための保健
センターとして開設された同病院に対し、産
科・小児科病棟の増改築を中心とした支援が
行われた。 

カナダ国際開発庁 
CIDA 

アルティボニ
ット県ゴナイ
ブ病院建設Ⅲ 

2011-2014 30 百万 
（CAD） 

200 床の新病院建設、プロジェクトⅠの設計、
建築、スーパービジョン、サブプロジェクト
Ⅱの母子/新生児保健を含む。 

ゴナイブ病院
管理支援 

2015-2017 3.8 百万 
（CAD） 

ゴナイブ病院の管理と医療行為の強化。 

緊急保健介入 -
PAHO 

2015-2016 400 千 
（CAD） 

効率的、効果的なコレラの予防、治療の支援。 

栄養保健介入 -
世界の医療団
カナダ 

2015-2016 650 千 
（CAD） 

北西県における重症急性栄養不良と水系感染
症の治療の提供。 

食糧の安全と
公衆衛生の増
進 

2013-2018 5 百万 
（CAD） 

アルティボニット県サンマルクにおいて
8,000 人の住民に対し、十分かつ安全な栄養の
アクセスの増加と健康の改善を図る。 

少女と女性の
保健サービス 

2012-2017 5 百万 
（CAD） 

国立助産師学校とマタニティクリニックの再
建支援。 

米国国際開発庁 
USAID 

― 2011-2016 1 億 
（USD） 

保健施設における基礎的保健サービスの提
供、麻疹/風疹/ポリオ予防接種キャンペーン、
HUEH 再建とその他保健施設の再建、コレラ
予防と治療支援、マラリア/フィラリア症の撲
滅、PEPFAR を通じた HIV 検査と救命治療等。 

カリブ石油機構 病院改修とリ
ハビリテーシ
ョン 

2015-2016 1,000 
百万 

（HTG） 

大学病院。ジャクメル病院等 
※ミラゴアンヌ病院は含まれていない。 

世界の医療団 
MDM 

― 2011～ 9.6 百万 
（USD） 

5 歳未満の幼児と妊産婦に対する医療サービ
スを活動の中心に据えた①プライマリーヘル
スケア（基礎医療サービス）、②性感染症予
防と妊産婦医療、③暴力の犠牲になる女性の
救済と社会心理学的サポート。 

聖ボニフェスハイ
チ基金 
SBHF 

聖ボニフェス
病院建設及び
運営 

1992～ 
2008～ 

― 南県フォンデブランにおいて地域病院の建設
及び運営。1992 年 20 床病院として開院、2008
年に増改築を実施、2016 年に 100 床病院とな
る。ニップ県、南県、南東県の患者に対し医
療サービスを提供。 

出典）各組織ウェブサイト及び MPCE（計画対外協力省） 
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

責任機関は DOSS、実施機関は MSPP／ニップ県保健局（以下、「DSNi」という。）である。 

(1) 責任機関 

責任機関である MSPP の組織図を図 2-1-1 に示す。 

 
出典）MSPP ウェブサイト 

図 2-1-1 MSPP組織図 
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(2) 実施機関 

実施機関である DSNi の組織図を図 2-1-2 に示す。 

 
出典）DSNi 

図 2-1-2 DSNi組織図 

(3) ミラゴアンヌ病院人員 

ミラゴアンヌ病院の職員数を表 2-1-1 に示す。職員数は 118 名、MSPP 正規職員（公務員）は

全体の 74%、残り 26%は非正規職員（契約職員）である。 

表 2-1-1 ミラゴアンヌ病院職員一覧 

職種 MSPP 職員 MSPP 契約 ドナー契約 その他契約 合計 

医療/看護/保健技術職 

病院長 1 0 0 0 1 
保健行政官 2 0 1 0 3 
歯科医 2 0 0 0 2 
内科医 6 0 0 0 6 
外科医 1 0 0 0 1 
産婦人科医 2 0 0 0 2 
小児科医 0 0 0 0 0 
眼科医 1（週 1 日） 0 0 0 1 
看護師 10 0 7 0 17 
看護助産師 3 0 0 0 3 
准看護師 12 0 3 0 15 
看護助手 1 0 0 0 1 
薬剤師 2 0 3 0 5 
保健技術者 2 2 0 0 4 
医療技術者 3 0 2 0 5 
地域推進係 1 0 1 0 2 
小 計 49 2 17 0 68 
事務職 

事務官 1 0 3 0 4 
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職種 MSPP 職員 MSPP 契約 ドナー契約 その他契約 合計 

行政官 0 0 0 0 0 
人事管理責任者 1 0 0 0 1 
秘書 1 0 0 0 1 
情報処理技術者 0 0 1 0 1 
准統計官 1 0 0 0 1 
会計係 1 0 1 0 2 
文書係 3 0 2 1 6 
メッセンジャー 1 0 0 0 1 
小 計 9 0 7 1 17 
各種補助職 

維持管理責任者 1 0 0 0 1 
維持管理係 11 0 0 0 11 
物流責任者 1 0 0 0 1 
物流係 1 0 1 0 2 
食糧管理者 1 0 0 0 1 
調理人 3 2 1 0 6 
運転手 2 0 0 0 2 
整備士 1 0 0 0 1 
警備員 6 0 0 0 6 
洗濯係 2 0 0 0 2 
小 計 29 2 2 0 33 
合 計 87（74%） 4（3%） 26（22%） 1（1%） 118（100%） 

出典）ミラゴアンヌ病院 

2-1-2 財政・予算 

(1) 国家予算、MSPP 予算 

ハイチ国の国家予算は 2013/14 年まで半分以上を外部調達資金に頼っていたが 2014/15 年に

逆転し国内調達資金の割合が増加してきている。その一方、MSPP に配分される国家予算（経常

+投資）の割合は、2013/14 年に前年の 9%台から 5%台に落ち込み、その後横ばい状態である。

また、MSPP の経常予算は毎年増加しているものの、増加率にばらつきがあり、人件費が支出の

約 90%を占めている。ハイチ国では職種ごとの標準報酬月額は定められているものの予算不足

のため、例えば卒業したばかりの医師と経験 10 年の医師の給与は同額となっている。このよう

に低い給与にも関わらず 8 ヵ月間給与は支払われなかったため、本調査時には多くの病院でス

トライキが実施されていた。投資予算は、保健医療施設の建設に充てられている。MSPP から各

県支局へ予算は配分されるものの病院への配分はない。ミラゴアンヌ病院の運営に際し、関係

する予算は MSPP から直接支払われる正規職員の給与（人件費）のみであり、その他は病院の

収入で運営を行う独立採算制である。 

表 2-1-2 国家予算内訳 

単位: 百万 HTG 
 2011/12 2012/13 2013/14 2014/15 2015/16 
国家予算総額（A） 121,001 131,544 118,681 122,650 122,680 
国内調達資金（B） 45,600 52,002 50,900 62,130 77,207 
B/A 割合（%） 37.7 39.5 42.9 50.6 62.9 

出典）経済財務省 
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表 2-1-3 国家予算に占める MSPP予算（経常/投資）割合の推移 

単位: 百万 HTG 
 2011/12 2012/13 2013/14 2014/15 2015/16 
国家予算（A） 121,001 131,544 126,412 109,737 122,680 
保健人口省予算数（B） 8,648 11,913 6,950 5,518 6,623 
B/A 割合（%） 7.1 9.1 5.5 5.0 5.4 

出典）MSPP 

表 2-1-4 MSPP予算（経常予算）支出内訳 

単位: 千 HTG 

出典）MSPP 

表 2-1-5 各県保健局への予算配分額 

単位: HTG 
県名 2011/12 2012/13 2013/14 2014/15 2015/16 

ニップ   3,486,412 3,486,412 3,486,412 
アルティボニット 

データなし データなし 

3,800,000 3,800,000 3,800,000 
中央 3,800,000 3,800,000 3,800,000 
グランダンス 3,800,000 3,800,000 3,800,000 
北 3,600,005 3,600,005 3,600,005 
北東 3,800,000 3,800,000 3,800,000 
北西 3,800,000 3,800,000 3,800,000 
西    
南 3,800,000 3,800,000 3,800,000 
南東 3,800,000 3,800,000 3,800,000 

合 計   33,686,419 33,686,419 33,686,419 
出典）MSPP 

表 2-1-6 職種別給与月額 

単位: HTG 
職 種 給与月額 

病院長 46,000 
看護師長 34,500 
薬剤師 32,000 
医師 31,000 
看護助産師 23,000 
秘書 23,000 
看護師 20,500 
臨床検査技師 17,000 
放射線技師 17,000 
経理係 16,000 
准看護師 14,600/16,000 
運転手、整備士 14,600 
文書係 13,100 
警備員 12,100 
その他職員 11,000 
出典）MSPP 

 2011/12（%） 2012/13（%） 2013/14（%） 2014/15（%） 2015/16（%） 
人件費 1,997,114（90.7） 2,339,404（90.3） 2,567,277（89.7） 2,987,265（89.9） 3,127,265（88.8） 
財/サービス 155,926（7.1） 180,622（7.0） 226,122（7.9） 270,998（8.2） 290,998（8.3） 
固定資産 20,200（0.9） 41,600（1.6） 38,853（1.4） 28,222（0.9） 68,222（1.9） 
年金/保険給付 13,297（0.6） 7,213（0.3） 10,662（0.4） 7,345（0.2） 7,345（0.2） 
その他支出 15,000（0.7） 22,400（0.8） 18,679（0.6） 27,993（0.8） 27,993（0.8） 
合計（経常支出） 2,201,537（100） 2,591,238（100） 2,861,593（100） 3,321,822（100） 3,521,822（100） 
前年比 － 17.7%増 10.4%増 16.1%増 6.0%増 
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(2) ミラゴアンヌ病院予算 

前述のとおり、病院運営は独立採算制であり、診療報酬のみで運営を行っている（ただし人

件費は除く）。ミラゴアンヌ病院の診療スケジュールを表 2-1-7 に示す。24 時間サービスを提供

する場合は三交代勤務となり、シフトは①8:00～13:00、②13:00～18:00、③18:00～8:00 である。 

表 2-1-7 ミラゴアンヌ病院診療スケジュール 

医療サービス 曜日 時間 
内科、予防接種 月～金 9:00～16:00 
歯科、結核、HIV/エイズ 月～金 9:00～14:00 
眼科 水 9:00～14:00 
産科、外科、救急、臨床検査室、放射線科、薬局 毎日 24 時間 
手術室 週 3 日 24 時間 

出典）ミラゴアンヌ病院 

診療報酬は、表 2-1-8 のとおりとなっている。MDM の支援で、妊産婦及び 5 歳未満児の診療

費 HTG25-は無料、世界基金により結核、マラリア、HIV/エイズ患者の検査、治療費は無料、

GAVI 等の支援によりワクチン接種は無料となっているほか、貧困者は診療費 HTG25-、検査代、

医薬品購入代は免除される。前述のとおり、ミラゴアンヌ病院の運営は独立採算制であり、診

療費は一律 HTG25-と低額のため、検査料、手術料大きな収入源である。 

ミラゴアンヌ病院の収支は、年単位の合計では支出額が収入額を上回っている年がある。し

かし、診療報酬をその都度病院運営資金に繰り入れているため実際にはマイナス収支（赤字）

にはなっていない。光熱/通信費（電気、水道、ガス、電話、インターネット代等）、医薬/消耗

品費（医薬品、ラボ用試薬/放射線用消耗品、医療ガス等）、旅費（他病院への患者移送、医薬品

運搬等）、車輌維持管理費、建物修繕費、衛生費（飲料水等）等、すべての支出を診療報酬でカ

バーしている。支出の多くを占めているのが、医薬/消耗品費と燃料/潤滑油代であるが、停電に

よる発電機使用、他病院（ポルトープランスやレカイ等）への患者移送が多いため燃料/潤滑油

代が負担になっている。 

表 2-1-8 ミラゴアンヌ病院診療報酬表 

単位: HTG 
血液/放射線検査 手術 

グルコース（糖） 150 分娩 0 
肝機能（GOT） 150 帝王切開術 0 
肝機能（GPT） 150 子宮外妊娠 0 
C 反応性蛋白 150 卵管結紮 0 
尿素 150 止血掻爬 2,500 
溶連菌検査 100 子宮内膜生検 5,000 
血球数算定 150 卵巣摘出術 7,500 
ヘマトクリット/血色素 50 筋腫摘出術 7,500 
血液型 75 乳腺切除術 7,500 
沈降速度 75 子宮摘出術 10,000 
出血時間 100 前立腺切除術 7,500 
尿 100 包皮切除術 1,000 
便 100 開腹術 3,000 
マラリア 0 中手術 1,000 
鎌状赤血球 100 小手術 500 
梅毒 250 痔手術 1,000 
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血液/放射線検査 手術 
ツベルクリン反応 150 水腫摘出術 1,500 
ピロリ菌 500 膀胱脱手術 1,500 
妊娠 100 鼠径ヘルニア術 2,500 
子宮頚がん 100 胆石摘出術 3,000 
脂質診断 500 入院費 300/入院 1 回 
肝臓診断 500 遺体安置 500/日 
腎臓診断 300 救急車 2000-2,500 
レントゲン 500   

出典）ミラゴアンヌ病院 

表 2-1-9 ミラゴアンヌ病院収入内訳 

単位: HTG 
費目 2011/12 年 2012/13 年 2013/14 年 2014/15 年 2015/16 年* 

診察 348,750（8%） 228,875（6%） 279,140（5%） 333,680（8%） 172,800（7%） 
臨床検査 860,305（21%） 981,283（26%） 1,234,445（25%） 799,680（19%） 580,165（23%） 
遺体安置 139,700（3%） 159,750（4%） 96,250（2%） 165,000（4%） 158,000（6%） 
入院 27,750（1%） 36,875（1%） 34,150（1%） 22,300（1%） 10,725（1%） 
診断書/処方箋 178,195（4%） 188,835（5%） 208,980（4%） 234,440（6%） 135,615（5%） 
分娩 0（0%） 9,900（1%） 1,105（0%） 310（0%） 0（0%） 
医薬品 1,213,803（29%） 873,567（23%） 1,292,578（26%） 719,270（18%） 541,010（22%） 
放射線検査 758,220（18%） 623,000（17%） 900,090（18%） 910,805（22%） 372,950（15%） 
歯科治療 89,325（2%） 88,500（2%） 31,520（1%） 22,000（1%） 1,000（0%） 
手術 386,250（10%） 265,900（7%） 406,415（8%） 462,180（11%） 277,000（11%） 
救急車 86,500（2%） 101,700（3%） 176,350（5%） 100,800（2%） 96,000（4%） 
その他 91,325（2%） 171,155（5%） 292,385（5%） 307,300（8%） 161,000（6%） 
合 計 3,903,141

（100%） 
3,368,416
（100%） 

4,406,995
（100%） 

4,077,765
（100%） 

2,506,265
（100%） 

免除額 276,982 
（6.63%） 

360,924 
（9.68%） 

546,413 
（11.03%） 

204,400 
（4.77%） 

287,105 
（10.28%） 

*2015/16 年は 2015 年 10 月～2016 年 7 月 3 日までのデータ 
出典）ミラゴアンヌ病院 

表 2-1-10 ミラゴアンヌ病院支出内訳 

単位: HTG 
費目 2011/12 年 2012/13 年 2013/14 年 2014/15 年 2015/16 年* 

光熱/通信費 179,700（5.2%） 118.796（2.1%） 69,955（1.5%） 326,931（9.1%） 229,746（11.9%） 
医薬/消耗品費 1,004,795

（28.8%） 
2,102,359

（37.3%） 
1,616,615

（34.3%） 
864,990（24.1%） 810,890（42.1%） 

事務用品費 298,990（8.6%） 694,465（12.3%） 532,027（11.3%） 315,570（8.8%） 45,764（2.4%） 
燃料/潤滑油代 

950,078（27.2%） 
1,434,890

（25.5%） 
1,266,462

（26.9%） 
1,383,922

（38.6%） 
424,406（22.0%） 

家具費 20,496（0.6%） 117,491（2.1%） 158,727（3.7%） 40,705（1.1%） 31,263（1.6%） 
旅費 165,750（4.8%） 334,800（5.9%） 325,700（6.9%） 251,250（7.0%） 86,500（4.5%） 
車輛維持管理費 514,614（14.8%） 667,181（11.8%） 422,914（9.0%） 137,606（3.8%） 180,985（9.4%） 
建物修繕費 325,671（9.3%） 133,955（2.4%） 213,700（4.5%） 177,674（5.0%） 96,076（5.0%） 
食料品費 4,200（0.1%） 0（0.0%） 51,480（1.1%） 6,500（0.2%） 12,360（0.6%） 
衛生費 6,100（0.2%） 0（0.0%） 31,500（0.7%） 61,550（1.7%） 0（0.0%） 
医療機器 5,000（0.1%） 26,200（0.5%） 14,875（0.3%） 3,000（0.1%） 0（0.0%） 
銀行手数料 12,131（0.3%） 6,551（0.1%） 11,226（0.2%） 13,539（0.4%） 6,715（0.3%） 
合計 3,487,595（100%） 5,636,688（100%） 4,715,181（100%） 3,583,237（100%） 1,924,705（100%） 
*2015/16 年は 2015 年 10 月～2016 年 7 月 3 日までのデータ 
出典）ミラゴアンヌ病院 
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2-1-3 技術水準 

(1) 人材育成 

ハイチ国における主要な保健人材の教育年限、養成校数（ただし MSPP が承認しているもの

み）は表 2-1-11 のとおりである。2015 年 10 月に発行された「必須サービスパッケージ」によ

れば、150 病床数の HD に配置する職員リストに准看護師は含まれていない。この点を除けば、

すべての職員が所定の教育及び卒後研修を経ており技術水準は維持されているといえる。 

表 2-1-11 主要保健人材の教育年限、養成校数 

職 種 教育期間 教育機関数 
医師 6 年 4 
歯科医師 4 年 2 
薬剤師 4 年 1 
看護師 4 年 36 
准看護師 18 ヵ月～2 年 17 
助産師 3 年または看護師資格＋18 ヵ月 1 
臨床検査技師 コースによって異なる 7 
放射線技師 国家資格なし、1 年程度の研修 なし 

出典）MSPP 

(2) 既存病院における医療従事者 

ミラゴアンヌ病院に現在勤務している医師は、レジデント医師 6 名、小児科医 1 名、産婦人

科医 2 名、外科医 1 名、麻酔科医 2 名等となっている。レジデント医師は内科学士・外科学士

（Bachelor of Medicine, Bachelor of Surgery：MBBS）を取得したばかりの医師であり、現在ソー

シャルサービスと呼ばれる 1 年間の無償労働期間中である。彼らは主に内科（一般診療室）、小

児科及び救急で勤務している。臨床経験が浅いため、縫合や聴診器を用いた診断等は行えるが、

医療機器を使用しての患者診断・治療はほとんど行った経験がない。小児科医、産婦人科医及

び外科医は臨床経験 5 年程度を有する。外科医は腹腔鏡等を用いた経験はないが、盲腸やヘル

ニア等の小手術を中心に手術を行っている。麻酔科医も臨床経験 1～3 年程度の若い医師が勤務

しているが、腰椎麻酔と麻酔器を用いての全身麻酔を行うことが可能である。 

放射線部門には 4 名の放射線技師がおり、うち 3 名が隣国ドミニカ共和国の「日本ドミニカ

共和国友好医学教育センター（CEMADHA）」で JICA 主催の 0.5 か月のトレーニングに参加し

ている。このため、一般 X 線撮影装置以外にもマンモグラフイ装置等の操作が可能である。臨

床検査部門には 7 名（1 名はチーフ）の臨床検査技師が配置されており、3～5 年程度の臨床経

験を有する。ハイチ国の二次医療施設は、他国の二次医療施設に比べ配置されている医療機材

の種類が少なく、医療機材を適正に使用するためには、調達業者の初期操作指導に加え、コン

サルタントによるソフトコンポーネントを通じた医療機器の安全利用を身に着ける必要性が高

い。 
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2-1-4 既存の施設・機材 

(1) 既存施設・設備 

既存のミラゴアンヌ病院は、1980 年に建設されて開院し、2005～6 年に施設・設備及び機材

はそのままで HD に格上げされ、その後、2015 年に AFD の支援により増築された。増築部分に

手術室が 2 つあり、外科及び産婦人科にて共有し、病棟は内科及び外科にて 1 つである。既存

病院の敷地内は、施設の増改築を繰り返したことにより、スペースがほぼ無くなり、管理部門

を 2 階に移動するために一部複層化にするための改築等も行われていた。現在も AFD 支援によ

り診療棟 2 階を建設中であり、ソーシャルサービスの医師及び看護師の寄宿舎とする予定であ

る。 

既存病院は、ミラゴアンヌ市内に位置しているものの、車両では港廻りの混雑した道路を通

過せねばならず、病院前の道路は急勾配な坂があり、救急車による患者搬送に難があり、アク

セスは良くない。 

水道は DINEPA から受水しているが、たびたび断水し、過去には 2 年間断水したことがあり、

その際、大きな受水槽を作って対応した。受水した水はコンクリート製の半地下受水槽（5m×

5m×2mH 程度）に貯水し、揚水ポンプで簡易水処理を介して高架水槽に揚水している。飲用と

して浄水装置が設置されており、飲用水はスタッフ、患者共に使用が可能である。 

電力は EDH から電気を引き込んでいるものの、ほとんど電力が送られてこないため、現在は

発電機 2 台を稼働させて電力を供給している。発電機を稼働させると燃料が 4 ガロン/時間必要

であり、1 日 5 時間稼働しているが、燃料は US$3.0/ガロンするため、燃料代が非常に高額とな

る。 

(2) 産婦人科 

分娩台は 3 台設置されており、入り口付近に開放型保育器が 1 台設置されている。分娩台は

老朽化が進んでいるものの、使用上大きな問題はない。分娩室には胎児心拍陣痛計の配置がな

いため、胎児心音や陣痛の強さを見ることは出来ない。代わりに、トラウベや子宮口拡大の状

況で分娩が始まるか否かを確認している。その他、各分娩台脇に器械台車が配置されており、

臍帯をカットする鋏等が置かれている。卓上滅菌器はあるが、小容量しか滅菌できないため、

乾熱滅菌器を多用している。産後室にはベッド 7 台のほかに IV スタンド、ベッドサイドキャビ

ネットが配置されている。産婦人科用術後回復室も産後室同様の機材が配置されている。 

産婦人科外来診療室は全部で 4 室ある。外来待合には体重計、患者登録用の机・椅子が配置

されている。2 室は妊婦健診用の部屋で、胎児心拍ドップラー、血圧計が設置されている。1 室

は婦人科用検診室で診察台、診察用机・椅子等が配置されている。最後の 1 室は家族計画用の

部屋で、避妊用の注射や家族計画相談を行うための診療机・椅子が配置されている。 

このほか、カンガルーケア室にワクチン用冷蔵庫が配置されている。 
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産科外来診療室（4室） 分娩室（機材：開放型保育器） 分娩室 

図 2-1-3 産婦人科の現況 

表 2-1-12 産婦人科の現有機材 

機材名 数量 稼働状況ほか 

開放型保育器 1 2002 年調達、ヒーター部分は使用不可、寝台とし
て使用している 

分娩台 3 1 台故障、老朽化しているが 2 台は継続使用可能 
超音波診断装置 1 白黒、コンベックス探触子付き、故障 
検診灯 1 故障、ハロゲンタイプ 
滅菌器卓上 1 2009 年頃の調達、小容量しか滅菌できないが使用

は可能 
乾熱滅菌器 1 2006 年調達、稼働 

出典）調査団作成 

(3) 救急部門 

移動式 X 線装置が 1 台配置されているが、2~3 年前から故障して使用不能となっている。こ

のため、X 線撮影が必要な患者は一般 X 線撮影室まで運び撮影している。交通外傷患者の骨折

部位特定のための撮影等を行っている。ベッド、IV スタンド、診療机・椅子、血圧計等が配置

されているが、本来あるべき除細動装置、心電計、超音波診断装置等の配置はない。また、他

の類似施設（プチゴアーブ地域病院等）では配置されていた耳鏡、眼鏡、喉頭鏡等は配置され

ていない状況である。 

  
救急病棟（入口付近） 救急病棟（機材：移動式 X線撮影装置） 

図 2-1-4 救急部門の現況 

(4) 内科 

内科診療室には、診察台、診療机、椅子等が配置されているのみであり、本来配置されるべ

き超音波ネブライザー、グルコースメーター、心電計等の基礎的機材が不足している。 
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(5) 小児科 

診療室の前の中待合には、新生児体重計が 1 台置いてある。診療室内には、体重計、診療机、

椅子、診察台、簡単な診断セットが置いてあるのみである。新生児室には開放型保育器 4 台、

閉鎖型保育器 4 台、光線治療器 4 台が設置されているものの、新生児室の利用率は低い。これ

らの機材の調達年は 2010 年から 2013 年頃であるが、使用頻度が低くメンテナンスが行われて

いないため、適正使用には再点検が求められる。 

  
小児用病室（機材：小児用ベッド） 新生児室（機材：閉鎖型保育器他） 

図 2-1-5 小児科の現況 

表 2-1-13 小児科の現有機材 

機材名 数量 稼働状況ほか 

開放型保育器 3 2013 年頃の調達、継続使用可能 
閉鎖型保育器 2 ドイツ製、2000 年調達、老朽化しているが継続使

用可能 
光線治療器 LED 1 良好 
開放型保育器 1 ドイツ製、1995 年調達、継続使用可能 
閉鎖型保育器 2 中国製、2007 年調達、継続使用可能 
光線治療器 LED 2 2012 年調達、良好 
体重計 1 良好 
光線治療器、蛍光管 1 2011 年、良好 

出典）調査団作成 

(6) 外科 

手術室は 2 室あり、外科と産婦人科が共用で使用している。手術室脇には 2 床の回復ベッド

が設置されているが利用率は低い。これは回復室で経過観察をしなければならない全身麻酔の

患者が極めて少ないためと考えられる。2 室の手術室には、我が国草の根無償資金で供与された

機材を中心に以下の機材が配備されている。現在の手術を行うには十分な機材が配置されてい

る。  
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手術室①（機材：手術室・手術灯） 手術室②（機材：手術室・手術灯・患者モニター） 

図 2-1-6 外科の現況 

表 2-1-14 手術室の現有機材 

機材名 数量 稼働状況ほか 

吸引器 2 2010 年頃の調達、継続使用可能 
電気メス 2 使用可能 
手術台 2 草の根無償で近年供与 
新生児蘇生台 2 シンプルな蘇生台、継続使用可能 
無影灯 2 草の根無償供与品、LED タイプ 
患者モニター 2 患者の基本的なバイタル測定が可能 
麻酔器 2 草の根無償で供与された日本品、稼働良好 
キャビネット 2 気管チューブ等を保管している 
新生児体重計 1 老朽化しているが継続使用可能 
滅菌器 1 200L 程度、故障のため使用不可 
滅菌器卓上 1 50L 程度、継続使用可能 

出典）調査団作成 

(7) 臨床検査 

現有機材の簡単なインベントリはあるものの、調達年、メーカー及びモデル名の表記がない

ため、機材の管理台帳としては情報が不足している。上述の検査を行うために必要な機材を一

通り揃えている。 

  
検査室①（機材：顕微、遠心分離機、恒温槽） 検査室②（機材：血液分析装置、CD4カウンター） 

図 2-1-7 臨床検査室の現況 

表 2-1-15 臨床検査室の現有機材 

機材名 数量 稼働状況ほか 

不燃性キャビネット 1 良好 
顕微鏡 2 日本製、2010 年、良好 
ピペットシェーカー 1 2009 年良好 
手動カウンター 1 血液成分カウンター、良好 
遠心分離機 1 英国製、2012 年、良好 
ふ卵器 1 小型 15L 程度、2009 年、良好 
分光光度計 1 2010 年、英国製、良好 
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機材名 数量 稼働状況ほか 
半自動分析装置 1 ドイツ製、2009 年、良好 
ホットエアーオーブン 1 2005 年調達、良好 
冷蔵庫、家庭用 1 故障、修理の目途はたっていない 
冷蔵庫、家庭用 1 2011 年、良好 
遠心分離機 2 1995 年、継続使用可能 
血球計数装置 1 2013 年、良好 
CD4 カウンター 1 2013 年、良好 

出典）調査団作成 

(8) 放射線科 

2005 年調達の一般 X 線撮影装置と移動式 X 線撮影装置を保有する。超音波診断装置は 1990

年代のものである。X 線の保守は、院内の訓練を受けたロジスティシャンあるいは DOSS のバ

イオメディカル・テクニシャンが修理を行う。現在までに 3 回故障しているが、すべて修理可

能であった。移動式 X 線と超音波診断装置は機能不全で使用ができない状態である。 

  
撮影室（機材：一般 X線撮影装置） 撮影室奥・現像室（機材：手動式現像用の機器） 

図 2-1-8 放射線科の現況 

(9) 眼科 

2013 年に調達されたスリットランプ、視力検査機器、トノメーター及び患者用椅子等が配置

されている。視力検査を行うために必要な機器や眼病検査のための機器は一通りそろっている。 

 
眼科検診室（機材：スリットランプ、視力検査器他） 

図 2-1-9 眼科の現況 

(10) 歯科 

歯科ユニットが 1 台設置されているが、給排水接続されておらず、使用できない状態である。

歯科ユニットを単なる椅子として使用し、器具を用いて抜歯等の簡単な処置を行っており、そ

の他、卓上滅菌器、器具保管用キャビネット等が配置されている。卓上滅菌器は使用されてい

ない。 
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(11) その他設備 

ミラゴアンヌ病院には焼却炉を使用できる職員が 3 名いる。1 名は焼却炉専属、2 名はワクチ

ン接種を行う看護師である。UNICEF が焼却炉研修費を支援し、トレーニングが実現した。焼

却炉では、胎盤、幼児の遺体、手足、シリンジボックス、期限切れ医薬品、グローブ、一般ごみ

等を焼却している。一回の焼却容量はシリンジボックス 800 箱程度である。一回のサイクルは

3 時間、多い時で週に 3 日、少ないと週に 1 回程度使用している。チャンバーは 2 つの分かれ

ており、温度は約 800℃まで上がる。保守は、使用した日の翌日に清掃を行っている。機器が機

能不全となった場合には、DOSS のバイオメディカル・テクニシャンに連絡し、修理依頼を行

う。 

  
その他の設備①（機材：焼却炉） その他の設備②（機材：救急車） 

図 2-1-10 その他設備の現況 

2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 現地踏査実施サイト 

MSPP より要請のあった本プロジェクトによる新規病院建設予定サイトは、ミラゴアンヌ

市より国道 2 号線を約 6km 南下したデュパルク（Du Parc）地区の国道沿いに位置する。国道

沿いであることからハイチ国家給水衛生局（以下、「DINEPA」という。）による上水配管が敷

設されており、ハイチ電力公社（以下、「EDH」という。）の 13.2kV 架空送電線が配線されて

いる。図 2-2-1 に示すとおり、14,600 ㎡の面積があるものの、地形は東西に細長く、起伏があ

る。また、敷地内には車両整備工場を営む住民がおり、2 棟 1 軒の住戸がある。 

既存病院の敷地内は、施設の増改築を繰り返したことにより、スペースがほぼ無くなり、

管理部門を 2 階に移動するために一部複層化にするための改築等も行われていた。 
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図 2-2-1 新規病院建設予定サイト測量図 
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2-2-2 関連インフラの整備状況 

(1) 計画対象サイトの土地所有 

本プロジェクト対象サイトは、前ミラゴアンヌ市長が本プロジェクト計画策定時に当地を

調査し、市有地として土地証明書を取得している。当地は、所有者であったとされる MICA

社が 60 年以上放置し、また行政の土地管理部門の火災による土地証明書類の消失により現在

の所有者が不明となっていたため、ミラアゴンヌ市がミラゴアンヌ裁判所に公用地としての

所有権を申請し、利害関係者にその旨公示した結果、第三者による異議申請がなされなかっ

たため、裁判所の許可を得て、公用地として承認された。公認測量士が測量を行い、ミラゴ

アンヌ市は市有地としての土地証明書を取得し、本プロジェクト実施予定サイトとして提案

された。今後、公証人による土地証明書の承認手続きを行い、その後、経済財務省（以下、

「MEF」という。）／主税部（以下、「DGI」という。）による国有地としての土地証明書が発

行される予定である。 

しかしながら、現在、2 棟 1 軒の住民が居住しており、本プロジェクトの実施には住民移転

が発生する。住民は、ミラゴアンヌ市による住民説明に対し、承諾の意思は示しているもの

の、移転先の土地及び住居が担保されていることを条件としている。ミラゴアンヌ市は、本

プロジェクト対象サイトの東端 10％を移転先として提示し、住民も承諾している。移転住居

の建設は、本来は事業者が実施することとなっているが、本プロジェクトにおいてはハイチ

国側によりなされる予定である。 

また、隣接する教会のアプローチが同敷地内に干渉しており、教会側との協議が要される。 

(2) 道路・交通 

ハイチ国ニップ県ミラゴアンヌ市は、首都ポルトープランスから西に約 90km に位置し、

舗装された幹線道路（国道 2 号線）にて結ばれている。山道は少なく、ほぼ直線である国道

2 号線は、車両が高速で移動することが多く、交通事故が多い。本プロジェクトサイトとして

準備された建設用地は、国道 2 号線をミラゴアンヌ市から南県方面に約 6km 南下したデュパ

ルク地区に位置し、国道 2 号線に面している。 

(3) 電力・通信 

ハイチ国では、EDH により各地へ送配電されているものの、ミラゴアンヌ市の電力供給事

情は非常に悪い。ミラゴアンヌ市内へ供給される電力は、西県プチゴアーブ市の民営発電所

であるハイトラック社（Haytrac）が、EDH より委託され、車両積載型発電機 4 台にて発電し、

プチゴアーブ市、ミラゴアンヌ市を含む近隣郡・市へ電力供給が行われている。EDH は、ミ

ラゴアンヌ市内への 24 時間電力供給体制としているものの、実際は、EDH からハイトラッ

ク社への料金未払いによる燃料不足等の理由から停電が多く、停電時間も長い。時には数か

月に及び停電状態となる。ほとんどの施設にはディーゼルエンジン型自家発電設備を設置し

ており、既存のミラゴアンヌ病院もほぼ自家発電機による電力供給に頼っている。本プロジ

ェクトサイト前面の国道 2 号線沿いには、EDH による 13.2kV の架空送電線が配線されてい

るが、配電状況は極めて不安定である。 
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(4) 上下水道 

ハイチ国では、DINEPA により上下水道が運営・管理されているが、全土ほとんどの地域に

て上下水道が整備されておらず、地域によっては湧水を利用した給水設備を整備している。

本プロジェクトサイト前面の国道 2 号線沿いには、DINEPA の 4 インチ PVC 上水管が敷設さ

れている。サイトから 2.2km 離れたトゥリン（Toulin）の湧水を貯水槽（300 ㎥）に集水し、

塩素殺菌を行い、近隣地区へ給水している。給水は制限されており、給水停止時間があるが、

給水供給網の改善により、今後給水停止時間は 3 日間で 1 時間程度にする計画がある。サイ

トへの水道水の水質は無色透明、pH7.26 の中性であり、ヒ素、鉛、水銀等は飲料水基準値以

下であったものの、大腸菌及び一般細菌に汚染されていることが確認された。 

また、既存ミラゴアンヌ病院の位置するミラゴアンヌ市内は、パイラン（Paillant）地区の

ルブラン（Le Brun）湧水利用の上水施設からの給水を受けている。病院の水質は無色透明、

pH8.14 の弱アルカリ性であり、ヒ素、鉛、水銀、大腸菌等は飲料水基準値以下であったもの

の、一般細菌に汚染されていることが確認された。 

公共下水道は敷設されておらず、ストームドレインが敷設されている国道を除いては、道

路側溝もない。現状のサイトは裸地であるため雨水は自然浸透している。ハイチ国内では、

汚水は腐敗槽を設け、地中に浸透させることが一般的である。 

(5) 通信 

電話は携帯電話が一般的であるが、電話会社が存在し、有線による固定電話の通線が可能

である。また、インターネット回線は電話会社がケーブルを接続する。 

2-2-3 自然条件 

(1) 位置及び地形 

本プロジェクト対象地が位置するニップ県の位置及び地形は、ハイチ国南部チビュロン半島

に位置し、隆起した台地で占められている。県庁所在地はミラゴアンヌ市で面積は 185.87 ㎢、

人口は 62,528 人（2015 年推計）。 
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図 2-2-2 ハイチ国地形図 

(2) 地質 

ニップ県の地質は、海洋性堆積岩が多く、大半は第三紀層の石灰岩、砂岩等の堆積物で占

められている。一部沿岸部は洪積層である。 

本プロジェクト対象サイトの地盤地質調査の結果、地表面より深さ 0.5～1.0m ほどは固結

した石灰岩及び固結した粘土質地盤（粘土及びシルト）で覆われており、N 値 50 以上である。

深さ 1.0m 以深も N 値 50 以上の固結した粘土質地盤（粘土及びシルト）及び密実な礫層であ

ることから、地耐力の高い地盤であることが確認された。 

(3) 気候 

(1) 首都ポルトープランス 

ハイチ国の気候は、基本的に熱帯性気候であり、首都ポルトープランスでは平均最高気温は、

30℃以上と年間を通して高い。また、雨季は、4 月から 6 月までと 8 月から 11 月までの年 2 回

あり、降雨量は、500mm から 1,500mm 程度を推移し、平均 1,000mm 程度である。以下に首都

ポルトープランスの気温（表 2-2-1 及び図 2-2-3）、年降雨量（表 2-2-2 及び図 2-2-4）の図表を示

す）  

ニップ県ミラゴアンヌ市 
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表 2-2-1 ポルトープランスの気温（2000-2013平年値） 

単位：℃ 
月 最高気温 平均気温 最低気温 月 最高気温 平均気温 最低気温 

1 月 33.7 27.6 17.5 7 月 36.6 31.1 24.2 
2 月 33.9 27.8 19.8 8 月 38.4 31.0 22.5 
3 月 34.9 28.3 19.3 9 月 35.9 30.2 20.0 
4 月 35.6 29.1 18.3 10 月 34.9 29.7 20.0 
5 月 34.0 29.2 19.1 11 月 33.2 28.7 22.0 
6 月 37.9 30.3 24.2 12 月 33.0 28.0 20.5 

出典）国立気象センター資料 

 

 

出典）weatherbase.com 

図 2-2-3 ポルトープランスの気温（平年値） 

表 2-2-2 ポルトープランスの年降雨量（2002-2013） 

単位：mm 

年 年降雨量 年 年降雨量 年 年降雨量 
2002 491.6 2006 816.7 2010 1,089.8 
2003 1,529.9 2007 1,153.3 2011 1,227.1 
2004 1,005.4 2008 1,179.5 2012 790.6 
2005 637.3 2009 1,545.8 2013 622.3 

 
 

  平均 1,007.4 
出典）国立気象センター資料 

 

 
出典）国立気象センター資料 

図 2-2-3 ポルトープランスの年降雨量（2002-2013） 
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(2) ニップ県ミラゴアンヌ市 

ニップ県の県庁所在地であるミラゴアンヌ市の平年値年間降雨量は 1,379.2mm であり、ポル

トープランスと比較して多い。以下にミラゴアンヌ市の気温（表 2-2-3 及び図 2-2-5）、降雨量

（表 2-2-4 及び図 2-2-6）及び風速（表 2-2-5 及び図 2-2-7）の図表を示す。 

 
表 2-2-3 ミラゴアンヌ市の気温（平年値） 

単位：℃ 

出典）weatherbase.com 

月 平均気温 月 平均気温 
1 月 23.3 7 月 26.8 
2 月 23.6 8 月 26.9 
3 月 24.3 9 月 26.7 
4 月 25.1 10 月 26.3 
5 月 25.8 11 月 25.1 
6 月 26.7 12 月 23.9 

  平均 25.4  
出典）weatherbase.com 

 図 2-2-5 ミラゴアンヌ市の気温（平年値） 

 
表 2-2-4 ミラゴアンヌ市の降雨量（平年値） 

単位：mm 

出典）weatherbase.com 

月 降雨量 月 降雨量 
1 月 38.5 7 月 146.6 
2 月 40.1 8 月 181.5 
3 月 63.0 9 月 170.8 
4 月 121.0 10 月 179.5 
5 月 194.1 11 月 76.8 
6 月 135.4 12 月 31.9 

  年間 1,379.2  
出典）weatherbase.com 

 図 2-2-6 ミラゴアンヌ市の降雨量（平年値） 

 
表 2-2-5 ミラゴアンヌ市の風速（平年値） 

単位：km/h 

出典）weatherbase.com 

月 風速 月 風速 
1 月 10.8 7 月 11.9 
2 月 10.4 8 月 11.5 
3 月 12.6 9 月 10.1 
4 月 11.9 10 月 9.0 
5 月 10.8 11 月 9.4 
6 月 11.2 12 月 9.7 

  平均 10.8  
出典）weatherbase.com 

 図 2-2-7 ミラゴアンヌ市の風速（平年値） 

2-2-4 環境社会配慮 

ハイチ国には環境関連法として｢ハイチ国環境法（1995 年）」及び｢持続的開発のための環境に

関する管理及び国民の行動規範に関する政令（2006 年）」がある。また、2015 年にハイチ国家

環境影響評価局が設置され、現在は環境影響評価に係る手続き等を記した 70 分野のガイドライ

ンの整備中であり、うち 13 分野のガイドライン「RÉFÉRENTIELS ÉTHODOLOGIQUES DE 
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L’ÉTUDE D’IMPACT SUR L’ENVIRONNEMENT EN HAÏTI」が完成している。ただし、保健医療

施設は未だ整備されていない。 

環境影響評価のレベルは①詳細、②簡略、③通知のみの 3 種類に分類され、以下の手順にて

進めることとなる。 

① 事業主から環境省へプロジェクト内容の報告 

② TOR の確定 

③ 報告書作成 

④ 内外部にて報告書の分析（公聴会を実施する可能性あり） 

⑤ 報告書承認 

⑥ フォーローアップ調査 

本プロジェクトでは、病院の新設が環境社会配慮調査の対象になり、プロジェクト対象用地

には数軒の住居、放棄された建造物、隣接教会のアプローチがあるため、住民移転等の社会環

境を十分に考慮する必要がある。本プロジェクトの実施にあたっては、上述の環境関連法、ガ

イドライン及び JICA 環境社会配慮ガイドラインに基づき、カテゴリーB として IEE レベルの

スコーピングを想定する。 

2-2-5 自然災害発生状況 

ハイチ国は、西インド諸島の大

アンティル諸島内イスパニョーラ

島の西側約 3 分の 1 を占める共和

国である。東にドミニカ共和国と

国境を接し、カリブ海のウィンド

ワード海峡を隔てて約 85km 北西

にキューバ、ジャマイカ海峡を隔

てて約 180km 西にジャマイカ国が

存在する。 

国土面積は北海道の約 3 分の 1

程度の 27,750km2、大半は岩の多い

山々から構成されており、沿岸部

にはわずかながら平野や谷間を流れる川がある。図 2-2-8 のとおり、中央部から東部は、大きく

隆起した台地になっている。北部地域はドミニカ共和国の中央山脈の延伸であるマッシフ・デ

ュ・ノール（北部山地）とドミニカ共和国との北部国境に横たわるプレイヌ・デュ・ノール（北

部平野）から成る。また、南部はプレイヌ・デュ・クル＝ド＝サク（南東部）と南部半島（チビ

ュロン半島）の山々からなる。 

ハイチ国の 4 分の 3 近くが山岳地であるにもかかわらず、森林の多くを伐採し燃料としてき

た結果、山地は禿山だらけになってしまい森林面積は国土面積の 3.6%（出典：Ecodb.net）に過

ぎないという状況に陥り、その結果、森林の保水力がなくなり、ハリケーンが通過すると洪水

を引き起こし被害が拡大していると分析されている。 

図 2-2-8 ハイチ国の標高地形図 
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また、ハイチ国が位置するカリブ海のほぼ全域がカリブプレートに属した地震発生地域であ

り、ニップ県のある南部半島には、イスパニューラ島の東南岸を横切るエンリキロ断層がある。 

災害に関するデータベースである EM-DAT The International Disaster Database 1によると、ハイ

チ国における1900年以降の死者数で顕著な自然災害は表2-2-6及び表2-2-7に見られるように、

2010 年 1 月の地震の死者数が約 31 万人と突出しているが、ミラアゴンヌでの被害はほとんど

ない。1600 年以降におけるマグニチュード 7.0 以上の地震は 6 回であり、至近における 2004 年

11 月 21 日の地震でも被災人員は 100 人と大きな被害は出ていない。図 2-2-9 にハイチ国周辺の

断層とカリブプレートを示す。 

なお、2010 年 10 月 22 日発生の伝染病（コレラ）に関しては、米疾病対策センター（US Centers 

for Disease Control and Prevention）は、地震後の援助活動として入ってきた国連平和維持部隊に

よりもたらされたと結論付けた調査報告 2 を 2011 年に発表している。 

自然災害頻度として風水害が大半を占めている。特にアメリカ合衆国及びカリブ諸国と同様

にハリケーンにより大きな被害を被っている。図 2-2-10 に 2015 年におけるハリケーン軌跡図、

表 1-2-21 に至近 10 年間（2006 年～2015 年）におけるハリケーン数及びハイチ国上陸数を示す。

ハリケーンは、上陸数は少ないものの南（Sud）県、グランダンス（Grand Anse）県、南東（Sud-

est）県等のハイチ国南部に上陸する傾向がある。ニップ県は、ホッテ山脈により南部の沿岸部

から隔てられているためハリケーンの上陸による被害は比較的少ない。 

ニップ県では、しばし洪水被害が発生している。 

表 2-2-6 ハイチ国における自然災害（2000 年以降） 

No. 災害区分 生起年 死者数（人） 備 考 
1 洪水 2002/5/24～27 31 南東県等南部で被災。14 名不明者及び 7,000 名の避難者。 
2 豪雨 2004/5/23～24 1,232 南東部で被災。1,443 名不明者及び 31,130 名の避難者。 
3 暴風 2004/9/10 ― ハリケーン（Ivan）による被災。南部及び西海岸で被災。 

4 暴風 2004/9/18～19 1,870 ハリケーン（Jeanne）による被災。西部及びアルティボニット県で被災。

2,620 名負傷者、846 名不明者、300,000 名の避難者。 
5 暴風 2005/7/6～7 ― ハリケーン（Dennis）による被災。南東部で被災。500 戸の家屋損失。 
6 洪水 2005/10/4 ― 西県で被災。 
7 暴風 2005/10/17～18 ― ハリケーン（Wilma）による被災。西部及び南部で被災。 
8 暴風 2005/10/23 ― グランダンス県及びニップ県で被災。 
9 洪水 2005/10/25 ― 北西県で被災。 

10 洪水 2006/11/22～23 ― グランダンス県、ニップ県及び北西県で被災。橋梁及び道路被害。 

11 洪水 2007/3/17 ― グランダンス県、南東県、西県、北西県、北県及び北東県にて 1 週間以上

に及ぶ災害。 
12 豪雨 2007/5/8～9 ― 北県、北東県及び南県で被災。ハイチ国とドミニカ共和国を結ぶ橋梁被害。 
13 暴風 2008/8/16 ― 全国で被災。 

14 暴風 2008/8/26 77 ハリケーン（Gustay）による被災。南県及びグランダンス県で被災。8 名不

明者、15,000 被災世帯、3,000 家屋損壊及び 11,458 家屋の損傷。 

15 暴風 2008/9/1 1 ハリケーン（Hanna）によりアルティボニット県及び北東県で被災。ゴナイ

ブ等で浸水被害。 
16 暴風 2008/9/6 ― ハリケーン（Ike）による被災。北県、西県及び北西県で被災。 
17 豪雨 2009/10/20 ― カルフールで浸水被害。 
18 地震 2010/1/12 310,000 以上 マグニチュード 7.0 の地震による被災。 
19 伝染病 2010/10/20 3,597 ポルトープランス郊外でコレラ発生。罹患者 340,000 名以上。 
20 暴風 2010/11/5 10 ハリケーン（Tomas）による被災。 
21 洪水 2011/6/6～7 34 西県、ニップ県、南県での河川洪水。被災者 2,358 名。 

                                                        
1 EM-DAT The International Disaster Database 「http://www.emdat.be/」 
2 Emerging Infectious Diseases July, 2011 

http://www.afpbb.com/search?fulltext=Emerging%20Infectious%20Diseases&category%5B%5D=AFPBB%3e%E8%A8%98%E4%BA%8B&category%5B%5D=%E3%83%AF%E3%83%BC%E3%83%AB%E3%83%89%E3%82%AB%E3%83%83%E3%83%97&category%5B%5D=%E4%BA%94%E8%BC%AA
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No. 災害区分 生起年 死者数（人） 備 考 
22 暴風 2011/8/4 1 南県で被災。被災者 1,500 名以上。 
23 暴風 2011/8/24 2 ハリケーン（Irene）により北県で被災。被災者 1,544 名。 
24 洪水 2011/10/6～13 2 南県、ニップ県、グランダンス県での河川洪水。被災者 2,080 名。 
25 洪水 2012/4/8～26 9 北県、北西県での河川洪水。被災者 11,000 名以上。 
26 洪水 2012/5 16 ニップ県、グランダンス県、西県での河川洪水。被災者 7,600 名以上。 

27 暴風 2012/8/25～29 13 グランダンス県、南県、南東県、アルティボニット県、西県で被災。被災

者 8,007 名。 

28 暴風 2012/10/24～26 75 ハリケーン（Sandy）により西県、南県、グランダンス県、ニップ県、南東

県、アルティボニット県で被災。被災者 201,850 名。 
29 伝染病 2012/10/26～11/8 50 全国にて発生。罹患者 5,817 名。 
30 洪水 2012/11/10～11 17 全国での河川洪水。被災者 7,865 名。 
31 洪水 2013/6/14～28 6 アルティボニット県、北西県、中央県での河川洪水。被災者 33,265 名。 
32 伝染病 2014/5/31～8/16 ― 全国にてウィルス性伝染病発生。罹患者 68,112 名。 
33 洪水 2014/11/3～5 12 北県で被災。被災者 30,000 名以上。 
34 干ばつ 2014/1～2015/7 ― 北県、南県で食糧不足発生。被災者 1,000,000 名以上。 

35 洪水 2015/4/4～6 6 西県ポルトープランス、グランダンス県での河川洪水。被災者 45,000 名以

上。 
36 伝染病 2015/1～8 170 全国にて細菌性伝染病発生。罹患者 20,000 名以上。 

37 暴風 2015/8/29～30 5 ハリケーン（Fred）により南県、アルティボニット県、西県で被災。被災者

1,969 名。 
38 洪水 2016/2/28 5 北県、グランダンス県での河川洪水。被災者 48,280 名。 
39 洪水 2016/5/2 23 アルティボニット県ゴナイブでの河川洪水。 
出典）EM-DAT The International Disaster Database 

表 2-2-7 死者数で顕著な自然災害（1900年以降） 

No. 災害区分 生起年 死者数（人） 備 考 

1 地震 2010/1/12 310,000 以上 被害額 8,000 百万 US$、被災者数 3,700,000 人 

2 伝染病 2010/10/22 6,908 コレラ被災者数 513,997 人 

3 暴風 1963/10/4 5,000 被害額 180 百万 US$ 
4 暴風 2004/9/17 2,754 被害額 50 百万 US$、被災人員 315,594 人 

5 洪水 2004/5/23 2,665  
6 暴風 1935/10/21 2,150  
7 暴風 1915/8/12 1,600  
8 暴風 1994/11/5 1,122 被害額 50 百万 US$、被災人員 1,587,000 人 

9 暴風 2008/9/2 529  
10 洪水 1963/11/14 500  

出典）EM-DAT International Disaster Database 

出典）NOAA National Hurricane Center H.P. 

紫＝衝突型境界（沈み込み帯を除く）＝収束型境界－衝突
型＝convergent boundary 

赤＝拡張型境界＝発散型境界＝地溝・海嶺（下掲図）＝
spreading ridge 

黄緑＝トランスフォーム断層＝トランスフォーム型境界＝
transform fault 

青+突起＝沈み込み帯＝収束型境界－沈み込み型＝海溝＝
subduction zone 

灰色の領域＝プレートの衝突による造山運動がプレート内
部まで及んで隆起が盛んな地域。構造線や断層帯が多数
ある。＝orogeny 

矢印・数字＝アフリカプレート基準の、各プレートの移動
方向と速度（mm/年） 

図 2-2-9 カリブプレート 

 

 

 

 

ハイチ国 
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表 2-2-8 至近 10年間（2006年～2015年）に

おけるハリケーン数及びハイチ国上陸数 

発生年 発生ハリケーン数 
ハイチ国上陸 
ハリケーン数 

2006 10 1 
2007 15 2 
2008 16 2 
2009 9 1 
2010 19 1 
2011 19 1 
2012 19 1 
2013 14 - 
2014 8 - 
2015 10 1 
合計 139 10 

 

出典）NOAA National Hurricane Center H.P. 
図 2-2-10 2015 年におけるハリケーン軌跡図 

出典）NOAA National Hurricane Center H.P. 

 

ハイチ国 
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第3章 プロジェクトの評価 

3-1 事業実施のための前提条件 

調査団が 2016 年 7 月から本プロジェクトの事業実施に向けた調査を行った結果、ニップ県唯

一の HD であるミラゴアンヌ病院が住民の期待に応える保健医療サービスを提供するためには、

基盤となる施設及び機材の整備の必要性は高いと判断されるものの、患者のニーズに応える病

院にするためには、MSPP による保健医療人材の確保及び運営に係る予算の確保等が必要であ

ることが判明した。組織・体制・人材等の内部状況が確立されることを前提に下記コンポーネ

ントを計画した。 

既存病院と新設病院の機能分担を以下のように仕分け、病院マスタープランに基づく整備事

業を想定する。ハイチ国の医療従事者の充足には時間を要する事から、病院は基本 4 部門に交

通事故外傷に対応可能なように整形外科を加えた 5 部門のうち、下記 Phase 1 の整備を新設病

院に対して実施することが妥当である。 

既存病院の機能 産婦人科、小児科（0～15 歳）、眼科、家族計画、予防接種 

新設病院の機能 Phase 1：救急科、外科（整形外科を含む）、内科の整備 

Phase 2：ミニマムサービスに記載のあるその他の科の整備及び追加病棟の建設 

現状では、既存病院にて安定的に提供されている産婦人科及び小児科の医療サービスは、既

存病院での提供を継続し、新設病院において内科、外科（整形外科を含む）及び救急部門の医

療サービスの拡充を実施し、今まで HD において十分な医療サービスを享受できなかった患者

に医療サービスを提供し、また、HD として最低限の医療体制が整備されることにより、近隣病

院からの患者受け入れが可能となり、リファラル体制が強化され、また、災害発生時や集団感

染（アウトブレイク）時における多数の疾患者発生時においても対応可能な施設構成とし、緊

急時においても医療サービスの提供が継続されるコンポーネントを想定した。 

上述の本プロジェクトの概略設計（案）を策定するにあたり、下記４点の前提条件がハイチ

国側により明確化され、確約されなくてはならないと判断した。 

① ハイチ国のニーズ同定の必要性 

2016 年 8 月の調査時点において、ミラゴアンヌ病院は、全体の 75％程度が産科病院として機

能しており、他の診療科については過去に専門医がいた経緯はあるものの、現時点では常勤医

は産科医と一般医しかおらず、患者のほとんどは妊産婦である。病院全体の病床稼働率も 11.4％

（2015 年）と極端に低く HD に必要とされる診療スタッフ数は 95 名に対し、68 名（72％）し

か確保されてないため、産科を除き HD に求められるミニマムサービスは行われていない。ま

た、現行の産科サービスに関しては、MDM による無料化が行われているが、2016 年 10 月末の

プロジェクト終了により、MDM 雇用スタッフの解雇が行われ、再び有料化された。しかし、

MSPP より事業の継続等の予定は示されていない。産科を除き、一般的な内科、外科、小児科の

診療に関しては非常勤医師等に任されており、病床も稼働していないのが現状である。また、
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新設された救急外来における診療対象は、主に軽症の一時救急患者である。ミラゴアンヌ市内

及び近郊の患者は、専門医及び施設・機材の増強や診察料の低価格設定により、急速に発展し

つつある南県の聖ボニフェス病院（St. Boniface Hospital）を受診しており、重症ケースを含む救

急患者も同病院を受診している状況である。既存病院でさえ十分に機能を果たしている状況で

はなく、改善計画も示されていない状況と言える。 

よって、病院が新設され専門医が配置されても、他施設に流動した患者からの信頼獲得は困

難であると考えられるため、診療の無料化やコミュニティへのアウトリーチ活動等の病院側に

よる様々な工夫、努力による将来的戦略が立案され、MSPP により公約されなくてはならない。 

② 計画・戦略の不足 

MSPP の二次医療施設設計基準（Le Paquet Essential de Services、以下、「PES／2015」という。）

以外には、ミラゴアンヌ病院の増床・移設に関して、明確な移転計画（戦略計画、予算の増額、

医療従事者の確保等）は示されておらず、DSNi 及び MSPP において検討が始まったばかりであ

る。また、既存病院に対する MDM による母子保健サービス、AFD による産科外来や手術室等

の病床拡張、さらには PEPFAR プログラムによる病院の管理部門の増築等が行われており、そ

れらのマネジメントだけで精一杯な状況である。 

よって、既存病院が母子保健センターのように機能し、新設病院が内科、外科、外傷（救急）

が中心的なサービスになると想定すると、ほぼ新規の病院を造ることになり、予算や人員の増

強は必須である。MSPP により予算・人員を確保し、新規病院を建設するとして、2 つの別れた

病院のそれぞれにどのような機能を持たせ、どれだけの資金的・人的リソースが必要なのかが

明確にされ、さらには、他県をもカバーするような地域中核病院とした国家プログラムという

政治的コミットメントを引き出すこと等の戦略が立案されなくてはならない。 

なお、MSPP は、ハイチ国内の公営病院職員に対し、8 ヵ月もの間、給与支払いを遅延させた

ため、2016 年 4 月から約 3 ヶ月間、全国の病院でストライキが実施されていたことを踏まえ、

MSPP の予算にて病院職員の給与・報酬が確保され、給与支払いの遅延が発生しない予算計画

が立案されなくてはならない。 

また、既存病院の収支は、診療報酬を病院運営資金に繰り入れており、マイナス収支にはな

っていない。新設病院の運営が開始され、光熱/通信費（電気、水道、ガス、電話、インターネ

ット代等）、医薬/消耗品費（医薬品、ラボ用試薬/放射線用消耗品、医療ガス等）、旅費（他病院

への患者移送、医薬品運搬等）、車輌維持管理費、建物修繕費、衛生費（飲料水等）等、全ての

支出を診療報酬でカバーできる予算計画が立案されなくてはならない。近年の既存ミラゴアン

ヌ病院の支出は「第 2 章 2-1-2 財政・予算」の「表 2-1-10 ミラゴアンヌ病院支出内訳」に記

載のとおりであり、2015 年までの過去 3 年間の平均年間支出が 4.6 百万 HTG（約 8 百万円／

年）である。既存病院と同規模となる新設病院にも同様に運営面で約 5 百万 HTG／年（約 9 百

万円／年）の追加支出が要され、既存及び新設病院の運営費は、約 10 百万 HTG（約 18 百万円

／年）が必要となる。想定される来院患者数から診察、検査、医薬品等の収入予測を鑑みた予

算計画が重要である。 
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表 3-1-1 のとおり、150 床の HD に必要な最小限の保健医療人材（医療/看護/保健技術職員）

は 95 名（PES／2015）であるのに対し、既存病院の保健医療人材は、68 名（約 72％）である。

新設病院が既存病院とは分離した別施設となり、計画規模（案）を病室 60 床、救急 10 床、ICU5

床の 75 床の増床を想定した場合、表 3-1-2 記載の 49 名の追加保健医療人材が必要となり、さ

らに既存病院同様に事務職及び各種補助職を 50 名程度増員し、確保されなくてはならない。49

名の保健医療人材及び 50 名の事務職・各種補助職に係る人件費は、概算にて 20 百万 HTG／年

（約 35 百万円／年）である。 

表 3-1-1 150床県病院に必要な保健人材数、既存人材数及び新規病院に必要な追加人材数の比較 

職種 基準人数（A） 既存人数（B) 
不足人数 
（A-B） 

新規病院に必要な 
最小追加人数 

医師 34 13 -21 11 
看護師 50 36 -14 33 
保健技術職員 1 9 +8 5 
その他 0 10 +10 0 

合 計 95 68 -27 49 
出典）調査団作成 

表 3-1-2 新規病院に必要な追加保健医療人材 

職種 人数 算定根拠 
家庭医 3 25 ベッドにつき 1 人の家庭医（PES／2015） 
内科医 2 交代勤務のため最低 2 人 
外科医 2 交代勤務のため最低 2 人 
外傷/整形外科医 2 交代勤務のため最低 2 人 
麻酔医（麻酔看護師） 2 交代勤務のため最低 2 人 
看護師（外来棟） 9 内科、外科、救急科各病棟 3 人 
看護師（入院棟） 24 10 ベッドにつき 1 人の看護師（PES／2015） 

三交代勤務のため 8 人×3 
臨床検査技師 3 三交代勤務のため 8 人×3 
レントゲン技師 2 交代勤務のため最低 2 人 

合 計 49  
出典）調査団作成 

③ 人材確保・育成の脆弱性 

新設病院では専門医を招聘し、これまでにないサービスを展開する必要があり、疾患別やマ

ネジメント全般の技術支援が非常に重要である。特に産科サービスのみならず、内科、外科、

救急等、クリニカルな技術が求められる分野をほぼ新規の状態から始めることとなる。しかし

ながら、現状では、専門医の招聘や開発パートナーの誘致等の計画は具体化しておらず、ハイ

チ国内の保健人材教育機関及び養成学校の生徒数及び卒業生の人数も把握できていないのが現

状である。前述の計画や予算の立案を鑑みて、MSPP のみならず、ハイチ国政府のハイレベルに

至るまでのコミットメントと開発パートナーによる支援を誘致すること等が必要と考えられる。

現時点では近隣県に安価で質の高い競合病院もあること等から、「診療サービスの継続的な改善

がなければ、受診者を増やすことは困難である」ことに加えて、「高度の診療スキルを持ちマネ

ジメント能力も高い専門医の確保の必要性」が高いと考えられる。 

よって、ハイチ国による新設病院の運営、維持管理、人材育成のため、開発パートナー等に

よる技術支援を誘致する必要があり、我が国支援による施設及び機材の供与後において、MSPP、
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DNSi、新ミラゴアンヌ病院及び開発パートナーにより円滑に開院し、これまでにない保健医療

サービスが提供され、良好な運営が継続される体制が整備されなくてはならない。 

④ 新規病棟建設予定地に係る課題 

本プロジェクト対象施設の建設予定地は、市役所による土地証明書が発行されているものの

公証人による手続きが未完であり、MEF／DGI による土地証明書が未発行である。建設予定地

は、起伏（高低差 10m 以上）があり、廃棄された既存建物がある。また、現在、民家があり、

一部耕作地として利用され、住民移転が発生することに加え、隣接する教会へのアプローチが

敷地内に干渉しているため、病院建設に当たり社会環境に与える影響が少なくない。また、市

街地からやや離れており住民からのアクセスが必ずしもよいと思われず、かつ周辺の道路も救

急患者を搬送するのに適切かどうか疑問が残る。 

よって、病院建設に当たり社会環境に与える影響に配慮し、解決され、また、住民のアクセ

ス及び救急患者搬送等の地理的特性を踏まえた建設予定地の妥当性が立証されなくてはならな

い。 

3-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

3-2-1 ハイチ国側が明確化すべき事項 

前述の「3-1 事業実施のための前提条件」のとおり、ハイチ国側により解決が必要な４点の

課題に対し、2016 年 9 月に MSPP よりビジネスプランが提出された。ビジネスプランにおいて

下記事項に言及されている。 

 ハイチ国の医療政策の動向 

 ハイチ国の人口動態と疾病傾向と対策 

 南部保健医療圏の疾病傾向と対策 

 ミラゴアンヌ病院の現状分析、利用患者状況、保健医療人材及び課題 

 ミラゴアンヌ病院の全体計画（基本理念、必要性、患者動態予測、運営計画、組織体制

及び人材配置計画） 

 新病院整備計画 

ビジネスプランの分析及び検証を行ったところ、「ハイチ国側により明確化すべき事項」全て

の根拠が整わず、確約されていないことから、前提条件が整わないと判断し、本プロジェクト

の事業化は極めて困難であると判断した。 

ハイチ国側により解決が必要な課題に対するビジネスプランの分析及び検証結果は以下のと

おりである。 

① ハイチ国のニーズ同定の必要性 

ビジネスプランにおいては、新設病院への患者動態予測にてハイチ国南部地域におけるリフ

ァラル地方病院として機能し、開業後初めの 2 年間で 1 日当たり平均 150～200 人の患者が利用

すると予測を立てている。しかし、既存病院における 2013 年から 2015 年までの来院患者数
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42,000人を週 5日間の診療日にて 1 日当たりの来院患者数を算出すると 54人／日であり、MSPP

の利用患者数予測は、ニップ県内のキャッチメントエリアである近隣の小規模病院の平均利用

患者数から希望的に想定されており、根拠として乏しく、目標に留まっていると判断する。 

② 計画・戦略の不足 

ビジネスプランにおいては、既設病院及び新設病院の運営予算の概算について、追って JICA

に提出することとなっている。近年の既存ミラゴアンヌ病院の支出は、2015 年までの過去 3 年

間の平均年間支出が 4.6 百万 HTG（約 8 百万円／年）である。既存病院と同規模となる新設病

院にも同様に運営面で約 5 百万 HTG／年（約 9 百万円／年）の追加支出が要され、既存及び新

設病院の運営費は、約 10 百万 HTG（約 18 百万円／年）が必要となる。想定される来院患者数

から診察、検査、医薬品等の収入予測を鑑みた予算計画が必要であるもののビジネスプランに

おいて示されていない。 

現在の既存病院は、保健医療人材 68 名、事務職 17 名及び各種補助職 33 名の合計 118 名によ

り運営されており、約 26 百万 HTG／年（約 46 百万円／年）の人件費が掛っている。新規病院

の運営には、さらに前述の「表 3-1-2 新規病院に必要な保健医療人材」記載の 49 名の追加保

健医療人材が必要となり、加えて既存病院同様に事務職及び各種補助職を 50 名程度増員し、約

100 名の追加保健医療人材及び職員が確保され、増員されなくてはならず、追加人件費は、概算

にて約 20 百万 HTG／年（約 35 百万円／年）が要され、既存及び新設病院の運営には、総額約

46 百万 HTG／年（約 82 百万円／年）の人件費が要されると分析する。しかし、ビジネスプラ

ンにおいては、具体的な予算増額の計画はなく、中央政府へ強く働きかけるという意向を示す

ことに留まっている。 

新設病院運営に係る人材確保、増員及び配置計画に関し、ビジネスプランにおいてキューバ

国等の近隣国からの専門医の招聘の可能性は示唆しているものの、MSPP の方針としてハイチ

人職員の雇用に積極的な姿勢を示している。しかしながら、保健医療人材の充足は、段階的に

行うことを目標としており、短期的には奨学金を利用し、専門医の育成を開始する意向はある

ものの、期待する予算確保は、中央政府に強く訴える努力をする意向を示すことに留まってい

る。 

③ 人材確保・育成の脆弱性 

ビジネスプランにおいては、ハイチ国内の大学病院 7 施設にて約 50 名の専門医を育成してい

るものの、技術的に脆弱であり、「専門医育成」は理想的なものではないこと、また、国外の育

成機関にて専門医の育成を補っているものの、国外での専門医育成は、一部の開発パートナー

による奨学金が供与されたときのみに限られており、今後の保健医療人材の確実な確保が担保

された人材育成計画とは言い難く、人材確保・育成の脆弱性を完全に払拭し、克服するには中・

長期的な計画・戦略を更に明確にする必要があると判断する。 

ニップ県において旧来より支援を行ってきた米国及びカナダ国等の協力を得るべく、セクタ

ー間、中央レベル及び県レベルでの会議等にて協議、要請を行うこととしており、また、ニッ

プ県において長期に渡り支援経験を有する NGO（ベルギーMDM、ドイツ赤十字、PEPFAR 等）
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と継続してパートナー関係を密にし、連携を強化する意向が示されている。しかしながら、今

後の展開を見据えたアプローチの方法等に言及されておらず、実現までのロードマップが明示

されておらず、実現性の根拠が不十分であると判断する。 

同様に新規開発パートナーとの連携を計画し、強化したい意向は示されているものの具体的

な戦略・計画については言及されていない。 

④ 新規病棟建設予定地に係る課題 

ビジネスプランにおいて、二次医療施設として必要な保健医療サービスの提供の好立地とな

る地理的な特性と有効性については主張されているものの、建設予定サイトの問題点に対する

改善案はなく、代替候補地に関する提案がなかった。 

上記の検証結果に基づき、JICA は 2016 年 12 月に調査団を派遣し、ハイチ国側に現在のミラ

ゴアンヌ病院が総合病院としての機能を発揮できておらず、将来計画が明確でないこと、現状

の予算や体制のままでは、病院施設を建設したとしても運営資金・人材不足により病院として

機能せず、患者に対する最適な治療が行われない可能性が高いことを説明し、2014 年 7 月 10 日

に要請された本案件に係る協力準備調査の実施中止を提案した。協議の結果、調査団及び MSPP

間で中止が合意されたため、両者は 2016 年 12 月 7 日に中止にかかる協議議事録に署名した。 

3-2-2 患者動態・ニーズ調査 

ミラゴアンヌ病院のストライキ及び近隣民間病院の充実した医療サービスの提供から、ミラ

ゴアンヌ病院における需要が少なくなっており、医療サービスを求める患者が新設ミラゴアン

ヌ病院に戻り、定着するには、医療サービスの向上が必要である。 

現地調査時点においては、他の病院（西県プチゴアーブ地域病院、アルティボニット県ゴナ

イブ病院、南東県ジャクメル病院）も同様の状況であり、特に 2016 年 5 月に竣工したジャクメ

ル病院（我が国無償資金協力及び CRC による協力）は、ストライキの影響から開院できていな

い状況であった。 

一方、今回調査で実施した下部組織である近隣の地域病院（以下、「HCR」という。）での事

情調査では、県内唯一の HR である当病院への期待は大きい。 

現状では、患者が民間病院から市内のミラゴアンヌ病院に戻ることを予測する患者動態の資

料及びデータが無かったため、近隣の民間病院・診療所、ミラゴアンヌ市役所、市内のホテル

等でミラゴアンヌ近隣住民 99 人に対するアンケート調査を実施した。調査の結果、表 3-2-1～

表 3-2-3 のとおり、アンケート対象者の 98%が新設ミラゴアンヌ病院での保健医療サービスに

関心があることが確認できた。 
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表 3-2-1 ニーズ調査アンケート対象地及び対象人数 

対象地 
ミラゴアンヌ 
市内ホテル 

ミラゴアンヌ 
市役所 

近隣診療所 
（2 ヵ所） 

NGO 運営病院 
（St. Boniface Hospital） 

合計 

人数 6 人 32 人 11 人 50 人 99 人（100%） 
男性 1 人 26 人 5 人 19 人 51 人（51.5%） 
女性 5 人 6 人 6 人 31 人 48 人（48.5%） 

出典）調査団アンケート調査結果 

表 3-2-2 ニーズ調査アンケート対象者年齢 

対象者年齢 19 歳以下 20～29 歳 30～31 歳 40～49 歳 50～59 歳 60 歳以上 
人数 7 人 40 人 30 人 13 人 8 人 1 人 
割合 7.1% 40.4% 30.3% 13.1% 8.1% 1.0% 

出典）調査団アンケート調査結果 

表 3-2-3 ニーズ調査アンケート結果 

No. 項目 A B C D E F 

Q1 

病院への訪問目

的 
一般診療（内

科、小児科） 
特別診療（眼

科、整形外科、

泌尿器科） 

救急 入院患者訪問 その他  

63 人（63.6%） 1 人（1.0%） 7 人（7.1%） 3 人（3.0%） 25 人（25.3%）  

Q2 
病院の選択理由 自宅から近い 提供可能医療

サービス 
コスト 医療従事者 紹介 その他 

46 人（46.5%） 30 人（30.3%） 3 人（3.0%） 0 人（0.0%） 0 人（0.0%） 20 人（20.2%） 

Q3 
新ミラゴアンヌ

病院が開院した

場合 

行く 行かない     

97 人（98.0%） 2 人（2.0%）     

Q4 
新ミラゴアンヌ

病院に期待する

事項 

特別診療 検査の速さ 外科手術 救急 非感染症 サービス品質 

2 人（2.0%） 0 人（0.0%） 1 人（1.0%） 7 人（7.1%） 0 人（0.0%） 89 人（89.9%） 

Q5 
現ミラゴアンヌ

病院のサービス 
乏しい 普通 良い とても良い その他  

40 人（40.4%） 0 人（0.0%） 18 人（18.2%） 4 人（4.0%） 37 人（37.4%）  

Q6 
NOG 運営病院

（St. Boniface） 
の医療サービス 

乏しい 普通 良い とても良い その他  

0 人（0.0%） 2 人（2.0％） 25 人（25.3%） 51 人（51.5%） 21 人（21.2%）  

出典）調査団アンケート調査結果 

Q5 の代表的なコメント 

・開院当初は良いサービスを提供していたが、人口増加に伴いサービスが劣化した。 

・病院建設物の内容は変わったが、サービス内容は変化していない。 

・良くも悪くもなっていない（変化無し）。 

Q6 の代表的なコメント 

・救急外傷サービス（その他と答えた全体の 26.6％）。 

・妊婦健診用に超音波診断装置が必要。 

・泌尿器、整形外科、産婦人科、外科等の専門医が必要。 

ニーズの証左資料として、分析データの信憑性を追求するには、ハイチ国側により更にキャ

ッチメントエリアを拡大し、多くの人、患者に対して詳細に調査し、分析することが要される

と判断する。 
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3-3 プロジェクトの評価 

 政策、制度、社会的なニーズの観点からの妥当性はあるが、事業目的の達成や長期的な効

果発現に必要な計画・戦略の具体性と組織・体制・人材・予算等の裏付けに欠けることから、

総合的に見て、妥当性・有効性が不十分と判断する。 

3-3-1 妥当性 

(1) プロジェクトの裨益対象 

直接の裨益対象は、ニップ県ミラゴアンヌ市民及び近隣県・地域の住民である。 

(2) プロジェクト目標と緊急性 

ニップ県唯一の HD であるミラゴアンヌ病院を二次医療施設として住民の期待に応える保

健医療サービスが提供できる基盤となる施設及び機材を整備する本プロジェクトの必要性は

高く、緊急性も高いと判断される。 

(3) ハイチ国中・長期的開発計画の目標達成への貢献 

本プロジェクトに関連するハイチ国の国家開発計画、保健分野の国家政策ならびに国際的

開発目標は、PSDH 2030、PNS 2012、PDS 2012-2022 及び SDGs である。 

PSDH 2030 は国土・経済・社会・制度再建の 4 つの柱から成る。保健に関するプログラム

は「社会再建」の 9 つのプログラム 3.1～3.9 のうち 3.3「保健サービスへのアクセス増加」で

ある。本プロジェクトは、同プログラムのサブプログラム 3.3.2「地域開発拠点のリファラル

病院設置」に明記されている。 

PNS 2012 及び PDS 2012-2022 では、「保健のための利用可能な資源とヘルスケアサービス

管理の強化」に「保健インフラの強化と実施」があげられている。各県に 1 ヵ所 HR を設置

することとなっており既に 10 県都、4 市に合計 14 の HR が設置済みである。 

前述のように、SDGs は MDGs で積み残された目標を達成することを目指しており、全 17

の目標のうち、本プロジェクトに関連するのは目標 3「あらゆる年齢のすべての人々の健康的

な生活を確保し、福祉を促進する」であり、母子保健指標のさらなる改善（目標 3.1～3）に

加え、地域中核病院の設計において目標 3.4「非感染性疾患による若年死亡率を予防や治療を

通じて 3 分の 1 減少させる」、目標 3.6「道路交通事故による死傷者を半減させる」がある。 

従って、二次医療施設であるミラゴアンヌ病院の整備は、ハイチ国の政策に合致している。 

(4) 我が国の援助政策・方針との整合性 

2012 年 4 月に策定された、我が国の対ハイチ国別援助方針では、援助の基本方針（大目標）

を「大震災からの復興と基礎社会サービスの確立」としている。本プロジェクトは、重点分

野（中目標）である「保健・衛生環境の改善」において「ハイチ国では、従来から基礎的保健

医療サービスが国民に十分行き届いておらず、乳幼児・妊産婦死亡率等の指標も中南米カリ
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ブ地域では最も悪い状況となっている。ハイチ国政府は震災以降さらに悪化している衛生環

境の改善、病院等の医療機関網の再構築及び拡大を目指しており、我が国としても安全な水

の提供、衛生環境改善のための啓発活動、インフラ整備等に取り組んでいく。」という方針に

合致する。また、我が国は、震災国としての経験・知見を活かしつつ、ハイチ国の大震災か

らの復興と基礎社会サービスの確立のため、ハイチ国民のニーズを踏まえた国家再建への支

援を引き続き実施していく方針であり、本プロジェクトはその一環として捉えられた。さら

に、ハイチ国はカリブ共同体（Caribbean Community。以下、「CARICOM」という。）の加盟国

であり、各種国際選挙その他国際場裡での CARICOM 諸国（計 14 か国）からの支持取付けの

観点からも、高い外交的必要性に答えるものと考えられる。 

(5) 国際的な開発目標達成への寄与 

SDGs の「目標 3」では「あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促

進する」が掲げられており、本プロジェクトは、この目標達成に直接資するものである。 

3-3-2 有効性 

本調査の結果、事業目的の達成、直接的な効果発現には、大きな課題があり、課題の解決・

克服のためには、ハイチ国側により、外部条件やリスクを見据え、重要な目標・指標を明確

にした詳細なロードマップ、ビジネスプランが不可欠である。 

政策・制度・社会的ニーズとは合致するものの、計画・戦略による裨益効果・水準が示さ

れず、組織・体制・人材等の内部状況が脆弱である現時点においては、本プロジェクトの妥

当性及び有効性が不十分であると判断する。 

1) 定量的効果 

本プロジェクトの妥当性は高いものの、有効性が不十分であることから、施設及び機材供

与後の定量的効果の発現は不明確であると判断する。 

2) 定性的効果 

本プロジェクトの妥当性は高いものの、有効性が不十分であることから、施設及び機材供

与後の定性的効果の発現は不明確であると判断する。 
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資料1．調査団員・氏名 
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現地調査（2016年7月16日～2016年8月19日） 

氏  名 担当業務 所  属 

伊藤 賢一 総括 
独立行政法人 国際協力機構 

人間開発部保健第 1 チーム 

杉下 智彦 技術参与 
独立行政法人 国際協力機構 

国際協力専門員 

徳星 達仁 協力企画 
独立行政法人 国際協力機構 

人間開発部保健第 1 チーム 

小田 幸司 
業務主任/建築計画 1/自然条件調査

/環境社会配慮 
八千代エンジニヤリング株式会社 

木村 孝明 副業務主任/建築計画 2/建築設計 株式会社梓設計 

松村 刀志嗣 
設備計画 1 

（インフラ調査） 
株式会社梓設計（補強） 

棚田 良 
設備計画 2 

（電気・機械設備） 
株式会社梓設計 

金指 大地 施工計画/積算 八千代エンジニヤリング株式会社 

浅沼 靖子 機材計画 ビンコーインターナショナル株式会社 

澤井 研二 機材計画/積算 ビンコーインターナショナル株式会社 

小林 恵子 保健計画 
八千代エンジニヤリング株式会社 

（補強） 

保坂 清人 通訳（仏語） 
八千代エンジニヤリング株式会社 

（補強） 

丸山 瑛 業務調整 八千代エンジニヤリング株式会社 

 

現地調査（2016年12月4日～2016年12月10日） 

氏  名 担当業務 所  属 

伊藤 賢一 総括 
独立行政法人 国際協力機構 
人間開発部保健第 1 チーム 

杉下 智彦 技術参与 
東京女子医科大学教授 

独立行政法人 国際協力機構 
保健医療分野課題別支援委員 

永田 禎章 協力企画 
独立行政法人 国際協力機構 
人間開発部保健第 1 チーム 

小田 幸司 
業務主任/建築計画 1/自然条件調査

/環境社会配慮 
八千代エンジニヤリング株式会社 

木村 孝明 副業務主任/建築計画 2/建築設計 株式会社梓設計 

浅沼 靖子 機材計画 ビンコーインターナショナル株式会社 

保坂 清人 通訳（仏語） 
八千代エンジニヤリング株式会社 

（補強） 
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調査行程（現地調査時） 

No. 月日 曜日 

官ベース 調査内容 
JICA コンサルタント団員（八千代エンジニヤリング株式会社、株式会社梓設計、ビンコーインターナショナル株式会社） 

官団員 
（総括） 

官団員 
（技術参与） 

官団員 
（協力企画） 

業務主任/ 
建築計画 1/ 

自然条件調査/ 
環境社会配慮 

副業務主任/ 
建築計画 2/ 
建築設計 

設備計画 1 
（インフラ調査） 

設備計画 2 
（電気・機械設備） 

施工計画/積算 機材計画 機材計画/積算 保健計画 通訳（仏語） 業務調整 

伊藤 賢一 杉下 智彦 徳星 達仁 小田 幸司 木村 孝明 松村 刀志嗣 棚田 良 金指 大地 浅沼 靖子 澤井 研二 小林 恵子 保坂 清人 丸山 瑛 
1 7 月 16 日 土        

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   移動［東京→パリ］  
2 7 月 17 日 日 移動［パリ着］ 

移動［パリ→ポワンタ

ピートル→ポルトー

プランス］ 
3 7 月 18 日 月 ・保健人口省訪問 

・保健・医療事情調

査 
・他ドナー訪問 

4 7 月 19 日 火 移動［東京→パリ］ 移動［東京→パリ］ 移動［東京→パリ］ 
5 7 月 20 日 水 移動［パリ→ポワンタピートル→ポルトープ

ランス］ 
移動［パリ→ポワンタ

ピートル→ポルトー

プランス］ 

移動［パリ→ポワンタピートル→ポルト

ープランス］ 

6 7 月 21 日 木 ・JICAFO 表敬 
・保健人口省訪問・調査説明 
移動［ポルトープランス→ミラゴアンヌ］ 
・西県プチゴアーブ病院訪問・視察 

・JICAFO 表敬 
・保健人口省訪問・

調査説明 

・JICAFO 表敬 
・保健人口省訪問・調査説明 
移動［ポルトープランス→ミラゴアンヌ］ 
・西県プチゴアーブ病院訪問・視察 

・JICAFO 表敬 
・保健人口省訪問・

調査説明 

7 7 月 22 日 金 ・ニップ県保健局訪問・調査説明 
・ニップ県ミラゴアンヌ病院訪問・視察・調査

説明 
・ミラゴアンヌ市役所訪問・調査説明 
・新規サイト視察 
・新規サイトインフラ整備状況調査 
・現地医療施設訪問 
移動［ミラゴアンヌ→ジャクメル］ 
・南東県ジャクメル病院視察 
移動［ジャクメル→ポルトープランス］ 

移動［ポルトープラン

ス→ミラゴアンヌ］ 
・ニップ県保健局訪

問・調査説明 
・ニップ県ミラゴアン

ヌ病院訪問・視察・

調査説明 
・新規サイト視察 
・既存機材調査 
・調達事情調査 
・現地医療施設訪問 
・西県プチゴアーブ

病院情報収集 
移動［ミラゴアンヌ→
ポルトープランス］ 

・ニップ県保健局訪

問・調査説明 
・ニップ県ミラゴアン

ヌ病院訪問・視察・

調査説明 
・新規サイト視察 
・既存機材調査 
・保健・医療事情調

査 
・現地医療施設訪問 
・西県プチゴアーブ

病院情報収集 
移動［ミラゴアンヌ→
ポルトープランス］ 

・ニップ県保健局

訪問・調査説明 
・ニップ県ミラゴア

ンヌ病院訪問・

視察・調査説明 
・ミラゴアンヌ市役

所訪問・調査説

明 
・新規サイト視察 
・新規サイトインフ

ラ整備状況調査 
・現地医療施設訪

問 
移動［ミラゴアンヌ

→ジャクメル］ 
・南東県ジャクメ

ル病院視察 
移動［ジャクメル

→ポルトープラン

ス］ 

移動［ポルトープラ

ンス→ミラゴアン

ヌ］ 
・ニップ県保健局訪

問・調査説明 
・ニップ県ミラゴアン

ヌ病院訪問・視察・

調査説明 
・ミラゴアンヌ市役所

訪問・調査説明 
・新規サイト視察 
・新規サイトインフラ

整備状況調査 
・現地医療施設訪

問 
移動［ミラゴアンヌ→

ジャクメル］ 
・南東県ジャクメル

病院視察 
移動［ジャクメル→

ポルトープランス］ 

8 7 月 23 日 土 

9 7 月 24 日 日 ・資料整理 
移動［ポルトープランス→ゴナイブ］ 

・資料整理 
移動［ポルトープラン

ス→ゴナイブ］ 

・資料整理 
移動［ポルトープランス→ゴナイブ］ 

10 7 月 25 日 月 ・アルティボニット県ゴナイブ病院視察 
移動［ゴナイブ→ポルトープランス］ 

移動［東京→パリ］ ・アルティボニット県

ゴナイブ病院視察 
移動［ゴナイブ→ポ

ルトープランス］ 

移動［東京→パリ］ ・アルティボニット県ゴナイブ病院視察 
移動［ゴナイブ→ポルトープランス］ 

11 7 月 26 日 火 ・WHO 訪問 
・保健人口省訪問・打合せ 
・建設事情調査 
・建築資機材調査 
・機材調査 
・調達事情調査 

移動［パリ→ポワンタ

ピートル→ポルトー

プランス］ 

・WHO 訪問 
・保健人口省訪問・

打合せ 
・建設事情調査 
・建築資機材調査 
・機材調査 
・調達事情調査 

移動［パリ→ポワンタ

ピートル→ポルトー

プランス］ 

・WHO 訪問 
・保健人口省訪問・打合せ 
・建設事情調査 
・建築資機材調査 
・機材調査 
・調達事情調査 

12 7 月 27 日 水 ・保健人口省訪問・打

合せ 
・対外協力省保健セク

ター訪問 
・調達事情調査（現地

資機材等） 
・DOSS 打合せ 
・現地再委託打合せ 
・新規サイトインフラ整

備状況調査 

・保健人口省訪問・

打合せ 
・対外協力省保健

セクター訪問 
・建設事情調査 
・DOSS 打合せ 
・建築資機材調査 
・調達事情調査 
・財務省訪問・調査

説明 
 

・保健人口省訪問・

打合せ 
・対外協力省保健セ

クター訪問 
・調達事情調査（現

地資機材等） 
・DOSS 打合せ 
・現地再委託打合せ 
・新規サイトインフラ

整備状況調査 
・財務省訪問・調査

説明 

移動［ポルトープランス→ミラゴアンヌ］ 
・ニップ県ミラゴアンヌ病院調査 
・機材調査 
・調達事情調査 
・他ドナー訪問 
・サン・ボニフェス病院訪問 
・保健センター訪問 

・保健人口省訪問・

打合せ 
・他ドナー訪問 
・対外協力省保健セ

クター訪問 

・保健人口省訪問・

打合せ 
・調達事情調査（現

地資機材等） 
・対外協力省保健

セクター訪問 
・DOSS 打合せ 
・財務省訪問・調査

説明 
・現地再委託打合

せ 

・保健人口省訪問・

打合せ 
・調達事情調査（現

地資機材等） 
・対外協力省保健

セクター訪問 
・DOSS 打合せ 
・現地再委託打合

せ 

13 7 月 28 日 木 移動［ポルトープラン

ス→ミラゴアンヌ］ 
・現地再委託サイト打

合せ 
・ミラゴアンヌ病院訪

問 
移動［ミラゴアンヌ→

ポルトープランス］ 

移動［ポルトープラン

ス→ミラゴアンヌ］ 
・現地再委託サイト

打合せ 
・ミラゴアンヌ病院訪

問 
移動［ミラゴアンヌ→

ポルトープランス］ 

移動［ポルトープラン

ス→サントドミンゴ］ 
移動［ポルトープラ

ンス→ミラゴアン

ヌ］ 
・現地再委託サイト

打合せ 
・ミラゴアンヌ病院

訪問 
移動［ミラゴアンヌ

→ポルトープラン

ス］ 
14 7 月 29 日 金 ・団内会議 

・中間報告書作成 
・団内会議 
・中間報告書作成 

移動［サントドミンゴ

→パリ］ 
・団内会議 
・中間報告書作成 

15 7 月 30 日 土 ・団内会議 
・中間報告書作成 

・団内会議 
・中間報告書作成 

移動［ミラゴアンヌ→ポルトープランス］ 
・団内会議 
・中間報告書作成 

移動［パリ→東京］ ・団内会議 
・中堅報告書作成 16 7 月 31 日 日 移動［東京 → パ

リ］ 
 

17 8 月 1 日 月 移動［東京→ロサンゼルス→マイアミ

→ポルトープランス］ 
移動［ポルトープランス→ミラゴアンヌ］ 
・団内会議 

・保健人口省訪問・打

合せ 
移動［ポルトープラン

ス→ミラゴアンヌ］ 
・団内会議 

・保健人口省訪問・

打合せ 
・建築資機材調査 
・建設事情調査 
・調達事情調査 

移動［パリ→ポワ

ンタピートル→ポ

ルトープランス］ 
・団内会議 

・保健人口省訪問・打合せ 
移動［ポルトープランス→ミラゴアンヌ］ 
・団内会議 

・保健人口省訪問・打合せ 
移動［ポルトープランス→ミラゴアンヌ］ 
・団内会議 

18 8 月 2 日 火 移動［東京→ロサ

ンゼルス→マイアミ

→ポルトープラン

ス］ 
移動［ポルトープラ

ンス→ミラゴアン

ヌ］ 
・ニップ県ミラゴア

ンヌ病院訪問・視

察 
・団内会議 

・ニップ県ミラゴアンヌ病院訪問・視察・

調査 
・サン・ボニフェス病院訪問 
・団内会議 

・ニップ県ミラゴアンヌ

病院訪問・視察・調

査 
・新規サイト視察 
・二ップ県 DINEPA 訪

問 
・二ップ県 EDH 訪問 
・団内会議 

移動［ポルトープランス→ミラゴアンヌ］ 
・団内会議 

・ニップ県ミラゴアン

ヌ病院訪問・視察・

調査 
・新規サイト視察 
・二ップ県 DINEPA
訪問 

・二ップ県 EDH 訪問 
・団内会議 

・ニップ県ミラゴアンヌ病院訪問・視察・調査 
・団内会議 

・ニップ県ミラゴアンヌ病院訪問・視察・

調査 
・新規サイト視察 
・二ップ県 DINEPA 訪問 
・二ップ県 EDH 訪問 
・団内会議 

19 8 月 3 日 水 ・新規サイト視察 
・ニップ県保健局訪問・協議 
移動［ミラゴアンヌ→ポルトープランス］ 
・団内会議 

・新規サイト視察 
・ニップ県保健局訪問・協議 
移動［ミラゴアンヌ→ポルトープランス］ 
・団内会議 

・新規サイト視察 
・ニップ県保健局訪問・協議 
移動［ミラゴアンヌ→ポルトープランス］ 
・団内会議 

20 8 月 4 日 木 ・保健人口省と協

議 議 事 録 M/D
（案）の説明・協議 

・保健人口省と協

議議事録 M/D
（案）の説明・協

議 
移動［ポルトープ

ランス→マイアミ］ 

・保健人口省と協議議事録 M/D（案）の説明・協議 
 

・保健人口省と協議議事録 M/D（案）の説明・協議 ・保健人口省と協議議事録 M/D（案）の

説明・協議 

21 8 月 5 日 金 移動［マイアミ→

アトランタ→東京］ 
22 8 月 6 日 土 移動［ポルトープラ

ンス→ジャクメル］ 
・南東県ジャクメル

病院視察 
移動［ジャクメル→

ポルトープランス 

移動［東京着］ 移動［ポルトープラ

ンス→ジャクメル］ 
・南東県ジャクメル

病院視察 
移動［ジャクメル→

ポルトープランス］ 

・団内会議 
・資料整理 

・団内会議 
・資料整理 

・団内会議 
・資料整理 

23 8 月 7 日 日 ・資料整理  ・資料整理 
24 8 月 8 日 月 ・M/D の署名 

・在ハイチ日本国

・M/D の署名 
・在ハイチ日本国大使館報告 

移動［東京→パリ］ ・M/D の署名 移動［ポルトープランス→ミラゴアンヌ］ 
・二ップ県出口調査 

・M/D の署名 
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No. 月日 曜日 

官ベース 調査内容 
JICA コンサルタント団員（八千代エンジニヤリング株式会社、株式会社梓設計、ビンコーインターナショナル株式会社） 

官団員 
（総括） 

官団員 
（技術参与） 

官団員 
（協力企画） 

業務主任/ 
建築計画 1/ 

自然条件調査/ 
環境社会配慮 

副業務主任/ 
建築計画 2/ 
建築設計 

設備計画 1 
（インフラ調査） 

設備計画 2 
（電気・機械設備） 

施工計画/積算 機材計画 機材計画/積算 保健計画 通訳（仏語） 業務調整 

伊藤 賢一 杉下 智彦 徳星 達仁 小田 幸司 木村 孝明 松村 刀志嗣 棚田 良 金指 大地 浅沼 靖子 澤井 研二 小林 恵子 保坂 清人 丸山 瑛 
大使館報告 

25 8 月 9 日 火 移動［ポルトープラ

ンス→サントドミン

ゴ］ 
・JICA ドミニカ共和

国事務所報告 

移動［ポルトープラ

ンス→サントドミン

ゴ］ 
・JICA ドミニカ共

和国事務所報告 

・環境社会配慮調査 
・保健人口省訪問・打

合せ 
・水質基準調査 

・建築資機材調査 
・建設事情調査 
・調達事情調査 

移動［パリ→ポワンタ

ピートル→ポルトー

プランス］ 

・建築資機材調査 
・建設事情調査 
・調達事情調査 

・二ップ県出口調査 
移動［ミラゴアンヌ→ポルトープランス］ 

・保健人口省訪問・打合せ 
・環境社会配慮調査 
・水質基準調査 

26 8 月 10 日 水 移動［サントドミンゴ

→NY］ 
移動［NY→東京］ 

移動［サントドミン

ゴ→NY］ 
移動［NY→東京］ 

・DINEPA 本部訪問・

調査 
・DOSS 訪問・打合せ 

・建築資機材調査 
・建設事情調査 
・DOSS 訪問・打合

せ 

移動［ポルトープランス→ミラゴアンヌ］ 
・新規サイト視察・調査 
・EDH 及び DINEPA 訪問・調査 
・ミラゴアンヌ病院訪問 
・新設サイト水源・貯水槽視察 

・機材調査 
・調達事情調査 
・DOSS 訪問・打合せ 

移動［ポルトープラン

ス→サントドミンゴ］ 
・調達事情調査 

・DINEPA 本部訪問・調査 
・DOSS 訪問・打合せ 

27 8 月 11 日 木 移動［東京着］ 移動［東京着］ ・環境省ヒアリング 
・CTE 訪問 
・測量会社訪問 

移動［ミラゴアンヌ→ジャクメル］ 
・南東県ジャクメル病院視察 
移動［ジャクメル→ポルトープランス］ 

移動［ポルトープラン

ス→ポワンタピート

ル→パリ］ 

・調達事情調査 ・環境省ヒアリング 
・CTE 訪問 
・測量会社訪問 

28 8 月 12 日 金   ・CTE 訪問 
・市民保護局訪問 
・保健人口省訪問・打

合せ 

・建築資機材調査 
・建設事情調査 
・調達事情調査 

移動［パリ着］ 
移動［パリ→東京］ 

移動［サントドミンゴ

→ポルトープランス］ 
・CTE 訪問 
・市民保護局訪問 
・保健人口省訪問・打合せ 

29 8 月 13 日 土 ・団内会議 
・資料整理 
・報告書作成 

・ ミルバレ病院訪

問・視察 
移動［ポルトープ

ランス→ポワンタ

ピートル→パリ］ 

・ミルバレ病院訪問・

視察 
・団内会議 
・資料整理 
・報告書作成 

移動［東京着］ ・ミルバレ病院訪問・

視察 
・ミルバレ病院訪

問・視察 
・団内会議 
・資料整理 
・報告書作成 

30 8 月 14 日 日 ・団内会議 
・資料整理 
・報告書作成 

移動［パリ着］ 
移動 ［パリ→東

京］ 

・団内会議 
・資料整理 
・報告書作成 

 ・団内会議 
・資料整理 
・報告書作成 

・団内会議 
・資料整理 
・報告書作成 

31 8 月 15 日 月 ・建築資機材調査 
・建設事情調査 
・調達事情調査 
・他ドナー訪問 

移動［東京着］ ・建築資機材調査 
・建設事情調査 
・調達事情調査 
・他ドナー訪問 

・機材調査 
・調達事情調査 
・他ドナー訪問 

・建築資機材調査 
・建設事情調査 
・調達事情調査 
・他ドナー訪問 

・建設事情調査 
・他ドナー訪問 

32 8 月 16 日 火  移動［ポルトープラ

ンス→ミラゴアン

ヌ］ 
・防災データ収集 
・新設サイト視察 
移動［ミラゴアンヌ

→ポルトープラン

ス］ 
33 8 月 17 日 水 移動［ポルトープランス→ポワンタピートル

→パリ］ 
移動［ポルトープランス→ポワンタピートル

→パリ］ 
移動［ポルトープラン

ス→ポワンタピート

ル→パリ］ 

移動［ポルトープランス→ポワンタピート

ル→パリ］ 

34 8 月 18 日 木 移動［パリ着］ 
移動［パリ→東京］ 

移動［パリ着］ 
移動［パリ→東京］ 

移動［パリ着］ 
移動［パリ→東京］ 

移動［パリ着］ 
移動［パリ→東京］ 

35 8 月 19 日 金 移動［東京着］ 移動［東京着］ 移動［東京着］ 移動［東京着］ 
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調査行程（現地調査結果報告時） 

No. 月日 曜日 

官ベース 調査内容 
JICA コンサルタント団員 

（八千代エンジニヤリング株式会社、株式会社梓設計、ビンコーインターナショナル株式会社） 
官団員 
（総括） 

官団員 
（技術参与） 

官団員 
（協力企画） 

業務主任/ 
建築計画 1/ 

自然条件調査/ 
環境社会配慮 

副業務主任/ 
建築計画 2/ 
建築設計 

機材計画 通訳 

伊藤 賢一 杉下 智彦 永田 禎章 小田 幸司 木村 孝明 浅沼 靖子 保坂 清人 
1 12 月 4 日 日 移動［NY→ポルト

ープランス］ 
移動［東京→LA→NY］ 移動［東京→NY］ 移動［東京→パリ］ 移動［東京→NY］ 

2 12 月 5 日 月 ・カナダ赤十字協議 移動［NY 着］ 
移動［NY→ポルトープランス］ 

移動［NY→ポルトープランス］ 移動［パリ→ポワンタ

ピートル→ポルトー

プランス］ 

移動［NY→ポルトー

プランス］ 
・在ハイチ日本国大使館表敬 
・保健人口省訪問・調査説明 

・在ハイチ日本国大使

館表敬 
・保健人口省訪問・調

査説明 
3 12 月 6 日 火 ・保健人口省に準備調査報告書（案）の説明・協議 

・保健人口省と協議議事録 M/D（案）の説明・協議 
4 12 月 7 日 水 ・保健人口省と協議議事録 M/D の署名 

・在ハイチ日本国大使館報告 
・JICAFO 報告 

5 12 月 8 日 木 移動［ポルトープランス→サントドミンゴ］ 
・JICA ドミニカ共和国事務所報告 

移動［ポルトープランス

→NY］ 
移動［ポルトープラン

ス→ポワンタピート

ル→パリ］ 

移動［ポルトープラン

ス→NY］ 
移動［サントドミンゴ

→NY］ 
移動［サントドミンゴ→マイアミ→LA］ 移動［サントドミンゴ

→マイアミ］ 
6 12 月 9 日 金 移動［NY→東京］ 移動［LA 着］ 

移動［LA→東京］ 
移動［マイアミ→シカ

ゴ→東京］ 
移動［NY→東京］ 移動［パリ着］ 

移動［パリ→東京］ 
移動［NY→東京］ 

7 12月 10日 土 移動［東京着］ 
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相手国関係者リスト 

Organisation 
機関名 

Division/service 
部/課 

Titre 
役職 

NOM et Prénom 
氏名 

Ministère de la Santé 
Publique et de la 
Population 
(MSPP) 
保健人口省 

Direction Générale 
総局 

Directeur Général 
総局長 

M. Gabriel Thimothé 

Unité de Planification et 
d'Evaluation (UPE) 
計画作成評価局 

Directrice 
局長 

M. Thermidor Roody 

Direction des Ressources 
Humaines (DRH) 
人材部 

 M. ElyséePierre 

Direction 
d'Épidémiologie, de 
Laboratoire et Recherche 
(DELR) 
疫学・検査・研究局 

Statisticien 
統計官 

Mme. Danialla Azor 

Direction de 
l'Administration et du 
Budget (DAB) 
管理予算部 

Directrice 
部長 

M. Claude Jeanty 
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現地調査時協議議事録（M/D）2016 年 8月 8日（和文仮訳） 

協議議事録 
ハイチ国ミラゴアンヌ病院整備計画 

 
 ハイチ共和国政府（以下、「ハイチ」と称す）の要請に対し、日本政府はミラ

ゴアンヌ病院整備計画（以下、「プロジェクト」と称す）の準備調査を行うこと

を決定し、その調査を独立行政法人国際協力機構（以下「JICA」と称す）に委

託した。 
 
JICA は人間開発部・伊藤賢一を団長とする準備調査団（以下「調査団」と称す）

を 2016 年 7 月 17 日から 8 月 17 日までハイチに派遣することにした。 
 
 調査団は、ハイチ滞在中に関係当局との協議および対象地域における現地調

査を実施した。 
これらの協議議事録と現地調査を踏まえ、双方は付属文書および別添に記載す

る主要事項について確認した。 
 

ポルトープランス、2016 年 8 月 8 日 
 

 

 
 
                                
伊藤 賢一 
団長 
協力準備調査団 
国際協力機構 
日本 
 

 
 
                                  
Dr. Gabriel THIMOTHÉ 
総局長 
保健人口省 
ハイチ共和国 
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附属文書 

 

1. 本プロジェクトのハイチによる要請の概要と実施体制は以下の通り。 

1-1.プロジェクトの目標 

本プロジェクトはニップ県ミラゴアンヌ病院において、既存施設の改修及び

拡張、機材整備を支援することにより、2 次医療施設として必要な保健医療

サービスの提供の基盤整備を図り、もって同国における保健・衛生環境の改

善に寄与するものである。 

1-2.プロジェクト名称 

ミラゴアンヌ病院整備計画 

1-3.プロジェクトサイト 

本プロジェクトの現段階での対象地域は、別添１に示すニップ県ミラゴアン

ヌ市である。 

1-4.責任機関及び実施機関（組織図は別添 2） 

1-4-1. 責任機関はハイチ保健人口省保健医療サービス組織局であり、実施機関

を監督する機関である。 

1-4-2. 実施機関はハイチ保健省ニップ県保健局である。実施機関はプロジェク

トの円滑な実施のためすべての関係機関を調整し、関係機関によりハイ

チ側が取るべき措置を適時適切に行うよう保証する。 

1-5.要請の対象部門と機材 

(1) 要請部門：ミラゴアンヌ病院の内科、外科、救急科、産婦人科、外来、

事務、書庫、整形外科等の整備  

(2) 要請機材：上記の科の整備に必要な機材（入院用ベッド、手術台、手術

用モニター、心電計、レントゲン等） 

 

2. プロジェクト実施にあたり解決されるべき課題と今後のアクション 

上記 1.の要請に対し、無償資金協力の計画の妥当性・有効性を検証する前段

階として、概略設計調査の実施にあたっては、別添 3の 1.に記載の課題をハ

イチ側が解決し、2.に記載の事項をハイチ側が明確化しなければ進めること

ができないことを確認した。なお、ミラゴアンヌ病院の現状は別添 4のとお

り。 

 

3. ハイチ側で明確化すべき事項の回答期限 

概略設計調査を進めることが可能か否かの判断を行うため、別添 3の 2.のハ

イチ側で明確化すべき事項について、ハイチ側は2016年8月31日までにJICA

に回答することを確約した。 

 

4. 調査スケジュール 

4-1.コンサルタント団員は、2016年 8月 17日までハイチで引き続き調査を行う。 

4-2.ハイチ側から上記 3.の回答の後、概略設計調査を進められるか否か JICAは

ハイチ側に通知する。調査を進められると JICAが判断する場合には、概略
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設計調査を 2016年 10～11月頃に実施し、プロジェクトの全体方針について

ハイチ側に説明・協議する。 

4-3.協議が合意に至れば、JICAは協力準備調査報告書案を仏語で作成すると共

に、概略設計概要説明調査団を 2017年 4月頃に派遣し、協力準備調査報告

書案についてハイチ側に説明すると共に、ハイチ側の必要準備事項を確認す

る。 

4-4.協力準備調査報告書案の内容がハイチ側に原則的に受け入れられた場合、

JICAは協力準備調査報告書を作成し、これを 2016年 7月頃にハイチ側へ送

付する。 

4-5.上記スケジュールは暫定的であり、変更の可能性がある。 

 

5. 日本の無償資金協力制度 

5-1.調査団は、別添 5に示された無償資金協力の仕組みと流れをハイチ側に説

明し、ハイチ側はそれを理解し、合意した。 

5-2.ハイチ側は、日本政府が本プロジェクトに対する日本の無償資金協力の実

施を承認した場合、その円滑な実施のために、別添 6に記載された必要な措

置（先方負担事項）をとることを確約した。 

 

6. 現在の建設予定地で実施する場合の環境社会配慮 

6-1.現在の建設予定地にてプロジェクトを実施する場合、ハイチ側はプロジェ

クト実施中およびプロジェクト完了後において、JICAの環境社会配慮ガイ

ドライン（2010年 4月）に基づき必要な環境社会的配慮を行うことを確認

した。 

6-2.本プロジェクトは環境や社会への望ましくない影響が上記ガイドラインに

基づくカテゴリ Aに比して小さいと考えられるため、カテゴリ B に属する。

この建設予定地とする場合、ハイチ側は環境アセスメントにかかる IEEレベ

ルでの必要な環境社会配慮調査を行い、報告書を作成する。 

6-3.本プロジェクトは住民移転が発生することから、ハイチ側は住民移転計画

を作成し、公開することを確約した。また、ハイチ側は移転した住民に対し

十分な補償を行うとともに住民移転計画に沿って適宜支援をすることを確

約した。  

 

以上 

 

別添 1  プロジェクトサイト 

別添 2 責任機関及び実施機関組織図 

別添 3 概略設計にあたりハイチ側による解決が必要な課題と今後の調査を進

めるにあたりハイチ側が明確化すべき事項 

別添 4 ミラゴアンヌ病院の現状及び新規建設用地について 

別添 5 無償資金協力の仕組みと流れ 

別添 6 両国政府の負担事項 
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別添-1 
プロジェクトサイト 
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別添-1 
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別添-2 
責任機関及び実施機関組織図

 
保健人口省（MSPP） 
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別添-2 
 
 
 
 

 
 

ニップ県保健局（DSNi） 
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別添-3 

概略設計にあたりハイチ側による解決が必要な課題と今後の調査を進めるにあ

たりハイチ側が明確化すべき事項 

 

１．ハイチ側による解決が必要な課題 

（１）ニーズ同定の必要性： 

2016年 8月現在、ミラゴアンヌ病院全体の 75％程度は産科病院として機能して

おり、他の診療科については過去に専門医がいた経緯はあるものの、現時点で

は常勤医は産科医と一般医しかおらず、患者のほとんどは妊産婦である。病院

全体の病床稼働率も約 12％程度と極端に低く、県立病院に必要とされる診療ス

タッフ数も 55％程度しか確保されてないために、県立病院に求められるミニマ

ムサービスも産科を除き、現時点で全く行われていない。また現行の産科サー

ビスに関しては、世界の医療団（MdM）による無料化が行われているが、2か月

後にプロジェクトが終了するのにあたり、MdM雇用スタッフの解雇が行われ、再

び有料化される予定である。しかし、現在に至るまで保健人口省より事業の継

続などの予定は示されていない。産科を除き、一般的な内科、外科、小児科の

診療に関しては非常勤医師などに任されており、病床もあまり稼働していない

現状である。また新設された救急外来における診療対象は、主に軽症の一時救

急患者である。ミラゴアンヌ市内および近郊の患者は、専門医および施設・機

材の増強や診察料の低価格設定により、急速に発展しつつある聖ボニフェス病

院を受診しており、重症ケースを含む救急患者も同病院を受診している状況で

ある。「既存のミラゴアンヌ病院でさえ十分に機能を果たしている状況ではない

し、その改善計画も示されていない」と言える。また例え病院が新設され専門

医が配置されても、診療の無料化やコミュニティへのアウトリーチ活動など、

病院側が様々な工夫や努力をしないと、他の施設に流してしまった患者からの

信頼獲得は困難であると考えられる。 

 

（２）計画・戦略の不足： 

保健人口省（MSPP）の二次医療施設に関する基準（PES）以外には、ミラゴアン

ヌ病院の増床・移設に関して、明確な移転計画（戦略計画、予算の増額、医療

従事者の確保など）は示されておらず、県保健局及び MSPPでも検討が始まった

ばかりである。また既存の病院に対する MdMによる母子保健サービス、フラン

ス開発庁による産科外来や手術室などの病床拡張、さらには米国 PEPFARプログ

ラムによる病院の管理部門の建設などが行われており、それらのマネジメント

だけで精一杯な状況である。さらに仮に既存の病院が母子保健センターのよう

に機能し、新病院が内科、外科、外傷（救急）が中心的なサービスになるとす

ると、ほぼ新規の病院を造ることになり、予算や人員の増強は必須課題である。

「移設計画が示されず、予算・人員などの確保がなされていない中で、病院建

設だけを進めていくのか」、「予算・人員を確保し新規に病院を建設するとして、

2つの別れた病院のそれぞれに、どのような機能を持たせ、どれだけの資金的・

人的リソースが必要なのか？」さらには、「他県をもカバーするような地域中核

病院としての国家プログラムという政治的コミットメントを引き出すことが妥
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当か否か」を明確にする必要がある。 

 

（３）人材確保・育成の脆弱性： 

上記のように新病院では専門医を招聘してこれまでにないサービスを展開する

必要があり、疾患別やマネジメント全般の技術支援が非常に重要である。特に

産科サービスのみならず、内科、外科、救急など、クリニカルな技術が求めら

れる分野をほぼ新規の状態から始めることに当たり、病院関係者や県保健局の

人材をハイチ側で育成したり開発パートナーの技術支援を誘致したりするなど、

継続的に医療従事者のスキルとサービスを向上するメカニズムが必要である。

前述の計画や予算の立案を鑑みて、保健省幹部のみならず、場合によってはハ

イチ政府のハイレベルに至るまでのコミットメントと開発パートナーによる支

援を誘致することなどが必要と考えられる。現時点では近隣県に安価で質の高

い競合病院もあることなどから、「診療サービスの継続的な改善がなければ、受

診者を増やすことは困難である」ことに加えて、「高度の診療スキルを持ちマネ

ジメント能力も高い専門医の確保の必要性」が高いと考えられる。 

 

（４）新規病棟建設予定地にかかる課題： 

本プロジェクトの対象施設の現段階での建設予定地は、市役所による証明書が

発行されているものの公証人による手続きが未完であり、財務省／主税部によ

る土地証明書が未発行である。建設予定地は、起伏が多く、民家もあり、一部

耕作地として利用され、住民移転が発生することに加え、隣接する教会へのア

プローチが敷地内に干渉しているため、病院建設にあたり社会環境に与える影

響が少なくない。また、市街地からやや離れており住民からのアクセスが必ず

しもよいと思われず、かつ周辺の道路も救急患者を搬送するのに適切かどうか

疑問が残る。上記の理由から別の代替候補地を確保することも検討する必要が

ある。 

 

２．今後の調査を進めるにあたりハイチ側が明確化すべき事項 

（１）国家の全体計画におけるミラゴアンヌ病院の位置づけおよび機能改善の

ための中長期計画。 

（２）MSPPの二次医療施設に関する基準（PES）以外のミラゴアンヌ病院の増床・

移設に関する明確なビジネスプランの策定。（ビジネスプランには、既存の病院

の機能と新設の病院の機能の戦略的な実施、およびそれらの機能拡張に必要な

予算（運営費用、維持管理費用含む）及び医療従事者の雇用計画などが明記さ

れ、できれば確約されていることが望ましい） 

（３）医療従事者の診療サービスのスキルの向上と病院マネジメントの改善に

関する人材育成の計画。 

（４）代替候補地確保の可能性。 
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別添-4 

 
ハイチ国及びミラゴアンヌ病院の現状及び新規建設用地について 

 
ミラゴアンヌ病院 
病床数：72 床（AFD 支援により 40 床から増床） 
病床占有率：12.93％（内科 12.4％、外科 3.2％、小児科 6.3％、産婦人科 16.0％）（2015 年） 
 

表 受診者数内訳 表 10 大疾病と死亡者数 

診療科目/サービス項目 受診者数 
リファラル

数 

内科 3,272 0 
小児科（15 歳未満） 1,354 0 
産婦人科 

（産前健診、家族計画） 
2,407 51 

救急科 3,991 45 
歯科 81 0 
正常分娩 805 0 
帝王切開 162 0 
検査 11,778 0 

 

疾患名 患者数 
リファ

ラル数 

死亡者

数 

1 急性呼吸器感染症 240 0 0 
2 原因不明の発熱 157 0 0 
3 梅毒 145 0 0 
4 水様性下痢 101 0 0 
5 非感染性疾患 

（がん、高血圧、糖尿病

等） 
78 3 23 

6 腸チフス 70 0 0 
7 HIV 59 0 0 
8 腸内寄生虫 35 0 0 
9 性感染症 18 0 0 

10 その他 903 0 0 
 

出典：Hopital Sainte Therese 2015, USAID-SISNU から作成 

 出典：Hopital Sainte Therese 2015, USAID-SISNU から作成 
 

表:ミラゴアンヌ病院職員リスト（2016年 7 月） 

職 種 MSPP職員 MSPP契約 ドナー契約 その他契約 合 計 

医療/看護/保健技術職 

病院長 1 0 0 0 1 

保健行政官 1 0 1 0 2 

歯科医 2 0 0 0 2 

内科医 6 0 0 0 6 

外科医 1 0 0 0 1 

産婦人科医 1 0 0 0 1 

小児科医 1 0 0 0 1 

眼科医 1 0 0 0 1 

看護師 3 0 7 0 10 

看護助産師 4 0 0 0 4 

准看護師 9 0 3 0 12 

看護助手 1 0 0 0 1 

薬剤師 1 0 3 0 4 

保健技術者 0 2 0 0 2 

医療技術者 1 0 2 0 3 

地域推進係 0 0 1 0 1 

小 計 33 2 17 0 52 

事務職 

事務官 1 0 3 0 1 

行政官 0 0 0 0 3 

人事管理責任者 1 0 0 0 1 

秘書 1 0 0 0 1 

情報処理技術者 0 0 1 0 1 
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職 種 MSPP職員 MSPP契約 ドナー契約 その他契約 合 計 

会計係 0 0 1 0 1 

文書係 1 0 2 1 4 

メッセンジャー 1 0 0 0 1 

小 計 5 0 7 1 13 

各種補助職 

維持管理責任者 1 0 0 0 1 

維持管理係 11 0 0 0 11 

物流責任者 1 0 0 0 1 

物流係 0 0 1 0 1 

食糧管理者 1 0 0 0 1 

調理人 0 2 1 0 3 

運転手 2 0 0 0 2 

整備士 1 0 0 0 1 

警備員 5 0 0 0 5 

洗濯係 2 0 0 0 2 

小 計 24 2 2 0 28 

合 計 62（67%） 4（4%） 26（28%） 1（1%） 93（100%） 

注：内科：専門医 6 名にて 2 日・医師／週にてローテーション。 
小児科：専門医 1 名（PEPFER 雇用）。6 名の内科医と合わせて 2 日・医師／週にてローテ

ーション。 
外科：専門医 2 名。2 日・医師／週にてローテーションのため、週 4 日のみ対応可能。 
産婦人科：専門医 3 名。1 名が 3 日／週、2 名が 2 日／週にてローテーション。 
救急科：内科医 6 名にて対応。 
 
施設計画新設用地 
現在、MSPP より提案されており、ミラゴアンヌ市内より約 6km に位置する新規病院建

設予定地は、病院建築計画は可能と判断する。また、同用地は、ミラゴアンヌ市役所から公

有地である土地証明書が発行されており、今後、財務省／主税部（MOF/DGI）による国の

土地証明書が発行される予定である。新設用地は、DINEPA（上下水道公社）による給水配

管が前面道路まで敷設されており、また、EDH（電力公社）による高圧線が前面道路まで

配電されている。 
ただし、用地内には、現在居住者がおり、住民移転が発生する。ミラゴアンヌ市役所及び

MSPP ニップ県保健局の説明によると住民は移転に同意しており、敷地の 10％の部分を移

転用地として確保している。移転に際し、新住居は市役所の支援により建設が予定されてい

る。 
 

環境社会配慮 
ハイチ国には環境関連法として｢ハイチ国環境法（1995 年）」及び｢持続的開発のための環

境に関する管理及び国民の行動規範に関する政令（2006 年）」がある。本プロジェクト実施

対象用地は数軒の住居、建設途中で放棄された建造物、隣接教会のアプローチがあるため、

住民移転等の社会環境を十分に考慮する必要がある。MSPP／DOSS に環境影響評価の必要

性につきヒアリングを行ったところ、不要とのことであるが、MSPP／法務室にヒアリング

した結果、環境影響評価に関する法規についてはほとんど整備されていない状況であるもの

の環境省まで確認すべきとの回答を得た。 
本調査では、病院の新設が環境社会配慮調査の対象になる。本プロジェクトの実施にあたっ

ては、上述の環境関連法及び JICA 環境社会配慮ガイドラインに基づき、カテゴリ B として

IEE レベルとしてスコーピングを実施する。
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別添-5 

無償資金協力 

 

無償資金協力とは被援助国に返済義務を課さないで資金を供与する援助で、被援助国が自

国の経済・社会の発展のために役立つ施設、資機材及び役務（技術あるいは輸送等）を調達

するのに必要な資金を、我が国の関係法令に従って以下のような原則により贈与するもので

ある。日本国政府が資材・機材、設備等を直接に調達して現物供与する形態はとっていない。 

2008年10月1日に施行された新JICA法及び日本国政府の決定に基づき、JICAが施設・機材等

調達方式等の無償資金協力の実施機関となっている。 

 

1. 無償資金協力実施の手順 

 

我が国の無償資金協力は次のような手順により行われる。 

 

・協力準備調査   JICAにより実施 

・審査及び承認   日本国政府及びJICAによる審査、閣議による承認 

・実施の決定    日本国政府と被援助国間の口上書交換 

・贈与契約     JICAと被援助国間の契約締結 

・実施       贈与契約に基づくプロジェクトの実施 

 

2. 協力準備調査の位置づけ 

 

（1）協力準備調査の内容 

 JICAが実施する協力準備調査の目的は、JICA及び日本国政府が無償資金協力の審査

を行う際に必要な基礎的資料（判断材料）を提供することであり、その内容は以下の

とおりである。 

－ プロジェクトの背景、目的、効果並びに実施に必要な被援助国側関関係機関の

能力の確認 

－ 無償資金協力実施の妥当性について技術面、財政面、社会・経済面での検証 

－ プロジェクトの基本構想について双方で確認 

－ プロジェクトの概略設計策定 

－ 概略事業費の積算 

なお、要望された内容が全てそのまま協力の対象となるのではなく、我が国の無償

資金協力のスキーム等を勘案し、基本構想が確認される。 

また、無償資金協力として実施するに当たって、JICAは被援助国側の自助努力を求

める立場から被援助国にも必要な措置を求めており、この措置が実施を担当する機関以

外の所管事項である場合であってもその実施の担保を求めるものであり、最終的には被

援助国政府の関係する機関全てとの確認をミニッツにより行う。 

 

（2）コンサルタントの選定 

調査の実施に際してJICAはプロポーザル方式によりコンサルタントを選定する。 
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（3）調査結果 

調査報告書はJICAによって検討され、無償資金協力の妥当性が確認された後、JICA

は無償資金協力実施に係る審査を日本国政府に提言する。 

 

3. 無償資金協力のスキーム 

 

（1）交換公文（E/N）及び贈与契約（G/A） 

 無償資金協力が閣議によって承認の後、交換公文（E/N）が日本国政府と被援助国

政府との間で署名され、引き続きJICAと被援助政府との間で贈与契約（G/A）が締結

される。G/AはE/Nに基づき、支払条件、被援助国の責務、調達条件といった、当該プ

ロジェクトの実施に必要とされる条項を定めるものである。 

 

（2）コンサルタントの選定 

技術的一貫性を保つため、協力準備調査を実施したコンサルタントは、E/N及びG/A

の後の当該プロジェクトに引き続き従事するため、JICAによって被援助国へ推薦され

る。 

 

（3）調達適格国 

無償資金協力の資金は、原則として、日本国又は被援助国の生産物ならびに日本国

民又は被援助国民の役務を購入するために使用される。なお、品質や競争性、経済合

理性の観点から必要に応じて第三国（日本国又は被援助国以外）の生産物の購入又は

役務の購入にも使用することが可能である。但し、無償資金協力を実施するに当たっ

て必要とするプライムコントラクター、即ち、コンサルタント、施工業者及び調達業

者は原則「日本国民」に限定される（ここでいう「日本国民」という語は日本国の自

然人又はその支配する日本国の法人を意味する）。 

 

（4）「認証」の必要性 

被援助国政府（又は政府が指定する当局）が行う「日本国民」との契約は「円貨建」で

締結され、かつ、JICAによる「認証」を必要とする。「認証」は贈与財源が日本国民の税金

であることによる。 

 

（5）被援助国に求められる措置 

無償資金協力が実施されるに際して被援助国政府は別紙のような措置等が求めら

れる。特に免税について、日本政府は無償資金協力の資金が日本国民の税金であるた

めに、すべての税金・課金を免除するように被援助国政府へ求めている。 

 

（6）「適正使用」 

無償資金協力により建設される施設及び購入される機材が、適正かつ効果的に維持

され、使用されること、並びにそのために必要な要員等の確保を行うこと。また、無

償資金協力によって負担される経費を除き必要な維持・管理費全ての経費を負担する
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こと。 

 

（7）「輸出及び再輸出」 

無償資金協力により購入される生産物は被援助国より輸出あるいは再輸出されては

ならない。 

 

（8）銀行取極（B/A） 

a) 被援助国政府（又は指定された当局）は、原則日本国内の銀行に被援助国政府名

義の口座を開設する必要がある。JICAは認証された契約に基づいて被援助国政府

又は政府が指定する当局が負う債務の弁済に充てるための資金を右勘定に「日本

円」で支払うことにより無償資金協力を実施する。 

b) JICAによる支払いは被援助国政府又は政府が指定する当局が発行する「支払授権

書（A/P）」に基づいて「銀行」が支払請求書をJICAに提出した時に行われる。 

 

（9）支払授権書（A/P） 

被援助国政府は、銀行取極を締結した銀行に対し、支払授権書の通知手数料及び支

払い手数料を負担しなければならない。 

 

（10）社会環境配慮 

被援助国政府は当該プロジェクトに対して環境社会配慮を確保しなければならな

い。また、被援助国の環境規制及び「JICA環境社会配慮ガイドライン」に従わなけれ

ばならない。 

 

（11）進捗管理 

G/Aで定めた被援助国政府の責務の一環として、当該プロジェクトの円滑な実施に

向けた被援助国政府の主体的な進捗管理が求められる。また、その進捗について

Project Monitoring Report (PMR)によるJICAへの報告が求められている。 

 

（12）安全対策 

被援助国政府は当該プロジェクトの実施に際して最大限の安全配慮を行っていか

なくてはならない。 
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日本国無償資金協力の流れ 
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要請の評価 案件確認調査* 案件の絞り込み 

事後評価調査 ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ 

案件の評価 

省内審議 

閣議承認 

E/N および

G/A 

銀行間取極 

コンサルタント契
約 

承認 A/P の発行 

詳細設計および入

札図書 ハイチ国政府によ

る承認 
準備および入札 

入札および評価 

建設/機材調達契約 
承認 A/P 

A/P 
完了証明 建設 

運用 
終了時評価調査 

(A/P : 支払授権書) 

(E/N: 交換公文） 

(G/A: 贈与契約) 

予備調査* 

概略設計調査 
 

  
現地調査、分析、

報告 

プロポーザルによ

るコンサルタント

の選定、契約 l 

最終報告書 

Final Report 

現地調査、分析、
報告 

*必要なら 

公文案の準備 

*必要なら 

報告書案の説
明 
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ハイチ国政府による主要な負担事項 

 
1. 入札前までに行う必要がある項目 

NO 項目 締切 担当 金額 備考 

1 銀行取極め（B/A）の手続き及び銀行口座の開設 G/A締結後1ヶ月以

内 
MEF 

  

2 IEE/EIAの承認 G/A締結後1ヶ月以

内 
MDE   

3 EIAの実施 入札図書の通知前

まで 
MSPP   

4 敷地に係る下記事項の確保 
1) ミラゴアンヌにおける病院建設のためのプロジェクト用地（約15,000m2） 
2) 建設予定地から近い資材置場／仮設用地 
3) 建設予定地から近い土取場、建設廃棄物の処分場 
4) 敷地廻りの門塀の設置 

入札図書の通知前

まで 
MSPP/DSNi   

5 建築許可、ライセンス、公認などの取得 
1) MSPP/DOSSによる図面の確認及び承認 
2) ミラゴアンヌ市による建設許可 

入札図書の通知前

まで 
MSPP/DSNi   

6 支障物の撤去 
1) 支障物の撤去 
2) 既存建築物の解体・撤去 

入札図書の通知前

まで 
MSPP/DSNi   
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2. 事業実施中に行う必要がある項目 

NO 項目 締切 担当 金額 備考 

1 銀行取極め（B/A）に基づいた日本の銀行業務に係る下記の手数料の負担     

 1) 支払授権書（A/P）の通知手数料 契約締結後1ヶ月以

内  
MSPP 

  

 2) 支払授権書（A/P）の発行手数料 支払い毎 MSPP   

2 相手国の荷揚げ港における、物品の迅速な荷揚げ及び通関・免税措置の実施     

 1) 荷揚げ港における、物品の免税と通関措置 プロジェクト実施

期間中 
MSPP/MEF   

3 認証済み契約書上必要となる物品及びサービスの提供に必要とされる日本人または第

三国人に対し、相手国への入国及び、滞在に必要な便宜を図る。 
プロジェクト実施

期間中 
MSPP   

4 相手国における物品及び役務の調達に関して課せられる関税・国内税、その他の租税・

課徴金などに対し免税措置を行う。 
上記関税・国内税、その他の租税・課徴金は、認証済み契約書上必要となる物品及び

役務の調達に関して相手国において課せられる付加価値税、商業税、日本人の所得税

及び法人税、住民税、燃油税などを含むが、これだけに限らない。 

プロジェクト実施

期間中 
MSPP/MEF   

5 無償資金協力に含まれていない費用で、機材の設置や輸送を含む建設に必要な他の全

ての費用の負担 

プロジェクト実施

期間中 
MSPP   

6 アクセス道路の建設     

 1) 敷地周囲 建設工事完了の3ヶ
月前まで 

MSPP/DSNi   

7 電気、給水、排水及びその他附帯設備の供給     

 1) 電気     

 敷地までの配電線の設置 建設工事着手前 MSPP/DSNi   

 2) 給水     

 敷地までの給水管敷設 
 

建設工事完了の6ヶ
月前まで 

MSPP/DSNi   

 3) 排水     

 敷地までの下水配管（雨水、雑排水及びその他） 建設工事完了の6ヶ
月前まで 

MSPP/DSNi   

 4) 一般家具及び什器備品     

 一般家具 建設工事完了の1ヶ
月前まで 

MSPP/DSNi   

8 環境管理計画及び環境モニタリング計画を実施する。 建設工事中    

 モニタリングフォームによる環境モニタリング報告書を、事業進捗報告の一部として

4半期ごとにJICAへ提出する。 
建設工事中 MSPP/DSNi   

 住民移転計画（RAP）を実施する（必要に応じ、生計回復プログラム）。 生計回復プログラ

ムに基づく期間 
MSPP/DSNi   

 社会モニタリングを行い、その結果を、事業進捗報告の一部として、フォームを使用

し、4半期ごとにJICAに提出する。 
-被影響住民の生計手段の回復が不十分である場合、モニタリング期間を延長すること

ができる。モニタリングの延長は、MSPP及びJICA間の合意により決定される。 

-生計回復プログラ

ム完了まで（生計回

復プログラムが検

討される場合） 

MSPP/DSNi   
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3. 事業完了後に行う必要がある項目 
NO 項目 締切 担当 金額 備考 

1 無償資金協力で建設された施設及び調達機材の適切な維持管理及び使用 
1) 維持管理費の割り当て 
2) 使用及び維持管理の組織・システム 
3) 日常のチェック/定期的な検査 

建設工事完了後 MSPP/DSNi   

2 環境管理計画及び環境モニタリング計画の実施 環境管理計画及び

環境モニタリング

計画の期限内 

MSPP/DSNi   

3 事業進捗報告の一部として、JICAまで4半期ごとに環境モニタリングフォームを利用

し環境モニタリング結果の提出 
-環境モニタリングの期間は、顕著な負の影響が見出された場合、延長することができ

る。環境モニタリングの延長は、MSPPとJICA間の合意により決定される。 

建設工事完了後3年
間 

MSPP/DSNi   

(B/A: 銀行取極め, A/P: 支払授権書, N/A: 適用外, RAP: 住民移転計画) 
(MSPP: 保健人口省, DOSS: 保健サービス局, DSNi: ニップ県保健局, MEF: 経済財務省, MDE: 環境省) 
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日本の無償資金協力による主要な負担事項 

  
No 

項目 締切 
コスト見積もり 

（百万円） 

 

1 新病院の建設及び医療機材の調達  

 

 

 - 新病院建設 

- 新病院のための機材調達 
 

 

 1) 相手国の荷揚げ港における、物品の迅速な荷揚げ及び通関・免税措置に係る費用

負担 
 

 

 a) 日本から相手国への物品の海上（航空）輸送費   

 b) 相手国の荷揚げ港からプロジェクトサイトまでの国内輸送費   

 2) アクセス道路の建設  

 

 

 a) 敷地構内   

 3) 仮設建物の建設   

 4) 電気、給水、排水及びその他附帯設備の供給   

 a) 電気   

 - 敷地内の引込及び配線   

 - 主遮断装置及び変圧器   

 b) 給水   

 - 敷地内給水設備（受水槽及び高架水槽）   

 c) 排水   

 - 敷地内排水設備（トイレ、雑排水、雨水及びその他）   

 d) 家具及び機材   

 - 本プロジェクト調達機材   

2 詳細設計、入札補助、施工監理、ソフトコンポーネントの実施に係る費用（コンサ

ルタント） 
  

 

3 予備的経費    

 合計    

*;コスト見積もりは暫定的なものであり、確定には日本政府の承認を必要とする。
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現地調査結果報告時協議議事録（M/D）2016年12月7日（仏文） 
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現地調査結果報告時協議議事録（M/D）2016年12月7日（和文仮訳） 
 

 
 
 

協議議事録 
ハイチ国ミラゴアンヌ病院整備計画準備調査 

 

 ハイチ共和国保健人口省と独立行政法人国際協力機構（以下「JICA」と称す）

の間で 2016 年 8 月 8 日に署名された協議議事録及び、ハイチ共和国（以下「ハ

イチ」と称す）の 2014 年 7 月 10 日の要請を受け、JICA は人間開発部保健第一

チーム課長・伊藤賢一を団長とするミラゴアンヌ病院整備計画（以下「プロジ

ェクト」と称す）のための準備調査団（以下「調査団」と称す）を 2016 年 12
月 5 日から 12 月 7 日まで派遣した。 
 
協議の結果、双方は付属文書および別添に記載する主要事項について確認した。 
 

ポルトープランス、2016 年 12 月 7 日 
 

 

 
 
 
                                
伊藤 賢一 
団長 
協力準備調査団 
国際協力機構 
日本 
 

 
 
 
                                  
Dr. Gabriel THIMOTHÉ 
総局長 
保健人口省 
ハイチ共和国 
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附属文書 
 

1. 準備調査の中止 

2016年 8月 8日署名のミニッツにて合意された準備調査を進めるためにハ

イチ側で明確化すべき事項については、2016年 9月 2日にハイチ側より回

答が提出された。同回答からハイチ側の意欲は感じられたものの、その他の

調査結果も踏まえ、調査団は、本事業の実施を通じて要請された効果を発現

させることは困難であると判断した。別添のとおり、現在ミラゴアンヌ病院

が総合病院としての機能を発揮できておらず、将来計画が明確でないこと、

現状の予算や体制のままでは、病院施設を建設したとしても運営資金・人材

不足により病院として機能せず、患者に対する最適な治療が行われない可能

性が高いことなどが、双方で理解された。これを踏まえ、調査団は 2014年

7月 10日に要請された本案件に係る準備調査の実施中止を提案し、ハイチ

側はこれに合意した。 

 

2. 今後の対応 

本ミニッツに基づき、JICAは日本国外務省に調査中止を報告し、必要な手続

きを行う。 
  

以上 
 

 

別添 2016年 8月 8日署名のミニッツで合意した明確にすべき事項並びにハ

イチ側及び日本側の共通理解 
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別添 

 

 2016年 8月 8日署名のミニッツで合意した事項  

ハイチ側及び日本側の共

通理解 

ハイチ側による解決が必要な

課題 

ハイチ側が明確にすべ

き事項 

1 患者に利用されていない現状 

・現在は主に産婦人科病院と

しての機能。外科・内科・救

急科は機能せず。 

・県病院に必要な医療人材は

割り当て ら れず (基準 の

72%)、県病院としての最低限

の医療サービスが提供できず

患者は他の病院へ流れてしま

っている。 

(1)ミラゴアンヌ病院

に関する国家の全体計

画 

(2)ミラゴアンヌ病院

の位置づけおよび機能

改善のための中長期計

画。 

(1)「保健マスタープラン

2012-2022」に基づき、医

療政策における二次病院

についての記載はあるも

のの、ミラゴアンヌ病院に

関するものではない。 

(2)ニップ県のリファラル

拠点としての役割を担う

ため、県病院としての基準

に適合していないという

状況を解消する旨言及は

あるものの、具体的な中長

期的計画はない。 

(3)今後、ミラゴアンヌ病

院の整備に関するタスク

フォースを立ち上げるこ

とを検討中。 

2 計画・戦略の不足 

・既存病院と新規病院のすみ

わけに関するマスタープラン

が不明。運営計画、予算、人

材確保等についての明確な戦

略不足。 

・新規病棟建設はほぼ病院を

新設することと同様と考えら

れ、予算や人員の確保は必須

の課題。 

・他県もカバーする地域中核

病院とするには、国家プログ

ラムとしての政治的コミット

メントが必要。 

以下を含む、保健省の

二次医療施設に関する

基準（PES）以外のミラ

ゴアンヌ病院の増床・

移設に関する明確なビ

ジネスプランの策定 

(1) 既存病院と新規病

院の機能の戦略的

な実施計画 

(2) 機能拡張に必要な

予算計画 

(3) 医療従事者の雇用

計画 

(1) ビジネスプランは、既

存病院に外来及び事務

部門を設置し、新設病

院に病棟及び医療技術

部門などを設置すると

明記している。 

(2) 「検討後、追って日本

側に提出」との回答 

(3) 人材のニーズに関する

記載はあるが、具体的

な雇用計画はない。新

規病院の予算、人員計

画、内部規則及び戦略

計画の作成は、ある程

度の時間を要するた

め、今後準備するとの

言及があった。 

3 人材確保・育成の課題 

・内科・外科・救急はほぼ新

規の状態からサービスを開始

することになるため、医療従

事者への人材育成や継続的な

能力向上のための技術支援の

誘致、マネジメントの改善が

必要 

医療従事者の診療サー

ビスのスキル向上と病

院マネジメントの改善

に関する人材育成の計

画 

専門医育成機関に関する

記載はあるが、ミラゴアン

ヌ病院に関する人材育成

計画の具体的な言及はな

い。 

人材育成計画は、戦略計画

及び人材配置計画を準備

した後に決定する。 

4 新規病棟建設予定地にかかる

課題 

・現在の建設予定地にかかる

代替となる建設候補地

の確保の可能性 

ニップ県の財務省/主税部

により土地証明書の取得

手続き中である。住民移転
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財務省/主税部による土地証

明書が未発行。 

・建設予定地には民家が一軒

あり住民移転が発生。隣接す

る協会へのアプローチも敷地

内で干渉し、社会的配慮が必

要。 

・市街地から遠く住民のアク

セスは良好とは言えず、周辺

道路も救急患者の搬送に適さ

ない。 

については関係機関と調

整中である。 

土地取得の最終手続きに

関し、主税部及び市役所と

の協議が行われている。 

当該の土地には世帯がお

り、質素な小規模住宅に居

住している。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料5．調査対象サイト測量図 
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資料6．調査対象サイト    

地盤・地質調査結果  
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資料7．調査対象サイト及び  

既存ミラゴアンヌ病院 

水質検査結果 
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調査対象サイト水質検査結果（検査実施国：日本国） 
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調査対象サイト水質検査結果（検査実施国：ハイチ国 DINEPA） 
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既存ミラゴアンヌ病院水質検査（検査実施国：日本国） 
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既存ミラゴアンヌ病院水質検査（検査実施国：ハイチ国 DINEPA） 
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資料 8．収集資料リスト 



 

 

収集資料リスト 

番号 名 称 
形態：図書・

ビデオ・地

図・写真等 

オリジナル 
コピー 発  行  機  関 発行年 

1 
PROJET D’AMENAGEMENT DE L’HOPITAL DEPARTEMENTAL DES 
NIPPES PLAN D’AFFAIRES 
ニップ県病院整備計画 ビジネスプラン 

資料 データ 
（PDF） 

Ministère de la Santé Publique et de la 
Population 
保健人口省 

2016 

2 
Liste des Institutions de Formation en Sciences de la Santé reconnues par le 
MSPP 
保健人材養成学校リスト 

資料 データ 
（PDF） 

Ministère de la Santé Publique et de la 
Population 
保健人口省 

2014 

3 
Matériels et Equiments des Services d'Urgence / Référentiel pour la 
Réhabilitation des Services d'Urgence 
救急部門施設・資機材リスト / 救急部門データベース 

資料 データ 
（PDF） 

Ministère de la Santé Publique et de la 
Population 
保健人口省 

2016 

4 URGENCES MÉDICALES 
疾病/外傷別病院搬送状況 資料 

データ 
（PDF） 

World Health Organization 
世界保健機構 2016 

5 World Health Statistics 2015, 2016 
世界保健統計 2015 年及び 2016 年 資料 データ 

（PDF） 
World Health Organization 
世界保健機構 

2015, 
2016 

6 Liste Personnel de Hopital Ste Therese de Miragoane , Nippes 
ニップ県ミラゴアンヌ病院職員リスト 資料 データ 

（PDF） 

Ministère de la Santé Publique et de la 
Population 
保健人口省 

2016 

7 Données des Maladies dans Haïti et Nipps 2012-2015 
ハイチ国及びニップ県における疾病動向 2012 年~2015 年 資料 データ 

（PDF） 

Ministère de la Santé Publique et de la 
Population 
保健人口省 

2016 

8 Hôpital Miragoane des Rapport Financier 2011-2016 
ミラゴアンヌ病院財務報告書 2011 年~2016 年 資料 データ 

（PDF） 

Ministère de la Santé Publique et de la 
Population 
保健人口省 

2016 

9 les statistiques hospitalières 
ミラゴアンヌ病院病院統計 資料 データ 

（PDF） 

Ministère de la Santé Publique et de la 
Population 
保健人口省 

2015 
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番号 名 称 
形態：図書・

ビデオ・地

図・写真等 

オリジナル 
コピー 発  行  機  関 発行年 

10 le paquet minimum de services 
病院ミニマムパッケージ 資料 データ 

（PDF） 

Ministère de la Santé Publique et de la 
Population 
保健人口省 

2006 

11 le paquet essentiel de services 
病院ミニマムパッケージ 資料 データ 

（PDF） 

Ministère de la Santé Publique et de la 
Population 
保健人口省 

2015 

 
12 

RÉFÉRENTIELS MÉTHODOLOGIQUES DE L'ÉTUDE D'IMPACT SUR 
L'ENVIRONNEMENT EN HAÏTI 
ハイチ国環境影響評価手法 

資料 データ 
（PDF） 

Ministère de l’Environnement 
環境省 2015 
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